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発行にあたって

　「サービス付き高齢者向け住宅」（略称：サ高住）が急速に増えつつある。関東・関西の都市圏と北海
道で急増中と言われるが、確かに北海道の都市部で見かけることが多くなった。サ高住は国土交通省と
厚生労働者が建設を助成して推進し、2020年迄に60万戸を目ざすことになっており、すでに2013年１月
末には10万戸近い戸数に達している。
　サ高住は「高齢者の居住の安定確保に関する法律」が2011年10月に改正されて登場した制度である。
元々、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」が施行された2001年当時、高齢者向けの賃貸住宅やアパー
トの整備が遅れており、また、高齢者の入居が家主に敬遠されがちであったことから、補助金や税制面
の優遇措置を講じて良好な居住環境の高齢者向け賃貸住宅の供給を促進しようとするものであった。
　当初、この法律は福祉関係者からはあまり注目されていなかったが、しかし、2005年の同法改正で緊
急通報システムやバリアフリーの要件を備えた「高齢者向け優良賃貸住宅」（略称：高優賃）の登録制
度が始まり、2010年の同法改正によって「高齢者専用賃貸住宅」（略称：高専賃）の登録基準が提示さ
れて様相は一変することになる。とくに高専賃は、床面積などの一定条件を充たせば特定施設として運
営ができ、あるいは通所介護や訪問介護事業所の併設できることから、家賃と介護報酬を組み合わせた
収益性の高さが注目されることになった。
　そのわずか１年半後、2011年10月に高優賃・高円賃・高専賃が廃止され（一部、継続は認められてい
る）、制度的に一本化されたサ高住は急増の一途をたどっている。
　サ高住の要件は、居室床面積は原則25㎡以上で、各専用部に台所、水洗トイレ、収納、洗面・浴室を
備えたバリアフリー構造であり、その建物に各種の介護保険事業所の併設を認めている。また、日中は
建物に担当職員が常駐して安否確認や生活相談などのサービスを提供することなども登録の要件になっ
ている。単身高齢世帯が増える中で、サ高住に食事提供や清掃･洗濯等の家事援助などの生活支援を組
み合わされると、利用者にとって身近な「住まい」の選択肢が増えるメリットは大きいと考えられる。
しかし、「住まい」に係る賃貸料や契約の問題、あるいは要介護度が上がったり病状が変わる場合の住
まいの継続性や質の確保については、これから問題が顕在化して拡大する可能性を含んでいる。
　ふり返ると、先年の高専賃の建設ブームの頃から、介護保険制度のあり方を巡る議論から「住まい」
の問題を分離する動きが強まったように思われる。確かに、介護保険制度は居宅介護や施設介護の給付
システムであり、高齢期の住まいの確保や提供は介護保険制度とは別次元の問題である。また、“限界
集落”の問題や、過疎地域に介護保険サービスをどのように行き届かせるかという方法の議論を混在さ
せると、超高齢社会へ向かうための介護保険の制度設計の議論が進まなくなるのかも知れない。
　けれども過疎化が進行しても生活は続き、仮に「暮らし」や「住まい」が個人の選択の結果であると
いっても、少数をイレギュラー扱いしてよい法はない。私たちがテーマとする地域福祉は、多数のため
だけでなく、少数の、あるいは少数化する状況下の人々の生活に着目し、介護保険制度の方向性や地域
特性との関係を含めて、地域の生活支援のあり方、地域包括ケアなどを織り込むさまざまな課題を捉え、
生活をめぐる幅広い視点と問題意識をつなぐ議論が求められている。
　本巻には、高齢者の生活や支援の現状、あり方を巡る多彩な論文が多く寄せられています。本誌が、
さまざまな地域福祉の議論に資することを期待するとともに、会員や関係者のみなさまの当学会活動へ
のいっそうの参集をお願い申し上げます。

　　　　2013年３月31日� 北海道地域福祉学会　
編集委員会　橋本伸也　
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論　文

地域医療の現状と課題

─北海道斜里郡斜里町を事例として─

馬場さやか（東京福祉大学社会福祉学部）
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１．はじめに

　わが国の「地域医療」が大きな危機を迎えている。長引く不況や少子高齢化により財政難にあ
えぐ自治体が赤字を抱えた医療機関を支えきれなくなっていることに加え、深刻な医師不足や産
婦人科や小児科といった診療科の閉鎖などが相次ぎ、地域医療の中核ともいえる公的な医療機関
の維持が困難となっているのである。それは、北海道も例外ではない。秋野（2007）は、“北海
道には、広域の医療圏と高齢化が進行している多くのへき地注１）があり、地域医療確保の条件は
厳しい”と指摘している。
　本稿では、高齢化が進む地域の地域医療のあり方を探るために行った北海道斜里郡斜里町（以
下、斜里町）における調査をもとにした事例研究について報告する。過疎化や高齢化の進んだ地
域では、医師をはじめとした医療従事者の確保困難等の理由から、病院の維持管理が難しくなる
ことがある。例えば、この地域で入院施設を有する唯一の病院である斜里町国民健康保険病院（以
下、国保病院）では、午後休診、新規入院患者の制限などの対策を講じながら機能の維持に努め
ていたが、一時、通院及び入院患者の転院相談をせざるを得ないという状況に陥ったことがある。
このような危機をどうやって乗り越えるのかは、過疎化、高齢化が進んだ地域では大きな課題で
ある。
　地域医療のあり方は、地域によって異なるものであり、したがって地域に求められる医療機関
の機能も地域によって異なる。つまり、地域医療を守るための取り組みについても一様ではない。
地域ごとに、医療機関等の医療提供側も医療を受ける地域住民も、さらには地域のための医療確
保に責任を負う保険者である自治体においても、共通の目標を持って課題解決に取り組むことが
求められる。地域医療を考える際には、地域医療の整備を「まちづくり」を支える重要なものと
して捉え、地域の医師・看護師数、医療機関の病床数等といった医療資源の状況を含めた現状分
析を行い、そこから見えてくる医師不足や公的な医療機関の経営悪化といった課題に住民も含め
た地域全体で取り組む必要がある。
　「地域医療」という言葉は、日常的に用いられているが、明確な定義はない。その「地域」と
いう言葉についても様々な解釈がある。「地域医療」の原語は、community medicine（地域共同
体を基盤とした医療サービス）と言われ、「地域医療」という用語は、1950年代後半に全国国保
学会によってcommunity medicineの邦訳として用いられたのが最初とされている。伊藤（1998）
は、「地域医療」とは、“住民が健康を守り増進することを支援することを含んだ広義の医療で、
おのずと診断、治療、看護、介護、予防（リハを含む）を包括したものとなり、個人中心に個
人の生活に関わる全ての環境を見据えて展開しなければならない継続的な活動の全て”としてい
る。すなわち、地域医療とは、病院など医療機関での疾患の治療やケアにとどまらない概念で
あるとしている。また、岩崎（1990）は、地域医療でいわれる「地域」について、“きめ細かく、
文化的にも風土的にも共通した基盤を有する小さな社会―すなわち共通的特性を有する―区域で
ある”と述べている。
　一方、「地域」の概念は、地域社会学の分野においても、多義的で多様性のある概念であり、
その解釈については、様々な見解がある。したがって、「地域」という視点から「地域医療」を
具体的な距離等により明確に定義することは難しい。そのため、本稿では、抽象的ではあるが、「地
域」を住民が自家用車や公共交通機関等の利用による行動範囲を含め、日常的に行動する範囲と
した上で、単にエリアを表すものではなく、地域に存在する社会資源や社会システム等を含む共
同体とする。地域についてこのような認識のもとで「地域医療」とは、“そこに生活する地域住
民のための生活支援活動の一つ”であり、「地域の特性を踏まえ必要に応じた柔軟な医療」とする。
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２．研究の目的と方法

（１）研究の目的
　北海道は、面積が広大であるという特殊性もあり多くのへき地を抱えている。へき地と呼ばれ
る人口減少や高齢化が進行する医療資源の限られた地域では、住民参加型の地域医療の確保と維
持にむけた地域としての取り組みが急務と言える。地域として地域医療の問題に取り組むために
は、地域医療の問題を分析し構造的に捉え、大局的に問題構造を考察することで「地域としての
役割」と「地域の取り組みの効果」を明確にする必要がある。さらに、今後は、多くの地域で地
域医療の確保と維持のために提案されているアイディアを実効性のあるものに展開していくこと
が求められる。
　本稿では、約737km2の広大な面積を有し、ひとつの行政区内において40㎞離れた集落を持つ
斜里町を事例として取り上げ、地域医療に関する住民参加型の取り組みについて現状分析を行い、
地域医療を支える「地域としての取り組み」の意義とその効果について明らかにする。斜里町の
地域医療を取り上げることは、へき地の地域医療において、自治体や関係機関と協働で取り組む
住民参加型の「地域としての取り組み」が、地域医療の供給体制を維持・発展させ、住民に安定
的に地域医療を提供していく一助となる可能性を探ることにつながると考えている。

（２）研究の方法
　先行研究やこれまで収集してきた資料等から斜里町の地域特性や地域医療の全体像をとらえ、
地域医療の中核である国保病院を中心に、斜里町の地域医療の実態把握を行った。さらに、実態
把握のため、斜里町国保病院に勤務する副院長、事務部長及び事務次長から半構造化面接法にて
ヒアリングを行った。実態把握の具体的内容としては、①斜里町地域医療協議会の成立過程と現
在の活動状況、②命のバトンの取り組みの現状、③地域医療向上のための国保病院としての取り
組み、以上の３点である。ヒアリングに際しては、倫理的配慮として、調査対象者に事前に調査
協力依頼を行い、研究の趣旨を説明した。さらに、データ（言葉）については、研究以外の目的
で使用しないことを伝え、個室にてヒアリングを行い、ICレコーダー使用の了解を対象者から
得た。

３．北海道斜里郡斜里町の概要

　北海道は、日本の北部に位置する島で、四方を太平洋、日本海、オホーツク海に囲まれている。
気温は夏冬とも一般に日本海側で高く、オホーツク海・太平洋側で低い。夏と冬の温度差が大き
く冬の積雪は根雪となり、道内全域が豪雪地帯、一部地域は特別豪雪地帯になっている。道北、
道東は寒さが非常に厳しく、沿岸部を除くほぼ全域で最寒月の平均気温が零下８度以下となり、
零下30度以下まで下がることが多い。
　斜里町は、北海道網走支庁管内の最東部に位置しており、町内の大部分がオホーツク海側に面
するため、冬の寒さは道内の他の地域と比べ厳しくはなく、積雪量も多くはない。融雪時期が遅
く、オホーツク海側のウトロ地区は、６月中旬頃までフェーン現象による南東の強風が吹きつけ
る。斜里町の町名の由来は、アイヌ語のサルまたはシャルより転化したもので、いずれも「アシ
の生えているところ」という意味で、総面積の78.4％が山林である。農業と漁業と観光業が基幹
産業で、農業では、小麦、甜菜、馬鈴薯を主体とした畑作農業が行われ、日本の穀倉地帯の一つ
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となっている。漁業では、水産資源に恵まれたオホーツク海を漁場とし、サケ・マスの水揚げが
日本一である。さらに、一次産業と一体となった食品加工業が盛んである。観光業では、ユネス
コの世界自然遺産に登録されている知床半島を有し、夏季は多くの観光客が訪れ、その数は、年
間約120万人（H23）に上り、観光消費額は約120億円になる。
　北海道は、全国の面積の約22％を占めるが、人口は日本の総人口の約4.3％である。人口密度
は70人/km2と、全国（339人/km2）の約５分の１で、都道府県別では最も低い人口密度となっ
ている。また、全国に348ヵ所ある二次医療圏の中で、北海道は、表１に示すように広域二次医
療圏上位10ヵ所のうち９ヵ所を占め、医療過疎地注２）と呼ばれる地域を多く抱えている。さらに、
医療資源も偏在している。人口10万人当たりの医師数は、上川中部圏が最も多いが、医師数を見
ると札幌圏に全道の医師の約50％が集中している。これは、上川中部や札幌といった圏域では医
科系大学があることにより充足しているためである。これに対し、最も少ない宗谷圏を含めた約
半数の二次医療圏では、人口10万人当たりの医師数が全道平均の70％以下であり、地域偏在が著
しい。病床規模別の病床数の割合を全国と比較してみると、100床未満の小規模な病院の割合が
やや高く、市町村立病院に限ると、100床未満の小規模な病院の比率が際立って高い。そうした
市町村立病院においては、景気の低迷、少
子高齢化に伴う医療費の増加等により厳し
い財政下におかれているところが少なくな
い。北海道における地域医療を取り巻く環
境は厳しい状況にあると言える。
　斜里町の住民を支える医療施設は、平成24
年現在で、病院は斜里町国民健康保険病院

（以下国保病院）の１ヵ所、診療所は道立ウ
トロ診療所・個人内科医院の２ヵ所である。
そのうち、入院施設・診療体制を整備して
いるのは、国保病院のみであり、国保病院
の１日の外来患者数は平均で約180人、初期
診療から第１次及びいわゆる1.5次救急注３）と
広範囲な診療を担っている。特に、観光客

表２．斜里町国民健康保険病院からの距離
医療機関名 救急告示 病院の特徴 距離注3）

小清水赤十字病院 二次救急 人工透析センター（26床） 約20㎞
ＪＡ北海道厚生連網走厚生病院 二次救急 地域センター病院注１） 約41㎞

網走脳神経外科・リハビリテーション病院 二次救急 脳卒中や脊髄疾患の専門病院
脳卒中集中治療室（SCU12床） 約41㎞

北見赤十字病院 三次救急
地方センター病院注２）

約81㎞
地域センター病院

医療機関名 運営主体 距離注3）

個人内科医院 民間 約１㎞
北海道立ウトロ診療所 道立 約38㎞

注１） 地方センター病院：第三次医療圏の高度・専門医療機関としての医療機能を備えるとともに、二次医療機関の後方医療機関
としての役割を担う。

注２）地域センター病院：プライマリ・ケアを支援する二次医療機関であり、かつ、第二次医療圏の中核医療機関としての役割を担う。
注３）距離：斜里町国民健康保険病院から各医療機関の距離。

表１．全国の広域二次医療圏（広域10位まで）
順位 二次医療圏 都道府県 面積（km2）

1 十勝 北海道 10831
2 釧路 北海道 5997
3 北網 北海道 5542
4 遠紋 北海道 5148
5 日高 北海道 4812
6 後志 北海道 4306
7 上川北部 北海道 4198
8 飛騨 岐阜 4179
9 宗谷 北海道 4051
10 留萌 北海道 4020

（全国平均　1032km2）
※二次医療圏データベースを参考に著者作成
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が多く訪れ滞在するウトロ地区からの救急患者の受け皿としても重要な役割を果たしている。実
際、世界自然遺産「知床」の拠点となるウトロ温泉街では、夏の観光シーズンには、１日あたり
5000人以上の宿泊客があり、集落人口の４倍もの状態になる。更に、例年、道内外から数多くの
修学旅行生が「知床」を訪れている。この修学旅行生については、修学旅行先の選定要件（修学
旅行実施基準注４））に急病等に備えた医療機関があるということが定めされていることから、国
保病院をはじめとした医療機関の診療体制が維持されていることで斜里町での修学旅行生の受け
入れが可能になっているのである。また、国保病院では、安定的な医療の提供を目指すとともに
緊急時に備え、町内の２ヵ所の診療所と医療連携しているほか、地域中核病院であるJA網走厚
生病院および網走脳神経外科・リハビリテーション病院と連携し、２次医療を構築し、３次医療
については、北見赤十字病院と連携をしている。

４．斜里町における地域医療の取り組み

　住民の生活を支え、さらには産業を支える地域医療の確保は、重要な課題と言える。斜里町に
おいても、自治体や国保病院主導の地域医療に関連する様々な取り組みがあるが、本稿では、住
民参加型の住民主導の地域医療に関する２つの取り組みについて取り上げる。

（１）斜里町地域医療協議会
　斜里町では、国保病院の診療体制や地域医療のあり方等について、住民や各関係団体等の意見・
提言を町長に提出し、その意見・提言の実行取組を検証していくことを目的として、斜里町地域
医療協議会（以下、協議会）を設置している。協議会は、国保病院事務部に事務局が置かれてお
り、以下に示す者のうちから町長が委嘱する委員20名以内で組織されている。
　①公募町民
　②斜里町自治会連合会役員
　③斜里町三師会役員
　④社会福祉法人関係者
　⑤介護保健施設関係者
　⑥その他地域医療・保健・福祉に識見を有する者
　平成18年６月以降、斜里町で唯一の入院施設を有する国保病院では、内科医３名体制から２名
体制となり、午後休診、新規入院患者の制限などの対策を講じながら運営していた。しかし、平
成21年11月末には道派遣の内科医師退職に伴い、国保病院の機能が維持できないとして、６月に

「国保病院からのお知らせとお願い」という新聞折り込みチラシによる周知が行われた。その内
容は、①新規入院患者及び紹介状持参の患者の受け入れができなくなること。②内科に入院の患
者は、11月末までに転院等の相談をすること。③内科外来に通院中の患者（半数程度）は11月末
までに転院等の相談・紹介をすることになること、というものであった。そのため、同年７月に、
存続の危機にあることを憂慮した住民が中心となり、「国保病院の存続を考える会」による「町民・
緊急集会」が開催され、８月には、臨時議会後に国保病院の現状、医師招へいの経過、今後の病
院運営について町民説明会が行われた。町民説明会は７回にわたって行われ、今後の病院運営の
５つの取り組みとして以下の５項目が公表された。
　①マニフェストの公設民営化を町営方式で継続
　②常勤医師との定期協議実施
　③来年４月医療ソーシャルワーカーの採用
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　④国保病院運営対策本部の設置
　⑤町民による協議会の設置
　その結果、以上のような国保病院の診療体制や地域医療のあり方等について住民が提言し、そ
の実行取組について検証することを目的として生まれたのが、斜里町地域医療協議会である。（図
１）
　同協議会は、平成21年11月から平成23年10月の間に17回にわたって行われ、平成21年12月に第
１次提言、平成22年6月に第2次提言を取りまとめている。第１次提言では、協議会委員のＫＪカー
ドから摘出した緊急に取り組む事項、期限目標をもって取り組む事項など長短期にわたる事項の
整理が行われた。第２次提言では、“「医師が気持ちよく働いてもらえる環境を一緒に考えましょ
う」―医師の過重労働・ストレスを軽減するために―”をテーマに、開催されたワークショップ
において、提出されたアンケートの回答をもとに意見交換が行われ、①町民が出来ることについ
て②行政、病院、医療従事者、医師が出来ることについて提言書としてまとめられた。提言を受
けて、斜里町は、国保病院の救急体制の維持および内科診療体制の確立に向けた情報発信と啓蒙
活動推進のため、町の広報誌や新聞に折込みチラシ入れ、町のホームページに掲載するなどした。
さらに、現状の医療体制と今後について住民に情報発信をするため、平成23年度には国保病院独
自のホームページを開設した。また、平成22年７月には、斜里町および斜里町地域医療協議会の
主催で、「斜里町のまちづくりと地域医療を考える町民フォーラム」が行われた。フォーラムには、
約230人が参加し、第１部では『まちづくりにおける地域医療の役割』というテーマの基調講演
が行われ、第２部では『斜里町のまちづくりと地域医療を考える』をテーマに、国保病院の院長・
副院長をはじめ、町長・議長および町民の代表によるパネルディスカッションが行われた。この
フォーラムを通して、医療関係者、行政、住民がそれぞれの立場から議論し、まちづくりを考え
る上で地域医療が果たすべき役割や現状を学び、安心して暮らし続けられる斜里町について考え

図１．斜里町地域医療協議会の概要

※国保病院ホームページを参考に著者作成
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ることとなった。
　住民参加の協議会の開催は、目標とした住民の意識の向上や地域医療の現状や課題についての
地域啓発の達成（タスク）については、一定の成果を残したと言える。一方で、その成果が一定
の限られた範囲に留まっているとも捉えることができる。現在、協議会は平成23年10月を最後に
それ以降は開催されておらず、第２次提言以降は提言の取りまとめも行われていない。当初、地
域医療が崩壊することは、そのまま「まちの崩壊」に直結する問題という認識から町の有志によっ
て行われていた協議会であったが、国保病院において、医師の確保、病院機能維持ができている
という認識から、一定の役割を終えているのではないかとして、継続的に行われていないのであ
る。協議会の事務局であった国保病院の担当者へのヒアリングからも、新たな形での協議会のよ
うな話し合いの場の開催を模索しているとの話が聞かれたが、具体的な計画には至っていなかっ
た。つまり、協議会に参加している公募から選ばれた住民は、もともと使命感が強く問題意識を
持っていたと考えられるが、病院の維持ができているという状況の中で協議会開催の動機が弱め
られることとなり、その結果、協議会はその機能を失いつつあると言える。

（２）命のバトン
　斜里町では、2012年の７月より「命のバトン」の配布および運営が開始されている。命のバト
ンとは、一般的には、「医療情報キット」と呼ばれ、医療情報用紙と健康保険証の写し、薬剤情
報提供書・健康手帳等の写しが封入されている。医療情報用紙には、救急医療を要している本人
の生年月日、血液型、既往歴、服用している薬、かかりつけの医療機関・医師名とその住所・電
話番号、家族や緊急連絡先の電話番号等が記されている。これは、救急要請した本人や関係者が、
仮にその症状や意思を的確に伝えられない状況にあったとしても、駆けつけた救急隊員が「医療
情報キット」を見ることで現状を把握し、判断を下す助けになるよう製品化された情報キットで
ある。日本では、2008年５月にアメリカ合衆国オレゴン州ポートランドの実践例をヒントに、東
京都港区が東京消防庁と連携し、全国に先駆けて導入している。その備え方としては、仮に地震
があっても倒れにくく、ほとんどの家庭でみられ誰の目にも付きやすいことから、原則として冷
蔵庫内に保管（冷蔵庫のドアにもマーク貼付）するよう薦められている。しかし、キット内の医
療情報の更新も含め、その管理は基本的に個人に任されており、結果的に有効活用されていない
ケースがある。緊急時にそのキットが活用されるためには、その存在と役割についての認識が必
要であり、救急隊員はもちろん、住民や住民を支える関係者の理解が求められる。そのため、周
知の徹底をする必要があり、周知方法については、随時そして継続的に検討していく必要がある。
　斜里町の場合、運営は、斜里町民生児童委員協議会が主体となり、①65歳以上のひとり暮らし
高齢者、②民生児童委員協議会が特に認めた人を対象としてキットを配布し、関係機関と連携し
運営している。当初、民生児童委員（以下、民生委員）の提案から検討が始まった「命のバトン」
であったが、導入までには、自治体（斜里町）としての取り組みとすべきではないかとの意見も
あり、その検討もなされた。しかし、住民である民生委員からの提案であり、民生委員が取り組
みに対して積極的であったことから、自治体主導ではなく、自治体の協力注５）を得て、民生委員
が主体で行うこととなった。その結果、住民にとって身近な存在ともいえる民生委員が運営を行
うことで、住民の受け入れは良好で、キットの配布についても、当初の予定より順調に配布でき
ている。2012年７月に配布を開始し、ヒアリング調査を行った11月末時点で600個のうち約400個
の配布を終えている。更に、斜里町民生児童委員協議会では、「命のバトン」の配布者の名簿を
作成し、個人情報の保護を徹底した上で、警察や消防署、国保病院に提供し、効果的な運用のた
めに情報の共有化に努めている。また、「命のバトン」の存在や役割についての周知も行っており、
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対象者が利用している可能性がある介護保険関連の事業者（担当ケアマネージャーやホームヘル
パー等）に対しても、その管理についての協力を呼びかけている。

５．考察

　地域での安心・安全な生活を守るためには、セーフティーネットの一翼を担うものとしての医
療（地域医療）を整備することが必要であり、地域特性に応じた地域医療の課題の検討が必要で
ある。地域社会活性化の鍵となる地域医療の供給体制を維持・発展させるためには、地域のステー
クホルダーが利害を超えて一体となり、地域医療の抱える様々な課題に取り組むことが重要であ
る。つまり、医療機関が地域医療を支えるためには、自治体のみならず地域住民との連携や協働
が求められる。
　斜里町においては、まず、現在も続けている様々な地域の取り組みについて、自治体や医療機
関、住民で継続的に見直していく機会の確保、環境の整備が求められる。具体的には、斜里町地
域医療協議会もしくはそれに代わる話し合いの定期的な開催や「命のバトン」の効果的な運用に
取り組むことなどがあげられる。
　地域医療を考える上で、定期的な話し合いの場の確保は、地域の医療や福祉の実情について住
民自身がありのままを把握し、理解したうえで、「地域力を活かした医療」を守り・育てていく
という過程（プロセス）において必要不可欠と言える。さらに、多くの住民が傍観者ではなく、
地域医療を支える存在（当事者）であるという認識を持つことが重要であるが、そういった地域
医療について考える場への地域住民の参加は、この認識のきっかけとなる可能性がある。言い換
えれば、地域医療について考え話し合う協議会のような場の確保は、単に課題を共有することだ
けではなく、自治体の施策等と結び付け課題解決に向けた事業を進めるなど、実効性ある取り組
みに重要な役割を持つものとなる。斜里町では、協議会が一定の役割を終えているのではないか、
現状のままでは継続しても有効でないのではないかとの意見が多く出されたことから休眠状態に
ある。つまり、今後、協議会が地域医療の確保に向けて活動を発展的に続けるためには、組織の
再編も視野に新たな展開が必要と言える。また、それらを実行する地域の物的人的経済的資源の
量と質を熟知し、それらを効果的に融合させ活用する「コーディネーター」の役割が重要であり、
そうした人材の確保が求められる。そのため、自治体の「コーディネーター」の確保に向けた積
極的な支援が必要不可欠である。すなわち、自治体には、地域医療の安定的な確保を目指して、
住民や関係団体と協働してまちづくりのためのデザインを描き、必要な行政サービスを提供する
とともに、地域住民が活動しやすい環境づくりを行うことが求められる。
　「命のバトン」の効果的な運用という点では、「命のバトン」の普及率の向上と情報の適時更新
が重要である。関係機関及び関係者のマニュアル等への「命のバトン」についての掲載、災害時
にも有効であることを訴えるなど、周知方法についても地域ごとに検討すべきである。また、配
布対象について、現在は、主に65歳以上のひとり暮らし高齢者を対象としているが、今後は、日
中に単身となる高齢者（日中独居高齢者）や障がいを抱えた人や重篤な疾病を抱えた人への配布
も検討していく必要がある。さらに、「命のバトン」の配布は、配布対象者の緊急時の不安解消
へ一定の効果があるものと考えられることから、アンケートを行う等して、心理的な影響も含め、
その効果の具体的な検証が求められる。運用の中で得られた様々な情報（以下、データ）につい
ては、個人情報の保護を徹底した上で、引き続き関係機関内での共有を進めていくなどして、有
効活用されるようにすべきである。すなわち、「命のバトン」の効果的で継続的な運用のためには、
定期的な運用の見直しを行うことが重要と言える。「命のバトン」は、その利用される回数や頻
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度が高いということが効果的であるという評価につながるのではなく、緊急時「命のバトン」の
活用で住民が１人でも救われることが重要である。運用の中で対象者の情報が共有されていくこ
とこそが、地域医療の視点からは大きな成果の１つと言える。
　国保病院に関しては、平成10年度以降は、経営に関する計画の策定がなく、平成24年度になり「斜
里町国民健康保険病院中期経営計画」が策定されたという経過もあり、定期的な計画の見直しを
行うなどして、公共性を考慮しながら健全で持続可能な経営に取り組む必要がある。また、不採
算だからといって医療機関を閉鎖すれば問題が解決するというものではいことからも、一定の公
的資金の導入は必要不可欠である。これまで、「医療は無駄が多い。」と言われ、様々な削減策が
講じられてきたと考えられるが、安心・安全な医療を行うには、ソフトとハード両面において、
一定のゆとりが必要であるということを住民や自治体も認識すべきである。
　次に、変貌する地域の新たな課題について検討し、取り組むため、国保病院を中心に住民や自
治体と共同し、斜里町という地域について様々な角度から分析をする必要がある。国保病院を中
心に行うのは、病院が、健康に関する問題も含め基本的には何らかの課題を抱えた人が集まる場
所であり、社会が抱える問題も顕在化しやすいという理由からである。

６．むすびにかえて

　戦後日本のへき地医療対策において、問題解決の重要な指標とされてきたのは「無医地区の解
消」であるが、斜里町には、「無医地区」に指定された地域はない。無医地区の定義は、「医療機
関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点として、おおむね半径４㎞の区域内に50人以上
が居住する地区であって、かつ容易に医療機関を利用することのできない地区」注６）である。し
たがって、医師が配置されていないにもかかわらず50人未満の地域は無医地区の定義から外れる。
そのために、過疎が進み50人未満の地域が増えたことで、統計上の無医地区が減少しているとさ
れる場合がある。そういった地域は、統計に表れないまま、むしろ深刻な状況になっていること
が予想される。すなわち、無医地区という指標だけでは、交通弱者や限界集落など過疎化によっ
て起きる問題と関連させて地域医療問題をとらえることはできないのである。また、全国の65歳
以上の高齢人口と15～64歳の生産年齢人口の比率を過去のデータと比較すると、昭和35（1960）
年には１人の高齢人口に対して11.2人の生産年齢人口がいたのに対して、平成22（2010）年には
高齢者１人に対して生産年齢人口が2.8人になっている。このように、一般に「働き手」とされ
る生産年齢人口の減少や高齢化といった人口構造の変化などの影響からも、医療資源の整備には
限界があり、医療供給体制の見直しおよび整備だけでは地域医療を支えられないと考えられる。
そのため、地域医療の問題構造を明らかにした上で、地域医療を支える地域の取り組みの効果に
ついて検証を進めていくとともに、今後は、それを支える居住の問題（地域居住）についても考
えるべきである。
　本稿では、先行研究やこれまで収集してきた資料等を中心に、斜里町における地域医療の現状
把握と分析を試みた。具体的な統計データについて分析が十分に行えていない点やヒアリング調
査を行ったのが国保病院のみであるという点から、斜里町の地域医療全体を分析結果とするには
十分とは言えない。しかし、国保病院の推計では、平成23年の斜里町の入院患者の約49%、外来
患者の約26％を担っている。このような点から、不十分とは言え、一定の評価にはなるものと考
える。
　今後は、斜里町において地域医療の牽引役となる国保病院を中心に、関連機関や住民へのヒア
リング等による詳細な調査を行い、斜里町の医療資源やそれを支える社会資源に関して実態を把
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握することが求められる。さらに、「斜里町地域医療協議会」「命のバトン」について引き続き研
究を行っていくとともに、今回取り上げていない地域の取り組みについても研究を進めていく必
要がある。斜里町の抱える地域医療の課題をさらに明らかにし、地域の様々な資源を活かして、
必要な医療を安定的かつ継続的に提供していけるよう、安心して生活することができる「まちづ
くり」の一助となるよう研究を進めていきたい。

謝辞
　このたびの斜里町国民健康保険病院へのヒアリング調査を行うにあたり、事前より調整下さっ
た副院長の合地研吾先生にまずは感謝申し上げまず。また、ヒアリング調査を快く引き受けてく
ださった事務部長の菅野清見様と事務次長の高橋正志様に感謝致します。最後に、ご協力をいた
だきました宮下直人様をはじめ斜里町国民健康保険病院職員のみなさまに感謝申し上げます。

キーワード
　へき地　住民参加型　医療過疎地　斜里町地域医療協議会　命のバトン

注
１）へき地：交通条件及び自然的、経済的、社会的条件に恵まれない山間地、離島その他の地域のうち医療の

確保が困難であって、「無医地区」及び「無医地区に準じる地区」の条件に該当するものをいう。
２）医療過疎地：ここでは、上記の「へき地」の定義と同様のものとする。
３）1.5次救急：本稿では、１次救急はもとより中等症までの入院を要する患者を対象に2次救急の一部を担う

受入れ体制のことをさす。
４）修学旅行実施基準：各都道府県並びに政令指定都市には修学旅行実施基準が存在しており、公立校の修学

旅行は、旅行期間や旅行費用、旅行先の制限などが定められている。
５）自治体の協力：命のバトン交付事業には、事業を行う民生児童委員協議会に斜里町より430千円の助成が

行われている。
６）容易に医療機関を利用することができない：夏期における交通事情として、定期交通機関がない場合、住

民が医療機関まで行くために利用することのできる定期交通機関はあるが、１日３往復以下であるか、ま
たは４往復以上であるが、これを利用しても医療機関まで行くために必要な時間（徒歩が必要である場合
は徒歩に必要な時間を含む）が1時間をこえる場合。ただし、タクシー、自家用車（船）の普及状況医師
の往診の状況等により、受療することが容易であると認められる場合は除く。
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精神障害者による当事者活動の展開と課題

─定義、歴史的背景と北海道浦河町に
おける実践の位置づけ─

種田　綾乃（国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所社会復帰研究部）
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１．はじめに

　近年、障害福祉の分野において、障害のある本人を「当事者」という呼称で表現することは多
い。また、「当事者団体」「当事者活動」などの関連した用語も広く普及しつつある。
　精神保健医療福祉の分野においても、「当事者」「当事者活動」などの語が使用されつつあり、
なかでも、北海道浦河町における「浦河べてるの家」のメンバーを中心とした取り組みは、精神
障害者当事者活動の先駆的な一事例として、全国的に注目を集めている1）。
　本稿は、①障害福祉の分野における「当事者」や「当事者活動」の語の定義を整理し、②我が
国における精神障害者当事者活動の成立・普及に至る歴史的背景を明らかにすること、ならび
に、③精神障害者当事者活動の先駆的一地域である北海道浦河町における活動の歴史的背景を整
理し、我が国の歴史的背景の中での位置づけを整理するものである。
　文献調査を通じ、精神障害者をめぐる国内外の流れにおける精神障害者の当事者活動の位置づ
けと、そのなかでの浦河町における精神障害者当事者活動の位置づけを明らかにすることを目的
とする。

２．調査方法

　本稿は以下の手順に沿って、調査を実施した。
　まず、「当事者」ならびに「当事者活動」「セルフヘルプ活動」の用語の定義を行うために、関
連する資料や文献の収集を行い、整理した。
　次に、当事者活動成立の経緯を検討するため、「当事者」の語が使用されるようになった時期
に着目し、医学中央雑誌WEB Ver.5（http://search.jamas.or.jp/）を用いた分析を行った。「当
事者AND精神障害」および「当事者活動AND精神障害」を検索語とし、1982年以前〜2012年
に原著論文・解説・総説・会議録として収載された論文を対象とし、年毎の発表論文数を集計し、
整理した。
　そのうえで、精神保健医療福祉に関連する国内外の歴史的背景に関する資料や文献の収集と整
理・分析を行い、我が国において当事者活動が成立した歴史的背景を明らかにした。
　さらに、筆者は、2005年〜2012年、北海道浦河町におけるフィールドワークを行い、関連す
る資料や文献の収集・整理を行った。対外的に公表されている文献に加え、浦河べてるの家の見
学者等に対して配布している資料2−4）や現地でのフィールドワークで得た情報を補足する形で、
浦河町における精神障害者当事者活動の歴史的経緯を明らかにした。

３．用語の定義

（１）当事者
　「当事者」の語は、主に民法上において、「第三者」の対義語として使用される用語であり、「当
該主題にかかわって不利益を被る者、ないしは、状況改善のためのニーズを要する者5）」と定義
されている。
　障害福祉の分野における当事者とは、現在の状態を、こうあってほしい状態に対する不足と捉
え、そうではない新しい現実をつくり出そうとするというニーズの自覚をもつ主体の意を強調し
て使用される6）。障害関連問題における当事者とは、主に障害者本人を指すことが多いが、加えて、
障害に関する不利益やニーズを要するという点で、障害者の近親者も当事者に含まれることもあ
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る7）。
　障害分野における「当事者」の語の使用に関しては、「当事者／非当事者という分け方が社会
的な問題を特定の人に固有の問題として囲い込む効果を持つ8）」という批判や、「ニーズを自覚
する能力を有しない当事者は、当事者とされないことになってしまう7）」という懸念も指摘が存
在する一方、「一市民として、自らのニーズを見出し、社会資源の欠乏や不足の改善と充足に向
けた主体としての役割を果たすもの9）」として受け入れられている。

（２）当事者活動／セルフヘルプ活動
　当事者活動とは、当事者主体と当事者管理を基本とした、当事者による当事者のための活動と
定義される10）。英語ではself-help groupやmutual aid groupによる活動にあたり、日本語では、
セルフヘルプ（自助）活動とほぼ同意味で使用されることも多い11）。
　セルフヘルプ活動とは、自発的に結成された相互援助と特定の目的の達成をねらった小グルー
プによる活動と定義される12）。個人による自助・独立（self-help）と、相互援助・共同（mutual 
aid）の両側面の組み合わされた仲間同士が支え合うグループであり、成員が問題や課題を抱え
る「当事者」であることが最大の特徴で、重要な意味をもつ13）。
　セルフヘルプ活動の形態は多様性に富み、近年では、地域社会に出向く活動へ幅を広げ、さま
ざまな試みを展開し、社会的な実績を着実に積み上げている。近年、「当事者らが抱える共通の
課題を認識し、それが社会的に解決すべき事柄であると同時に、多くの市民的ニーズとも合致す
るものでもある11）」という理念のもとに組織され、社会的な活動を展開する「当事者性に根ざし
たセルフヘルプ14）」が行われつつあり、こうした活動に対し、「当事者活動」の呼称が使用され
ている。

４．精神障害者当事者活動の成立における歴史的背景

（１）精神保健分野における「当事者」「当事者活動」の語の普及
　「当事者」や「当事者活動」の語が、精神保健分野において普及されるようになった時期に関
する検索では、1982年以前〜2012年に収載された論文数は、「当事者AND精神障害」を検索語
とするものは1022件、「当事者活動AND精神障害」を検索語とするものでは42件が抽出された。
各年次における発行数は、図１のように整理された。

（２）我が国における精神障害者当事者活動成立の二つの源流
　わが国における精神障害者当事者活動の成立の歴史的背景は、「セルフヘルプ活動の展開の流
れ」と「精神障害者地域ケアの流れ」の二つの源流として整理された。

１）セルフヘルプ活動の展開の流れ（第一の源流）11,13）

　当事者活動の成立における第一の源流として、セルフヘルプ活動発展の歴史がある。
　セルフヘルプの思想的背景としては、18世紀から19世紀初頭に出版されたSmiles（1858）の『自
助論』とKropotkin（1902）の『相互扶助論』が挙げられる。
　セルフヘルプ的色彩をもつグループの組織化としては、19世紀、産業革命後のイギリスにおけ
るFriendly Societies（1844年）が最初であり、さらに同時期には、アメリカにおいて、禁酒を
目的としたthe washingtonians、親の会のモデルとなったPublic Education Association（1896年）
等も発足した。
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　20世紀に入り、消費者協同組合や黒人グループの運動を背景に、欧米を中心に社会的なスティ
グマを負った当事者らによるセルフヘルプグループの組織化が活発になる。1930年代初頭には、
アメリカにおいて、失業者の協同組合（1931年）やナチス・ドイツに追われ移住したユダヤ人ら
による当事者組織（1936年）などのセルフヘルプグループが組織され始め、さらに、1930年代
後半から1940年代にかけて、アルコール依存症を抱える当事者によるセルフヘルプグループAA

（Alcoholics Anonymous：1935年）や精神障害回復者の組織Recovery Inc .（1937年）、精神障害
者の治療共同体のモデルであるFountain House（1943年）等、精神障害に関する当事者組織も
創設された。
　1960年代には、公民権運動、福祉運動、反戦運動、女性運動、消費者運動、環境保全運動とい
う、アメリカにおける６つの大きな社会運動を背景に、さまざまな市民権グループ、コミュニティ・
グループ、コミュニティグループ、治療グループが創設された。我が国においても、この頃より、
患者会などをはじめとするセルフヘルプ的な色彩をもつグループが病院や施設などにおいて結成
されるようになった。
　欧米においては、1960年代の社会運動の流れをくみ、1970年代において、多くのセルフヘルプ
グループや草の根団体が出現し、障害者の権利運動も発展をみせている。同時に、セルフヘルプ
に関する学術的な注目が国際的に高まり、1976年、アメリカの２つの学術雑誌においてセルフヘ
ルプに関する特集が組まれたことを契機に、イギリスにおけるセルフヘルプ支援組織の創設（1977
年）、オーストラリアにおけるセルフヘルプ連合collective の設立（1977年）、旧西ドイツにおけ
るセルフヘルプに関する研究書の発刊（1978年）、ベルギーにおける研究書の発刊（1983年）お
よび支援組織の創設（1984年）、フランスにおける患者運動の支援雑誌L'Impatient の創刊（1983
年）と、セルフヘルプに関する研究が欧米文化圏に急速に拡大した。1980年代には、Self-Help 
Clearinghouse（地域のセルフヘルプグループの情報収集や市民や専門職に対する情報提供、グ
ループ運営に関する相談と援助、調査研究、地域教育などを行う機関）が創設され、専門的支援
が行われるようになり、1990年代以降、精神障害者の回復者グループについてもさかんに設立さ

図１．「当事者AND精神障害」「当事者活動AND精神障害」をキーワードとした
論文等の該当件数年次推移

注）医学中央雑誌WEB（Ver.5）（http://search.jamas.or.jp/）における原著論文・解説・総説・会議録を対象とし、「当事者AND
精神障害」および「当事者活動AND精神障害」をキーワードとした検索結果（2013年２月４日現在）をもとに筆者が作成した。
横軸は収載年、縦軸は発表数を表している。
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れるようになった。また、婦人、消費者、公害などの多様な領域に拡がりをみせ、市民の中に浸
透しつつある。

２）精神障害者地域ケアの流れ（第二の源流）
　当事者活動の発生における第二の源流として、1980年代後期以降のわが国における精神障害者
の地域ケア（隔離収容するのではなく、地域の中でケアをしていこうという考え方・実践）への
流れがある。
　わが国では、「精神病者監護法（1900年）」の制定後、約50年にわたり精神障害者の私宅監置が
行われていた。1950年、「精神衛生法」の制定により私宅監置は廃止されたものの、同法は「精
神病院または精神病室への収容を原則（第７回衆議院厚生委員会議録第22号）」として成立され
ており、精神病院等への入院を中心とした隔離収容政策が強化された。さらに、1960年のライシャ
ワー事件を契機に、精神障害者に対する隔離収容論が加速し、1965年には措置入院の強化等を織
り込んだ法改正が行われ、その後、1980年代に至るまで、精神障害者は地域から隔離された医療
施設に収容されてきた。
　精神衛生法の改正の行われた1965年以降の精神病床数および平均在院日数の年次推移を図２と
して整理した。精神病床数や精神科における平均在院日数は、1965年から1980年代に至るまで、
急速に増大している。
　1984年、精神病院での患者に対する傷害致死（宇都宮事件）を契期に、1987年に精神衛生法を
全面改正した精神保健法が制定され、法律において初めて社会復帰の理念が盛り込まれた。この
時期より精神病床の平均在院日数が徐々に減少した（図２）。
　1995年には、「精神保健法」が「精神保健および精神障害者福祉に関する法律（以下、精神保
健福祉法）」へと改正され、社会復帰関連の施設・事業の法定化などが明記された。同年12月には、

図２．1965年以降における精神科病床数および平均在院日数の推移

注）政府統計の総合窓口e-Stat（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）における『医療施設調査（平成８年〜平
成21年）』、『病院報告（平成９年〜平成21年）』、『患者調査（平成８年、平成11年、平成14年、平成17年、平成20年）』、および『厚
生白書（昭和31年〜平成12年度版）』、『厚生労働白書（平成13年〜平成21年）』のデータを用いて筆者が作成した
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障害者プラン（ノーマライゼーション７ヵ年戦略）を策定し、精神障害者の保健医療福祉の施策
として「社会復帰・福祉施策の充実」が項目として掲げられ、精神障害者の社会復帰施設設置数
の大幅な増設目標値が設定された。
　2002年、厚生労働省社会保障審議会障害者部会精神障害分会は、報告書「今後の精神保健医療
福祉施策について」をまとめ、「精神保健医療福祉サービスは、当事者の居住する地域で提供さ
れるべき」との原則のもと、「入院医療主体から、地域における保健・医療・福祉を中心とした
あり方へ転換」を基本的な考え方として、「精神障害者に対する正しい理解の促進」「７万２千人
の社会的入院の解消」「当事者が主体的選択可能な地域におけるサービスの充実」等の重要方針
が示された。
　2003年には、精神保健福祉対策本部が「精神保健福祉の改革に向けた今後の対策の方向」にま
とめ、優先的に取り組むべき重要事項として「地域生活の支援」「受け入れ条件が整えば退院可
能な７万２千人の対策」を掲げた。
　さらに、2004年、精神保健福祉対策本部による「精神保健福祉の改革ビジョン」において、精
神保健福祉の「入院医療中心から地域生活中心」への改革の方針が明示され、10年間で約７万床
の精神病床数の削減が目標として掲げられた。同年の社会保障審議会「今後の障害保健福祉施策
の改革試案（改革のグランドデザイン案）」においては、障害者の「自立支援型システム」の転
換が示され、精神障害者の地域ケアの視点を前面に出した施策の作成が近年さらに急速に進みつ
つある。

（３）当事者活動の現状と課題
１）当事者活動の統計的実態
　当事者活動は、語の定義が曖昧であり、その概算値を明らかにすることはきわめて困難である。
当事者活動の一要素を備える「セルフヘルプグループ」の実態に関しては、これまでにいくつか
の概算値が報告されていることから、ここでは、セルフヘルプグループの統計的実態についての
知見を列挙する。
　アメリカでは、少なくとも50万から75万のセルフヘルプグループがあり、1000万人から1500万
人のメンバーが活動しているとの報告がある13）。
　我が国においては、連合体を組織している精神障害に関するセルフヘルプグループだけでも約
150近く存在することが確認されているが、各組織の地方支部や各地域における小規模な組織を
加えると、多数にのぼり予測はきわめて困難であると言われている14）。
　連合体を組織している代表的な精神障害に関するセルフヘルプグループである、「全日本断酒
会」「AA」の団体規模について、松田（2006）は、加盟団体数等の概算値を整理しており、全
日本断酒会の加盟団体数は657（連合会を含む）、正会員数は１万２千人にのぼると報告している。
また、AAは全国各地に400のグループと８つのサービスオフィス、900以上のミーティング場に
てミーティングが開かれていることが確認されているものの、メンバー数については把握されて
いない（2005年５月現在）。また、全国精神障害者家族会連合会（2007年解散）の発行する『全
国社会資源名簿2002→2004』において、精神障害に関する「患者会」として593の会が挙げられ、
病院、保健所、作業所等を拠点として活動していることが報告されている15）。
　我が国では、前述した組織以外にも、さまざまな事例に関する多数のセルフヘルプグループが
活動を行っている。しかし、「小規模な組織の場合は情報収集が困難である」「組織の生成や消滅
が頻繁である」「精神保健福祉という語の定義によっては、該当するグループの範囲がきわめて
広くなってしまう」などの理由から、セルフヘルプグループの組織数や参加者数の把握はきわめ
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て困難であると指摘されている15）。

２）形態的特徴
　我が国の当事者活動の組織形態として、河東田（1998）は、①施設の自治体・施設OBによる会、
②家族会など既存の組織のバックアップによる会、③当事者団体のバックアップによる会、④当
事者自身により立ち上げられた会、⑤地域のサークルを母体にした会の５点に分類している。①
の施設関連の当事者活動はかなりの数が存在し、②の既存の組織・当事者団体のバックアップに
よるものは、全国交流集会が持たれるなど、近年徐々に増加傾向にある。③の当事者自身により
発足した組織は、比較的新しい形態のものであり、社会的活動の幅の広さとアピール度が絶大で
あり、注目されている。④の地域のサークルを母体にした組織は、親睦団体や学習・レクリエー
ションサークルを原点とし、歴史的にもっとも古く、指導者を中心とした運営組織が大半を占め
る10）。
　活動内容としては、木村（2004）は、症状コントロール、資格取得、雇用支援やビジネス開発、
エンパワメント（力の向上を体験すること）を重要な要点として挙げている。また、原（2008）は、
ピアカウンセリング、ピアサポート、アドボカシー、退院促進事業を挙げ、近年では芸術や起業、
行政参画などの形で活動が広がっていることを指摘している。

３）我が国における課題
　当事者活動は、「全国的にユニークでさまざまな広がりをみせている」活動として、近年注目
されつつある18）。しかし、「未成熟な会が多く、組織的な横のつながりもまだ不十分で、欧米の
ような政策決定への当事者参加・参画には至ってはいない」のが現状であり、今後、「当事者組
織の横断化や全国組織化を図り、他の関連諸集団との連携を図りながら、当事者活動を強化する
ことが課題」であると指摘されている10）。
　また、阪本（2006）は、今後の当事者活動のあり方について、「地域社会に広く溶け込み、開
放し、さまざまな団体や個人が参加しやすいように工夫されなければならない」と述べ、障害者
自身が自らのもつ機能や技能を使って、地域の他の団体や個人に対し有益な活動を積極的に展開
していく『開かれた福祉活動』が重要であると指摘している。当事者活動は「権利要求」のみな
らず、一地域住民として、できる範囲での社会貢献を主体的に行う「義務」をも担うものとして
位置づけられつつある。

５．北海道浦河町における当事者活動の歴史的経緯

　北海道の中央南西部太平洋沿岸に位置する日高支庁管内浦河郡浦河町においては、「浦河べて
るの家」のメンバーを中心とした精神障害のある当事者による積極的な地域活動が展開されてい
る。

（１）北海道浦河町の精神保健医療福祉の歴史的流れ
　北海道浦河町における精神障害者関連資源および当事者団体展開の歴史的経緯に関して、関連
資料2−4, 20−25）をもとに整理した（表１）。
　当事者団体設立以前の当地域の精神障害者の状況について、向谷地（2002）は、「病院周辺に
多数移住する精神科の通院患者が、地域で繰り広げるトラブル（精神障害者による致死事件の続
発）の多さにより、地域住民の精神障害者に対するイメージは最悪だった。町中にはアルコール
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表１．北海道浦河町における当事者活動の歴史的経緯

精神保健に関わる町内資源状況 当事者団体の動向

1970年

浦河赤十字病院「精神神経科病棟」（以下、赤十
字病院精神科）50床開設（59年）

1980年

赤十字病院を中心に、断酒会、家族会、ソーシャ
ルクラブの育成が始まる（70年頃〜）
保健所に国保保健婦を配置（70年）
赤十字病院精神科に管内初のソーシャルワーカー
就任（78年）

赤十字病院精神科病棟にて回復者クラブ「どんぐり会」結
成（78年）

1990年

保健センター開設、保健婦6名の指導体制（86年）

日本基督教団浦河伝導所旧会堂にて精神障害者が生活を始
める（80年）
当事者らが昆布の袋詰め請負作業を開始（83年）
浦河伝導所旧会堂が『べてるの家』と命名される（84年）

請負作業を辞め、産地直送の昆布製品製造・販売を開始（88
年）
病院外注業務や紙オムツ個別配達開始（88年）

2000年

赤十字病院にて「在宅福祉基盤整備協力会」発足
（92年）

精神障害者地域共同作業所として道･町から補助金を受け
る（90年）
福祉センターにて「こころの集い」開催（91年）

『べてるの家の本』自費出版（92年）
有限会社「福祉ショップべてる」設立（93年）
第一回「幻覚＆妄想大会」開催（95年）
共同住居が道・町の補助対象となる（95年）
映画「ベリーオーディナリーピープル」撮影（95年〜）
病院栄養課食器洗浄部門にて請負開始（95年）
Fax通信「ぱぴぷぺぽ」の発行開始（95年）
　→Fax通信は、後に編集し出版（2003年、2004年、2006年）
町内に介護用品専門店「ぱぽ」を開店（96年）

「第１回日本精神神経科学会精神医療奨励賞」受賞（99年）

赤十字病院精神科「精神科の今後を考える会」発
足（00年）
月１度の事例検討会議「地域連携会議」の開催（00
年〜）
赤十字病院精神科、川村医師「若月賞」受賞（00年）
赤十字病院精神科、「病院再編を進める委員会」
発足、赤十字病院にて地域プログラムを開始、精
神科病床数130床から60床へ大規模削減（01年）

赤十字病院精神科にてデイケア開設（02年）

子育て支援ネットワークの構築、子育て支援検討
会議の開催（03年〜）

地域共同作業所の活動開始（00年）
統合失調症者のアノニマスグループ「浦河SA」発足（00年）

「筑紫哲也NEWS23」に生出演（01年）
町内の小・中学校の授業にて、当事者による講演（01年）
３か所の共同住居が国費補助の対象となる

『社会福祉法人　浦河べてるの家』設立（02年）
精神障害者小規模通所授産施設　活動開始（02年）
べてるの家を題材にした書籍『悩む力〜べてるの家の人々

（斉藤道雄著）』が第24回講談社ノンフィクション賞受賞（02
年）

町の大通りに売店「４丁目ぶらぶら座」を開店（03年）
「第33回毎日福祉顕彰」受賞（03年）
「第55回保健文化賞」受賞（03年）
活動の拡大、野外作業（農産・水産）開始（04年）

「全国精神障害者団体連合会」を町内にて開催（06年）
見学者の宿泊等をも兼ね備えたセミナーハウスの開設（06
年）

『NPO法人セルフサポートセンター浦河』発足、ピアサポー
ト事業を展開（07年）
小規模作業所授産施設から就労継続支援Ｂ型事業所へ形態
移行（08年）
住民とのワークショップを積み重ね売店を大規模改装→「カ
フェぶらぶら」として再オープン（09年）
団体の活動を題材にした映画『降りてゆく生き方』が全国
放映（09年）

「第18回日本精神障害者リハビリテーション学会」全国大会
を町内にて開催（10年）
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依存症患者が溢れていた」と述べ、アイヌ系日本人に対する差別等を背景に、アルコール依存症
をはじめとする精神障害が地域課題として存在していたことを指摘している。
　当地域の精神医療にとっての大きな転機は、1978年、町唯一の総合病院である浦河赤十字病院
精神神経科（以下、赤十字病院精神科）における日高管内初のソーシャルワーカーの就任である。
赤十字病院にソーシャルワーカーが就任した同年、精神科病棟にて回復者クラブ「どんぐり会」
が結成される。
　1980年、長年不在であった日本基督教団浦河伝道所（以下、浦河教会）への牧師赴任と、赤十
字病院精神科における長期入院者の退院を機に、浦河教会の旧会堂において回復者クラブやアル
コール依存症者の子どもたちの「土曜学校」等の活動が行われ始め、旧会堂は「べてるの家（神
の家、の意）」と名付けられ、地域生活を営む精神障害者の活動拠点となる。発足当時は、ミーティ
ング等のセルフヘルプを目的とした活動を主軸とし、副業として昆布の袋詰め作業を請負ってい
た。
　その後、雇用者とのトラブルによる昆布袋詰め作業の中断を機に、1980年以降は、「地域のた
めに」という目的を明確にし、自ら昆布を仕入れ商品化し全国販売する昆布製品製造販売事業を
展開し、浦河町内および周辺の町の高齢者宅への「紙オムツの個別販売」を主軸とし、自主的な
地域活動を展開し始める。
　1990年代には、有限会社「福祉ショップべてる」を発足し、のちに介護用品店を開店。また、
精神障害に関する普及啓発活動として、町内における講演活動や書籍やビデオ等の作成を開始す
る。
　2000年代に入り、赤十字病院精神科における病床数削減策の実施にともない、当事者団体は当
地域における精神障害者の地域生活支援の主軸としての役割を担う26）。この頃より、統合失調症
患者のアノニマスグループ（浦河SA）等、メンバーらのニーズに対応し、さまざまなプログラ
ムやセルフヘルプグループがつくられ始める。また、メンバーらの生活の場として、地域内各所
に精神障害者の共同住居・グループホームが建設され始める。
　2003年、社会福祉法人格を取得後は、「社会福祉法人　浦河べてるの家」として、昆布製品製
造販売事業とともに畜産や水産関連の野外活動、町の中心部当事者団体の商品を販売する店舗の
開設等、活動を拡大させる。また、メンバーが統合失調症の当事者として初めて全国テレビの生
番組にスタジオ出演したことを機に、当地域における精神障害者の当事者活動は全国的な注目を
浴び、メンバーらによる全国各地での講演活動がさかんに行われている。

（２）浦河べてるの家2−4）

１）団体の組織概要
　浦河べてるの家は、統合失調症等の精神障害のある16歳から70歳代のメンバー150〜160名と
約20名のスタッフを有し、社会福祉法人と有限会社を備えている。
　「社会福祉法人　浦河べてるの家」においては、「就労サポートセンターべてる（就労移行支援、
就労継続支援Ｂ型、生活介護）」として日高昆布の製造販売、グッズ製作販売、喫茶、製麺、環
境清掃、リサイクル事業を実施し、「生活サポートセンターべてる（精神障害者地域生活援助事業）」
として町内のグループホームと共同住居を備える。浦河町内においては、社会福祉法人「浦河べ
てるの家」の運営するグループホームが３棟（計30名のメンバーが生活）、共同住居が５棟（計
25名のメンバーが生活）あり、その他の町内５か所の共同住居を会わせると、合計約80名のメン
バーが共同生活をしている（2010年10月現在）。また、販売事業における年間総売り上げは１億
円を超える。
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　「有限会社福祉　ショップべてる」としては、福祉用具貸与事業、介護用品専門店の営業、病
院の請負業務（栄養課食器洗浄部門、営繕部門）を行っている。介護保険の福祉用具貸与事業と
しては、専門の研修を受けたメンバーが福祉用具専門員として、介護ベッドのレンタルや紙オム
ツの個別配達を行っており、公共交通が不足し、高齢化の進む地域において、住民のニーズに即
した活動を展開している。
　普及啓発等の活動としては、書籍（計21冊）・ビデオ（３シリーズ計27巻）・DVD（計２本）
の出版、学術雑誌の連載（２誌）、テレビ出演、町内におけるイベント・講演啓発活動、全国各
地における講演活動（年間約40講演）、町内の教育機関における講義などの活動を積極的に行い、
年間2500人を超える見学者が浦河町に訪れている。

２）活動の特徴・組織理念
　浦河べてるの家の取り組みは、「当事者主体の自立支援活動を基盤としたもの27）」「当事者を主
体とした実践活動25−26, 28−30）」「精神障害当事者自身が立ち上げ、誰かの庇護の下ではなく、独自
に事業を運営する団体31）」「精神障害の当事者グループ32）」として、地域内外の研究者等により
報告されている。
　当団体の活動は、活動の中で生み出された数々の言葉を理念として掲げ、さまざまなプログラ
ムを活用しながら行われている。団体の活動理念のひとつ「三度の飯よりミーティング」という
言葉のもと、当事者団体の関連施設や病院等で、１カ月に100回以上、多様なミーティング（朝ミー
ティング、金曜ミーティング、各事業部におけるミーティング、カンファレンスや支援ミーティ
ング等）が行われ、自分の状態を伝え、仲間の状態を知るための重要な場となっている。団体に
おけるミーティングの多くは、誰でも参加が自由な形で行われており、見学者やその場に居合わ
せた一般町民などがミーティングの輪に加わることも日常的な光景となっている。
　また、メンバーらが地域で生活するための「自分を助けるプログラム」の一つとして、「当事
者研究」がさかんに行われている。当事者研究は、当事者自身が「苦労の主人公になる」ために、
研究・検証を行う取り組みである28）。最近では、活動に関わる専門家も「支援者としての当事者」
という視点からの研究が行われ、また、浦河町内においても、「研究するまち　うらかわ」「生涯
研究のまち　うらかわ」を目指し、町民自身の取り組み（仕事や商売等）についての研究も報告
されている。

６．考察

（１）精神保健医療福祉分野における「当事者」や「当事者活動」の語の普及
　「当事者」の語は、障害者・健常者の区別にとらわれず、社会的な役割や責任を備えた主体と
しての個人を主張するものとして、従来の民法上での使用枠組みを越えて、近年広く用いられる
ものであることが明らかになった。また、「当事者活動」の語は、セルフヘルプ活動のなかでも、
特に広く地域社会に向け「当事者性」を主張した活動のことを指し、より対外的に地域社会に根
付いたセルフヘルプを展開するものに対する呼称として使用されている。
　本研究における集計結果（図１）によると、学術的な場面においては、「当事者」の語は、
2000年以降に精神障害との関連でさかんに使用されてきており、「当事者活動」の語は、特に
2000年代中頃に学術雑誌において特集が組まれるなどして、使用されていることがわかる。本研
究の集計結果は、「当事者活動が活発になったのは1990年代以降である10）」との見解にほぼ一致
するものと考えられる。
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　当事者活動は、セルフヘルプ活動のそなえる「自助」「相互援助」という要素と、「地域に向け
た展開」という要素とを備えた活動の総称であり、その成立の歴史的背景には二つの源流（セル
フヘルプ活動発展の流れ、精神障害者地域ケアの流れ）が存在することが明らかになった。
　欧米を中心とした国際的なセルフヘルプ活動の拡がり受け、我が国においても、精神病院等に
おいて精神科入院患者や精神障害からの回復者のセルフヘルプ組織が数多く結成されている。こ
うしたセルフヘルプ活動の発展と相まって、1980年代後半以降、我が国における精神医療体制の
入院医療から地域ケアへの変革が、セルフヘルプのもつ自助や相互援助という要素に加え、「当
事者性」を主張する活動としての「当事者活動」を急速に拡大させたものと推察する。我が国の
精神障害者当事者活動の成立背景は、精神障害者の地域ケアの促進の流れに大きな影響を受けた
ものであることが示唆された。

（２）北海道浦河町における当事者活動の歴史的位置づけ
　北海道浦河町においては、1970年代後半、総合病院精神科において結成された回復者クラブ（セ
ルフヘルプ活動）を母体として、長期入院退院患者の退院を機に1980年前半に浦河べてるの家が
結成された。これは、我が国における精神障害者地域ケアの促進の流れ（1980年代後半〜1990年）
にやや先行する形で設立した組織であり、我が国における精神障害者地域ケアの流れを追い風と
して、地域や社会に向けた活動を急速に拡大してきたものと推察する。
　浦河べてるの家の活動は、数々の文献25−32）において、当事者性を重要な要素とする組織・活
動であることが指摘されており、当団体を中心とした浦河町における精神障害者による活動は、

「当事者活動」として広く認知されているものであることが示唆された。
　当団体の取り組みの特徴として、地域をフィールドとして展開していることに加え、地域住民
との相互作用、あるいは協働の中で展開されていることが挙げられる。団体の組織員のみならず、
地域における多様な関係者・町民が、障害者・健常者の区別にとらわれない一主体として、活動
の発展に大きく関わっている点に当地域の大きな特徴がある。当事者活動は、地域社会に向けた

「当事者性」を主張するもののみならず、「当事者性」という共通軸を、障害者・健常者という区
別や組織としての枠組みを超えた「一個人」に位置づけることができる点に大きな意義があると
考える。地域住民をも活動の一当事者として巻き込んだ当事者活動の展開のなかに、精神障害者
のインクルージョンに向けた地域づくり、社会づくりの方向性が期待できるものと示唆する。

７．結論

　我が国では、欧米から派生したセルフヘルプ活動の展開と、精神障害者の地域ケアへの流れを
受けて、1990年頃より、社会的な活動を展開するセルフヘルプグループが多数発生した。また、
同時期より精神障害の分野において、精神障害のある者本人を言い表す言葉として、「当事者」
の語がさかんに使用されるようになり、セルフヘルプの理念とともに「当事者性」の要素を主張
する活動に対し「当事者活動」の語が使用されるようになった。当事者活動の実態としては、活
動に含まれる団体数や参加者数の詳細な把握は困難であるものの、数多く存在し、多様な形態に
より、活動を展開しているものと推測された。
　北海道浦河町においては、我が国の精神障害者地域ケアの流れにやや先行する形で、地域を
フィールドとして「浦河べてるの家」の組織が結成され、地域ケア促進の流れを追い風として活
動を急速に拡大し、現在では、精神障害者の当事者活動の展開される一地域として広く認知され
ている。



─　　─24

　当事者活動は多様な展開の可能性をもつことから、今後、活動の横断化や全国組織化、他機関
連携、より地域社会に開かれた活動の推進などが期待されている。当事者活動は、「当事者性」
という共通軸のもと活動を展開できる点に、精神障害者のインクルージョンに向けた地域づくり、
社会づくりの一助ともなりうることが示唆された。
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論　文

高齢者被服における色彩の役割

─地域高齢者のコミュニケーション促進につながる色づかい─

外﨑　由香（国際カラーデザイン協会北海道支部長）



─　　─28

１．はじめに　目的と背景

　近年、我が国の急激な高齢化社会に対応するために、様々な方向から研究や取り組みがなされ
ているのは周知の通りである。平成27（2015）年には、「ベビーブーム世代」が前期高齢者（65
〜74歳）に到達し、その10年後の平成37（2025）年には高齢者人口が約3,500万人に達すると推
計されている注1）。健康で第二の人生を楽しむ高齢者も少なくないが、一方、孤立死（孤独死）
など地域社会から孤立するケースが増加傾向にある注2）。一旦、地域社会から孤立すると、居場
所や自己概念までも失う傾向がある高齢者に対して、地域との「つながり」を回復するための居
場所づくり（カフェやサロンなど）が全国で拡がりつつある注3）。
　だが、こうした居場所が増加しても、お互いのコミュニケーションが円滑に進まないと再び孤
立することもありうるため、コミュニケーション作りは重要である。コミュニケーションには言
語コミュニケーションと非言語コミュニケーションがあり、本論文対象の被服は非言語コミュニ
ケーションに含まれる。私たちは人と会う時は必ず被服を身にまとい、被服から派生した印象で
相手を判断することがあり、また人は自分のなりたい印象の被服をまとうことで自己を形成して
いる注4）。コミュニケーションを円滑にし、自己概念を形成する手軽な取り組みがあればさらに
居場所は居心地の良いものになるものと推測する。
　そこで、本論文では被服の中でも手軽に取り入れられる色彩に焦点を当て、被服の色彩が高齢
者に及ぼす影響について研究を行う。昨今ではユニバーサルデザインの観点から被服に関する包
括的な研究も行われているが、色彩と高齢者の関係性を論じた研究は少なく、研究対象が要介護
高齢者のものが多い。今後の高齢化社会に合った地域福祉を考慮した研究が重要であると考える。
高齢者が地域で活き活きとした生活を営む上で必要な被服嗜好色についてアンケート調査を実施
し、考察することを目的とする。

２．研究方法

　本研究では先行研究の検討を背景に、アンケート調査を行い考察する。アンケート調査の基盤
となる先行研究は、真鍋靖子、西之園君子の『リハビリ患者のデザインと色彩について』注5）や
北村トモエ、中村玲子の『高齢夫人の衣生活：服装嗜好色』注6）である。両研究によると要介護
高齢者女性は目立たない地味な色を好む傾向があり、健常高齢者女性は明るい暖色系を好む傾向
があると論じている。さらに南涼子の『介護に役立つ色彩学』注7）でも、高齢者をイメージする
のは灰色や茶色などの地味な色彩であると記されており、同様の結果が窺える。
　高齢者は地味な色彩がイメージとされているが、このようなイメージは色彩の制限を招いてい
ることも考えられる。そこで、高齢者をイメージする色彩は年代によって変化が生じるのか、高
齢者の嗜好色と着用色は異なるのか、次のようなアンケートを行うことで実態を調査・検討する。
なお、アンケート調査結果は第５章で後述する。

１）調査項目
　アンケートには性別と年代、質問は次に示す３項目と自由回答欄１項目とした。
　質問１「高齢者をイメージする色彩は何色ですか？（複数回答可）」
　質問２「好きな色彩は何色ですか？（複数回答可）」
　質問３「ファッションでよく着る色彩は何色ですか？（複数回答可）」
　自由回答欄「その他、ご自由にご記入ください」



─　　─29

２）調査対象
　筆者が講演会講師として招かれた２つの講演会で、主催者及び講演会参加者の協力を得てアン
ケート調査を行った。講演会参加者は、①洞爺湖町老人クラブ連合会会員の60〜80代31名（表１）
と、②上川管内同職員の30〜60代34名（表２）である。

①社会福祉法人洞爺湖町社会福祉協議会主催
　洞爺湖町老人クラブ連合会会員31名（男性１名、女性30名）年齢60〜80代（表１）
②北海道上川合同庁舎上川総合振興局主催
　上川管内の道職員34名（男性15名、女性19名）年齢30〜60代（表２）

表１．講演会参加者　①洞爺湖町老人クラブ連合会会員

30代 40代 50代 60代 70代 80代 合計 総合計

男性（人） 0 0 0 0 1 0 1
31

女性（人） 0 0 0 4 20 6 30

表２．講演会参加者　②上川管内の道職員

30代 40代 50代 60代 70代 80代 合計 総合計

男性（人） 3 5 5 2 0 0 15
34

女性（人） 1 9 9 0 0 0 19

３）調査方法
　①洞爺湖町老人クラブ連合会会員、②上川管内の道職員共にアンケート用紙を講演会開始前に
配布、自己記入方式で、講演会終了時に回収した。

４）調査期間
　①洞爺湖町老人クラブ連合会会員：平成24（2012）年11月29日（木）
　②上川管内の道職員：平成24（2012）年11月28日（水）

３．被服色彩の研究

　高齢者と色彩に関する研究は先述したように少ないので、本研究と関係性の高い３つの先行研
究を以下に示す。
　富田玲子の『ユニバーサルファッション研究の動向』注8）では、「ユニバーサル」、「ファッショ
ン」、「高齢化」をキーワードに、ユニバーサルデザインという言葉が日本で頻繁に使われるよう
になった平成11（1999）年〜平成21（2009）年まで10年間の発表された学会誌、大会発表要旨集、
研究紀要から抽出された論文を整理し動向を検討している。平成21（2009）年１月９日時点で35
誌59本の研究が抽出され、富田はこれらを５つのグループに分類している。第１はユニバーサル
ファッションの現状と課題、第２は高齢者衣生活意識および服装に対する関心、第３は高齢者の
ためのファッションショーが高齢者に与える影響、第４はユニバーサルデザインの提案および商
品開発、第５はユニバーサルファッション教育のあり方に関する研究である。このようなグルー
プ分類を見ても、色彩に特化した研究が無いことが窺える。
　真鍋靖子らの『色彩感のある衣服着用による中高齢女性患者の行動、心理への影響』注9）では、
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被服色彩と心理関係を論じており、「心理的賦活効果の期待できる衣服（暖色系、中間色系、寒
色系の中明度中彩度色）を脳卒中女性患者に日常着として毎日自由に着用させたところ、休養や
ぼんやり、臥位時間が減少し、逆に遊びやリハビリテーション参加、自主訓練時間の増加が認め
られた。」とある。高齢者対象の研究ではないが、被服の色彩が与える影響や効果について論じ
ている。通常、入院中の被服は毎日同じものを着用するが、この実験でわかるように、入院前と
同様に被服を自由に選ぶこと、色彩の自由度を持たせることは心理的に影響を与えることが確認
できたといえる。
　また、赤根由利子の『高齢者衣服の現状と課題』注10）ではディサービス利用者と介護施設入居
者を対象にアンケート調査を実施しており、好みの衣服については着脱の利便性が上位に位置す
るが、次に「色が好き」、「デザインが好き」、「似合っている」など外見の要因が占める結果を報
告している。赤根は「好みの衣服はあるが、周囲への思惑や介護してもらっている家族の都合で
我慢をしている。」と嗜好と着用の差異があることを示し、さらに「高齢者はどう見られるか、
敏感である。反面、着たい服がない現実から諦めの境地にあるため、既製服のパターン設計、安
価で提供できる高齢者衣服の研究と流通が望まれる。」と論じており、現状では高齢者が望む衣
服が提供されていないことを指摘している。

４．高齢者ファッションにおける取り組み

（１）ファッションセラピー
　我が国で一般的にセラピー（療法）としてよく目にするのは、アロマセラピーやアニマルセラ
ピー、アートセラピーなど、何らかの題材を通して医学的ではない治療を施すことに用いられる
ことが多い。ファッションセラピーは、昭和34（1959）年アメリカサンフランシスコ精神衛生協
会とファッショングループが共同して、ナパ州立病院で女性の精神障害患者を対象に実施した治
療法である。ファッションセラピーの対象者を精神障害患者ではなく、要介護高齢者に応用し、
被服（装い）の効果が高齢者の健康維持・増進に役立つ被服学の新たな試みとして京都女子大学
家政学部生活造形学科が取り組み、平成22（2010）年度から日本で初めての「ファッションセラ
ピー論」の授業を開講している注11）。同大学教授泉加代子研究室では平成14（2002）年から、京
都府内の高齢者福祉施設内で要介護高齢者に似合う衣服を選んだり、服装について意見を交換す
るセラピーを行っている。おしゃれ意識を取り戻すことにより生活や精神状態に改善効果が認め
られ、表情が明るく生き生きと変化すると述べている。

（２）シルバーファッションショー
　高齢者自らがモデルとなり、シルバー（シニア）ファッションショーを行う取り組みは全国各
地で見られる。老人施設や各自治体が、大学が主催するものがあり幅広く取り入れられている。
いくつか例を上げると、北海道幕別町忠類地区の高齢者団体などが実行委員会を組織し、箪笥に
眠っている着物を洋服にリメイクした「忠類シニアファッションショー」を開催した注12）。北海
道外では、神戸市兵庫区主催の「モダンシニアファッションショー」は平成24（2012）年開催時
にはすでに８回目になるほどの恒例行事になっている注13）。また、神奈川県秦野市の老人保健施
設みかん主催の施設のお祭りで行われたシルバーファッションショーでは、高齢者ファッション
デザイナーの伊藤綾子氏注14）が手掛けたファッションをまとう様子も見られた注15）。なお、先述
した京都女子大学泉研究室でもゼミで高齢者施設と提携しシルバーファッションショーを行って
いる。
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　このように、シルバーファッションショーが全国各地で開催されている点はニーズがあること
が窺える。高齢者の生活は一般的に単調であり、ファッションショーなど、高齢者を対象にした
イベントは単調になりがちな日常“ケ”に非日常“ハレ”を作ることができる。ファッションショー
の場合はモデルと観察者の関係性が生まれ、モデルはステージに立ち観察されることが更に刺激
になると考える。
　シルバーファッションショーの研究では、片本恵利らの『シルバーファッションショー　出演
者の被服に関する意識』注16）があるが、ここでの考察では「高齢者モデル本人も周囲も“素敵”、
“似合ってる”と思える場づくりが重要」だと述べている。色彩に関しては、「高齢者観客者にとっ
て明るい色の方が好印象であったのに対して、50歳以下の観客者は“派手すぎる”、“高齢者には
勇気がいる”などの拒否反応が見られた。」と述べ、高齢者とそれ以外では色彩に対して差異が
あることがわかった。高齢者自身は明るい色彩を求めても、周囲がそれを認めない風潮があるこ
とが問題点としてあげられる。

（３）パーソナルカラー診断
　高齢者に特化した取り組みではないが、パーソナルカラー診断（似合う色診断）注17）を高齢者
施設で行う傾向は高まっており、筆者も2007年から講演会や高齢者施設で開催する中で需要と重
要性を感じている。パーソナルカラーは色彩学を実践的に活用する手段であり、アメリカ大統領
選挙でケネディがカラー戦略として取り入れたことで注目を浴び、1980年代に日本でもファッ
ションの新分野として導入された注18）。
　本研究アンケート調査対象の①洞爺湖町老人クラブ連合会会員への講演会でも「色でイキイ
キ！お洒落を楽しむカラーセミナー」と題してパーソナルカラー診断を講演会内で行ったところ、
アンケートの自由記入欄に「高齢になると明るい色を身につける様に努力が必要だとつくづく考
えさせられます、現在74才です」、「明るい気持ちになり明日から色選びを楽しむ」というコメン
トが書かれていた（図１）。２時間の講演会であったが、色彩の効果や影響を窺うことができた。

５．アンケート調査結果

（１）高齢者をイメージする色彩
　アンケート調査の結果は次の通りである。質問１「「高齢者をイメージする色彩は何色ですか？

（複数回答可）」についての回答は、図２のように①洞爺湖町老人クラブ連合会会員は１位が灰色、
２位が茶色、図３のように②上川管内の道職員は１位が茶色、２位が灰色という結果になった。
共に灰色と茶色に集中しており、先行研究と同様の結果となった。このことから年代によって差
異はなく、一般的なイメージが定着していることがわかった。なお、本研究ではカラーカードな
どの色見本から選択させるものではなく、自己記入方式で行ったが、灰色や茶糸の色名が記入さ

図１．アンケート調査の自由記入欄に書かれたコメント
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れており、他にも臙脂や黄土色などの暗めの色名、ベージュや濁った色などくすんだ色や落ち着
いた色名が多く見られた。

（２）嗜好色
　次に嗜好色について質問を行った。アンケート調査対象者の中から同程度の人数になるように
性別、年代を抜粋し、①洞爺湖町老人クラブ連合会会員から70代の女性20名と、②上川管内の道
職員の中から40〜50代の女性18名の比較検討を行った。

図２．質問１のアンケート結果　①洞爺湖町老人クラブ連合会会員全体

図３．質問１のアンケート結果　②上川管内の道職員全体

図５．質問２のアンケート結果　②上川管内の道職員40〜50代女性

図４．質問２のアンケート結果　①洞爺湖町老人クラブ連合会会員70代女性
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　質問２「好きな色彩は何色ですか？（複数回答可）」で、嗜好色を質問したところ、図４のよ
うに①洞爺湖町老人クラブ連合会会員は１位がピンク、２位が赤であり、図５のように②上川管
内の道職員は１位がピンク、２位が紫という結果になった。一般的に女性に好まれるピンクや赤、
紫が嗜好色として選ばれていることも確認できた。全体の色相を比べると、図５の②上川管内の
道職員より、図４の①洞爺湖町老人クラブ連合会会員のほうが幅広い色相を好んでいることも窺
えた。

（３）実際の着用色
　最後に実際にファッションで身に着ける色彩について質問を行った。（２）嗜好色の質問と同
様の①洞爺湖町老人クラブ連合会会員から70代の女性20名と、②上川管内の道職員の中から40
〜50代の女性18名、の比較検討を行った。
　質問３「ファッションでよく着る色彩は何色ですか？（複数回答可）」の項目で着用色を質問
したところ、図６のように①洞爺湖町老人クラブ連合会会員は１、２位が紫と黒、３位が赤であり、
４位以下も有彩色が幅広く回答されている傾向があるのに対して、図７のように②上川管内の道
職員は１位が黒、２位が灰色、３位が白という無彩色に偏る結果になった。さらに①洞爺湖町老
人クラブ連合会会員70代女性は嗜好色同様に幅広い色相を回答しているが、②上川管内の道職員
40〜50代女性は茶色、臙脂色、ベージュなど濁った色の回答があり、図５の嗜好色と異なる色
彩を着用していることも窺える。これらのことは40〜50代では無彩色や濁った色を着用するが、
年齢を重ねるほどに着用色がカラフルに変化していくことを示している。

図６．質問３のアンケート結果　①洞爺湖町老人クラブ連合会会員70代女性

図７．質問３のアンケート結果　②上川管内の道職員40〜50代女性
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６．考察

（１）高齢者の色彩イメージと着用色の差異
　今回のアンケート調査から、高齢者をイメージする色彩は灰色や茶色など濁った地味な色であ
ることが、年代に関係なく同じであることがわかった。だが、実際に高齢者が着用する被服の色
彩は嗜好色と同様に幅広い色彩であることがわかり、高齢者の色彩イメージと着用色に差異があ
ることが確認できた。50歳以下の中年から若者にとってはこのような差異が認知されておらず、
高齢者との感覚に差異がある。先述したシルバーファッションショーでも50歳以下の観察者は「高
齢者には派手すぎる」という指摘があったことと同様であり、高齢者自身は明るい色彩を求めて
も、周囲がそれを認めない風潮があることが問題点である。
　つまり、高齢者の色彩イメージをそのまま高齢者の被服に当てはめているのは、高齢者以外の
中年以下であることがわかった。本研究は地域高齢者を対象に行ったが、仮に介護高齢者へ中高
年以下が被服を提供する場合、このような色彩の差異が生まれていることが容易に想像できるこ
とから、今後の介護支援でも被服色彩に着目する必要があるだろう。

（２）高齢者に対する色彩アプローチ
　年齢を重ねるごとに着用色がカラフルになっていくことから、高齢者被服の色彩は高齢者イ
メージに制限するものではなく、自由度を持たせることも重要であることがわかった。地域社会
から孤立した高齢者が居場所となるカフェやサロンでコミュニケーションを円滑に行うために
は、他者（観察者）から“似合っている”、“美しく見える”という肯定的な反応を受けることが
必要だと考える。先行研究からも色彩の自由度を持たせることは心理的に影響を与えることが確
認されており、また人は肯定的な言葉をかけられることによって自尊感情が強化されると言われ
ている注19）。ただし、このような声掛けは一時的ではなく継続的に行われることが望ましい。似
合う色彩や美しく見える色彩を取り入れることで、高齢者が活き活きとコミュニケーションをと
ることに貢献すると考える。

７．まとめと今後の課題

　以上の考察から、地域高齢者の被服色彩には、高齢者本人だけでなく、周囲の高齢者色彩イメー
ジや声掛けなどの継続が望まれる。高齢化社会に対応した被服色彩を提案するには、福祉業界だ
けでなく、アパレル業界への啓蒙活動も必要であると考える。また色彩学やパーソナルカラーリ
スト教育も同時に進めていく必要性もあるだろう。高齢者と色彩の関係性について今後は更なる
研究を続けていく。
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１．本稿の問題背景と目的

　わが国は、2005年に年平均人口増加率がマイナス注１）を示し、人口減少社会を迎えた。今後も
総人口の減少は続き、2050年には2010年に比較して約25％減の約8400万人となることが推計注２）

されている。人口減少には、「自然動態」と「社会動態」の変化が関わるが、過疎地域では出生
率低下よりも、転出者の増加が人口減少に直結する（小池　2006）。特に、過疎高齢化の進む旧
産炭地域は、全国的な動向より早く1960年前後に人口のピークを迎えており、その後、急激な人
口減少を経験している（堤　2011）。
　日本は「人口増加＋経済成長＝地域発展」という「人口増加型パラダイム」を前提とした社会
システムを形成してきたため、人口減少への対応は全く手探り（徳野　2010）の状態である。加
えて、高齢化の進展は要介護高齢者の増加とも不可分であるため、自治体における高齢者保健福
祉施策の見直しや見守りや安否確認など地域における高齢者を孤立させない取り組みも求められ
る。
　本稿は、人口減少地域での高齢者の生活問題を世帯類型別にとらえて、自治体の政策課題を明
らかにすることを目的としている。
　まず、本稿の対象地域であるＸ市の人口と世帯の変動を統計データから把握し、これまでの現
地調査のデータから、高齢者のみの世帯に限定して福祉課題を整理する。その際、福祉課題は高
齢者の心身の健康度（自立度）とソーシャルサポートによってどのような違いがあるのかを検討
するため、自立度の高低とソーシャルサポートの有無を座標軸にとり、類型を設定して分析を試
みる。

２．対象地域の人口学的特徴

　本稿の対象地域であるＸ市は、人口減少が著しく「日本一人口が少ない市」（2013年１月末現
在4,163人）といわれている旧産炭地である。Ｘ市は、1857年に石炭が発見され、1890年に採炭
が始まった。市政が引かれたのは1958年であるが、最多総人口は1948年７月に46,171人となった。

図１　Ｘ市の総人口の推移（単位：人）（出所：国勢調査各年結果より）
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一旦、総人口は減少したものの、1960年に再び盛り返した。その後、日本のエネルギー政策の転
換および炭鉱の閉山にともない、1960年から1970年、1970年から1980年にかけ、大きく人口が減
少した。それ以降も総人口は減少を続けている（図１）。なお、市内は７地区から構成されている。
　図２は、国立社会保障・人口問題研究所が2010年12月に発表した「日本の市区町村別将来推計
人口」の結果を示している。2005年時点の国勢調査結果をもちいて、総人口を100とした場合の
2035年までの総人口指数をみると、総人口は年々減少し、2030年には2005年時点の約半数となる
ことが予測されている。人口減少の大きな要因は、例年200人超が転出注３）していることである。
図３は、Ｘ市における2006年度から2010年度の転入・転出者数を示している。毎年の転入者数以
上に転出者数が多いため、社会減となっている。
　15歳未満の年少人口は年を経るにつれてわずかに減少するが、65歳以上の老年人口は確実に増
加し、今から15年以内には総人口の半数を高齢者が占める地域となる。とくに介護ニーズが高ま
る75歳以上の後期高齢者人口の増加が著しい。2000年から2011年までの前期・後期高齢者別の要
支援・要介護認定者数をみると、圧倒的に後期高齢者の認定者数が多く、後期高齢期には介護・
医療サービスを要する状態になりやすい注４）といえる。
　高齢人口が著しく増加するなか、現時点でのＸ市に特徴的であるのは高齢夫婦のみ世帯数と比
較して、高齢単身世帯数が多いことである。2000年以降の国勢調査のデータをみると、Ｘ市の高
齢単身世帯数は、426世帯（2000年）、447世帯（2005年）、418世帯（2010年）となっており、高
齢夫婦のみ世帯（338世帯、324世帯、312世帯）を上回っている。全国的には高齢単身世帯数よ
りも高齢夫婦のみ世帯数が多い注５）が、2030年の高齢単身世帯数は717万世帯と高齢夫婦のみ世
帯数（568万世帯）より大幅に増加することが見込まれている注６）。
　このように、Ｘ市は断続的に人口減少と高齢化が進行している縮小社会であり、わが国がこれ
から直面する単身高齢社会の問題を有している。

図２　Ｘ市の総人口指数・年少人口割合（％）・老年人口割合（％）および75歳以上人口割合（％）
（出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」結果2008年12月推計より）
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　高齢者が単身となるケースには、配偶者との死別、離別、あるいは生涯未婚であることが想定
されるが、現在の高齢者の約５割が有配偶、約４割が死別である注７）。配偶者と死別後、単身となっ
てその地で生活を続ける人もいるが、子どもと近居・同居する、あるいは、施設入所する人も想
定される。また、今日の特徴として、「住宅事情」「健康上の理由」から高齢者の移動が顕著となっ
てきている注８）。Ｘ市の場合も「心身機能の低下」「環境変化」「その他（除雪の負担）」が契機と
なっている注９）。高齢者はＸ市で住み続けていく上で具体的にどのような困難を抱えており、住
み続けることを断念して転出することになるのだろうか。高齢者のみでもできる限り住み慣れた
地域に住み続けることを可能とするには、高齢夫婦および高齢単身者が有する生活全般の不安や
困り事をいかに解消していくかが問われている。
　そこで次章では、2008年から現在（2012年）にかけて、Ｘ市の協力を受けて実施している北星
学園大学内の共同研究（一般・要介護高齢者の個別インタビュー調査、町内会役員・民生委員お
よび自治体関係者（市議会議員・自治体職員）とのグループインタビュー等）の結果の中から、
①要介護認定を受けていない（自立している）高齢単身世帯30世帯、高齢夫婦のみ世帯27世帯の
アンケート調査結果（2008年）、②要介護認定を受けている高齢単身世帯８世帯、高齢夫婦のみ
８世帯のアンケート調査結果（2009年）、さらに、③2008年および2011年に実施したおよび筆者
のライフストーリーインタビュー調査注10）の結果をもちいて、Ｘ市の高齢者の福祉課題を分析す
る。なお調査結果に関わる倫理的配慮として、本稿の事例は、対象者を特定できないよう、匿名
化している。また、調査の概要と個人情報の保護・事例の取り扱いについて、対象者の選定を依
頼したＸ市居宅介護支援事業所のケアマネジャーに対し、文書にて説明した。併せて、調査対象
者にも口頭・文書にて説明し、改めて調査協力に関する意思を問うた上で承諾書を取り交わした。

３．高齢者のみの世帯にみる福祉課題の類型化

　本章では、先の高齢者を対象とした各種アンケート調査（杉岡ら　2010）から、特に、①高齢
者の生活負担となっている４つの福祉課題について、その現状と自治体内における取り組み状況
を把握するとともに、②高齢者のみの世帯の心身の自立度と「他者との間で取り交わされるもろ

図３　Ｘ市における転入・転出者の動向（単位：人）
（出所：Ｘ市戸籍年金グループによる集計結果より）
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もろの支援・援助」を指すソーシャルサポートに着目して分類した類型に基づいて、彼らが抱え
ている福祉課題を整理する。

（１）高齢者の福祉課題①項目別
　これまでの調査のなかで、高齢者の生活上の負担として最も多くあげられる問題は、「除雪」「買
い物」「掃除」「調理」である。
　「除雪」については、先述したように、自宅の除雪ができなくなることが転出を決める一つの
要因となっていることが明らかになった。自治体には「除雪ヘルパー制度」があるが、担い手不
足、除雪範囲などの課題が指摘されている。市内の町内会の中には町内会長が自ら機械を使って
除雪作業をしている地域やそのような町内会でなくても近隣住民などが支え合いの一環としてボ
ランティアで除雪をしてくれることもある。しかしながら、必ずしもすべての地域で自発的な除
雪の取り組みがなされているものではない。除雪業者に依頼している家庭も少なくないが、金銭
的な負担を強いられるものでもあるため、高齢者の最たる課題となっている。
　次いで、「買い物」「掃除」「調理」に関しては、自分でおこなう、あるいは、他者の支援（家
族、外部サービス）を借りることによって、負担の緩和・軽減を図っている。まず、「買い物」は、
Ｘ市内にはスーパーがないため、自動車を運転して市外のスーパーへ出掛けるのは高齢夫婦のみ
世帯に多い。高齢単身世帯では、別居子が代わりに品物を購入あるいは買い物に同行しているほ
か、市内のコンビニエンスストアや個人商店が宅配サービスを実施していることや2011年春から
生協の訪問販売車が運行を始めたことも高齢者の買い物支援に貢献している。市内に買い物がで
きる場は限られているが、このような隙間を埋めるサービスが展開されており、高齢者の様子を
把握している町内会役員や民生委員からは、買い物弱者問題は少ないのではないかという声が聞
かれている。「掃除」や「調理」など家庭内の家事行為は、自分でできるうちは自分でしているが、
加齢や疾病を持つことによって体が思うように動かなくなったときには家族に手伝いを依頼した
り、介護保険の訪問介護サービスを導入している。「調理」の外部サービスとしては、主に市社
会福祉協議会による宅配弁当（平日の夕食を提供）があり、調理が大変な高齢者の食事支援を担っ
ている。

（２）高齢者の福祉課題②類型別
　高齢者のいる世帯は、単身世帯、夫婦のみ世帯、三世代世帯、親と未婚の子のみの世帯（夫婦
と未婚の子のみの世帯、ひとり親と未婚の子のみの世帯）、その他の世帯に分けられる注11）。ここ
では特に、単身世帯、夫婦のみ世帯という高齢者のみで構成される世帯形態に着目して、共同研
究等から得られた知見をもとに、彼らが抱えている福祉課題を記述的に整理する。
　本稿では、福祉課題分析の試みとして、高齢者の体調変化と他者とのつながりの有無が住み続
ける上での重要な要素になるとの仮説を立て、高齢者の健康度とソーシャルサポートを分析指標
として取り上げる。図４のように、健康度の高低（縦軸）とソーシャルサポートの有無（横軸）
を指標軸とすると、四つに分類される。以下、この分類に基づいて、高齢単身世帯および高齢夫
婦世帯の福祉課題を分析する。

１）類型Ａについて
　類型Ａは、健康度が高く、ソーシャルサポートを十分に得ているケースが該当する。
　介護を受けていない高齢単身世帯・高齢夫婦のみ世帯でも、何らかの病気を持っている人は少
なくない。しかし、必ずしも定期的な治療を受けているとは言い難い。高齢単身世帯では、特に、
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加齢にともなって発症しやすい関節痛（56.7％）や高血圧（50％）などは症状があっても、受診
していない（高血圧33.3％、関節痛23.3％）ケースも少なくないようである。通院先は、Ｓ市（53.3％）
あるいはＸ市内（40％）である。Ｘ市内には、市立病院と勤医協病院の２つの医療機関があるが
診療科が少なく、人工透析など専門的・高度な治療が必要になると、他市へ通院せざるを得ない。
病気を抱えているうえでの困り事として、通院の交通機関が不便（33.3％）、病院が遠い（23.3％）
が多い。
　近所づきあいの程度をみると、単身高齢世帯は、挨拶程度（83.3％）、おすそわけをしあう（80％）
という関係性が強く、相談相手も地域の中に多く存在する（近隣住民33.3％、民生委員26.7％、
町内会役員20％）。要介護認定を受けていても、介護度は比較的軽度（要支援２・要介護１で
87.5％）である場合、挨拶程度（50％）のほか、緊急時の連絡や援助（37.5％）を依頼する関係
も見られるなど、サポートを介した近隣関係が存在している。
　高齢夫婦のみ世帯において高齢単身世帯に比べて特徴的であるのは、高血圧（59.3％）や関節
痛（40.7％）、糖尿病・心臓病（18.5％）など、疾病に対する治療をしている割合が関節痛（11.1％）
を除いて、比較的高い傾向にあることである（高血圧48.1％、糖尿病・心臓病18.5％）。通院先は、
Ｘ市内（51.9％）あるいはＳおよびＴ市（25.9％）と自家用車があれば、通院可能な医療機関が
選ばれている。病気を抱えているうえでの困り事として、病院が遠い（25.9％）ほかに、保険料
負担・通院の交通機関が不便・薬代がかかる（14.8％）といった定期的に通院しているからこそ
のニーズも浮き彫りとなっている。
　高齢夫婦のみ世帯における近隣関係は、おすそわけをしあう（85.2％）、挨拶程度（74.1％）と
いったゆるやかなつながりが見られる。

２）類型Ｂについて
　類型Ｂは、健康度は高いが、ソーシャルサポートが少ないケースが該当する。この類型に該当
する高齢者においては、心身機能は自立しているが、孤立傾向にある人たちが含まれていること
が危惧される。

図４　高齢者の健康度とソーシャルサポートの有無にみる四類型
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　高齢単身者が日頃、交流がある人は、子ども（60％）、近隣住民（53.3％）、友人（46.3％）であり、
より親しい関係を示す相談をする相手は、圧倒的に子ども（73.3％）が多く、次いで、友人知人

（40％）、近隣住民（33.3％）であった。親族同様、近隣住民や友人といった非親族も社会関係の
中心を占めている。親族のみならず、非親族との関係を有していることが日々の生活において支
えとなっているといえるが、相談といった個別具体的な話題になると、別居している子どもとの
関わりが７割以上を占め、近隣住民や友人はその割合を低めている。高齢者と子どもは情緒的・
手段的、あるいは経済的援助を授受している関係にあるが、離れて暮らす子どもをどこまで頼り
にできるのか、さらに、中には人との交流を積極的に求めない人もいることから、地域の中で孤
立せず生活を続けることができるかが問題である。
　一方、高齢夫婦のみ世帯における近隣関係は、高齢単身世帯に比べると、相談相手としての近
隣住民（18.5％）や民生委員（7.4％）との交流は少ない。普段の交流相手として、近隣住民（55.6％）、
友人（51.9％）はあらわれるものの、生活上の相談事などは配偶者（74.1％）が選ばれている。
非親族との交流が少ない理由として、夫婦のみ世帯であれば配偶者がいるため、多くは家庭の中
で解決されることが多いことが考えられる。この夫婦のみ世帯で夫あるいは妻がいずれかと死別
して一人暮らしになるとき、配偶者という大きな支援者を失い孤立することなく、地域の中で支
えていくことができる体制が必要である。

３）類型Ｃについて
　類型Ｃは、健康度は低く、ソーシャルサポートが少ないケースが相当する。四類型の中で最も
ニーズが高まることから、直接的な支援が求められる。
　介護を要する状態になっても自立した高齢単身世帯と同じように、高血圧（25％）や関節痛

（25％）、要介護状態のきっかけともなっている脳梗塞（25％）などの疾病を持っている。通院先
は、S市（75％）およびＸ市内（50％）である。家族の運転する車（37.5％）やタクシー・市バ
ス（25％）を通院の手段として利用しているため、交通費負担もかかっている。健康保持の上で
の困り事は、病院が遠い・通院の交通機関が不便（37.5％）である。利用サービスは、福祉用具

（75％）、訪問介護・通所介護（50％）が多い。
　要介護状態となると、他者との付き合いが全くない（37.5％）というケースも少なくない。し
かしながら、最初から交流がなかったということではなく、親しくしていた近隣住民が転出・死
亡してしまったり、あるいは、自身が病気になることで、関係を喪失せざるを得なくなっている。
筆者がおこなったインタビュー調査では、とくに、いったん近隣関係を喪失すると、新たな関係
は生みだされにくいことが示唆された。関係喪失後の経過については、他の近隣住民とより親密
になるケースと新たな関係が形成されないケースが見られた。自分自身の転出や相手方の転出・
死亡を契機として、非親族関係が断たれてしまうことも少なくないことがうかがえる。その代わ
りとして登場してくるのが半永久的な関係性を約束された親族である。彼らはそれまで以上に高
齢単身者のサポート機能を果たすようになる。近隣住民や友人との関係がなくても、別居してい
る子どもを中心とした親族関係が存在するため、新たな非親族関係が形成されなくても特段困る
ことはなく、日々を過ごすことができているようである。つまり、非親族関係の代替を親族が担
うことになり、別居する家族による支援と介護保険サービス利用というフォーマルサービスが中
心となっている。加えて、話や相談をする相手がいない（12.5％）という社会的孤立傾向も見受
けられ、民生委員や町内会役員による見守りや安否確認など、非親族によるインフォーマルサポー
トの必要性は指摘するまでもない。
　高齢夫婦のみ世帯の場合は、社会関係の中心となる配偶者が存在するため、限定的ではあるが、
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ソーシャルサポートはあるとみなす。

４）類型Ｄについて
　類型Ｄは、健康度は低いが、ソーシャルサポートを十分に得ているケースが相当する。
　要介護状態でも単身であれば、近隣とは挨拶程度（50％）のほか、緊急時の連絡や援助（37.5％）
を依頼する関係性も見られる。具体的には、緊急時の対応、見守りや安否確認、除雪など、近隣
住民は高齢単身者の日々の生活支援に重要な機能を果たしている。緊急時の対応を依頼するなど
関係の親密さもうかがえる。
　要介護状態にある高齢夫婦のみ世帯の場合は、脳梗塞（37.5％）に次いで、心臓病・白内障や
緑内障など（25％）が多い傾向にある。通院先は、Ｓ市（50％）、Ｘ市内（37.5％）、Ｔ市（25％）
である。市バスを利用しての通院はなく、家族の運転する車（62.5％）やタクシー（25％）で通
院している。健康保険料の負担（37.5％）、通院の交通機関が不便（25％）であることが課題となっ
ている。要介護３（33.3％）、以下、要介護２・４・５がそれぞれ16.7％で、重度者も見受けられる。
主介護者は圧倒的に夫が多い。利用サービスは、訪問看護（83.3％）、通所介護（66.7％）、福祉
用具（33.3％）の順である。高齢単身世帯との違いは、短期入所（ショートステイ）の利用があ
ることである。
　話し相手・相談相手は、自立状態にある夫婦のみ世帯と変わらず、配偶者が最たる相手となっ
ている。近隣関係をみると、挨拶程度・おすそわけをしあう（62.5％）ことに加え、単身世帯で
は見られなかった用事をお互いに頼みあう（37.5％）というソーシャルサポートの相互支援関係
が特徴的である。健康度は低くても、必要時には非親族に支援を依頼する関係があることが介護
生活にあっても重要である。

　以上、健康度とソーシャルサポートの程度から、高齢者のみの世帯の福祉課題を検討してきた。
これら二つの指標と四類型の特徴を整理すると、表１のようになる。類型Ａ・類型Ｂは、何らか
の病気は持っていても地域活動へ参加するなどの健康度が高いだけでなく、要介護度が比較的軽
度である人たちも含まれる。この二つの違いは、他者との関係のとりもち方（ソーシャルサポー
ト）にあらわれる。具体的には、別居している子どもと接触頻度に違いはあれどもつながりがあ
ることは共通しているが、非親族との関係があるか、他者との交流が全くない社会的孤立傾向に
あるかである。また、関係の希薄さ（関係のなさ）と相まって、健康度の低い類型Ｃは、生活リ
スクが高くなりやすく、アプローチが急がれる。類型Ｄは、健康度は低いものの、意識的に他者
との交流を持っていることから、必要時にも支援を求めやすいといえる。

表１　四類型にみる健康度とソーシャルサポートの特徴
類型Ａ 類型Ｂ 類型Ｃ 類型Ｄ

健康度

（＋）
健康度高い

or
要介護度低い

（＋）
健康度高い

or
要介護度低い

（−）
健康度低い

＋
要介護度中・高

（−）
健康度低い

＋
要介護度中・高

ソーシャルサポート

（＋）
親族関係

＋
非親族関係有り

（−）
親族関係のみ

or
交流なし

（−）
親族関係のみ

or
交流なし

（＋）
親族関係

＋
非親族関係有り



─　　─45

（３）世帯類型別の特徴と課題
１）高齢単身世帯
　同居者が不在であることから、要介護状態であるかないかにかかわらず、体調の急変など緊急
対応が求められる際、すぐ駆けつけることができる非親族が近隣にいることが特徴的である。介
護を要する状態になっても、介護度が比較的軽度であれば負担の大きくない家事はおこなうこと
ができ、できない部分の支援を介護保険サービスに求めている。また、自身が要介護になった
後、玄関やトイレ、浴室等に手すりを設置するなど、介護保険の住宅改修を利用したり、簡単な
リフォームをしている傾向が見受けられた。これは、高齢夫婦のみ世帯が介護を必要とする状態
を見越してシルバーハウジングへ入居することとは異なる動向である。
　だが、問題点としては、①必要な医療サービスを受けにくくなっていること、②近隣住民と付
き合いがない人がいることが挙げられる。①高齢になると、何らかの疾病を持っていることも珍
しくはなく、中には、定期的な受診を必要とするものもあると考えられる。アンケートでは通院
の不便さとして交通機関の問題が多くあげられていた。市内であっても片道30分かけて通院する
人やバス等を利用して市外の医療機関に出向いている人もおり、往診や訪問看護などのシステム
との連携は欠かせないものといえる。それと同時に、要介護状態に起因する生活習慣病や介護を
予防する重点的な取り組みが求められる。
　また②「近隣に付き合いのある人がいない」ということはしばしば問題として指摘されるが、
すべてのケースにおいて最初から近隣関係がなかったわけではない。一つの要因として考えられ
ることは、これまでのつながりを付き合いのあった相手の転出・死亡、自身の病気のために付き
合いを失ってしまい、それ以降、新たな関係が生まれていないということである。高齢者の単身
生活には、孤立や孤独死の防止、あるいは、緊急対応の際、日常的な声かけや見守りなどにおい
て、近隣住民などの非親族の役割が重要である（山口ら　2011など）といわれている。関係を失っ
たまま推移するのではなく、高齢単身者を孤立させない対応が不可欠である。

２）夫婦のみ世帯
　介護を必要としない高齢夫婦のみ世帯は、比較的健康で活動的な人が多くみられた。一方で、
病気になったときのことを考えて早めに住み替えをする、また、健康に留意した生活を送るなど
して、やがて来る老いに対峙して準備する姿勢もうかがわれた。
　ここでの問題点は、夫婦どちらか一方が要介護状態になると、介護生活へと一転してしまうこ
とである。単身世帯では要介護度の低い（要支援・要介護１）者のいる世帯の割合が高く、「核
家族世帯」「三世代世帯」では要介護度の高い（要介護３以上）者のいる世帯の割合が高く、また、
高齢夫婦間の老老介護の割合が高まってきている注12）。介護者・要介護者双方の負担軽減を図り、
在宅介護を支えていくことが必要である。

４．まとめと今後の課題

（１）本稿のまとめ
　本稿は、縮小社会のフィールドとして北海道Ｘ市を対象に、共同研究および自身のライフストー
リー事例調査をもちいて、①高齢単身世帯および②高齢夫婦のみ世帯の福祉課題を明らかにして
きた。そのなかでは、自治体中で取られてきたサービスや取り組みも合わせてレビューした。
　まず、地域社会診断の基礎として、統計データから人口と世帯の変化を確認したところ、人口
減少と高齢化が顕著に進んでいた。加えて、Ｘ市の縮小社会化は今後も継続していくこと、さら
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に、高齢者のみで構成される世帯が増加していくことが前提にある。そこで、現在、単身あるい
は夫婦で生活している高齢者が抱えている福祉課題について、高齢者の心身の自立度とソーシャ
ルサポートに着目して分類した四つの次元に基づいて分析をおこなった。本稿では、各種の面接
調査結果を試験的にこの四類型に当てはめていったが、健康度とソーシャルサポートを分析指標
として取り上げたことで、単身世帯・夫婦のみ世帯それぞれが抱える福祉課題を社会関係との関
連で検討することができた。人は他者と様々に取り結ばれた関係の中で生活しているため、福祉
課題を考える際もその人がどのような関係性の中でどのようなニーズを持っているのかという視
点が重要である。

（２）今後の課題
１）転出者抑制について
　炭鉱閉山後の企業誘致等も進まず、Ｘ市の総人口は着実に減少することが予測されているが、
その一方で高齢人口は増え続けていく。とりわけ、高齢者のみで生活する世帯が年々増加するこ
とから、要介護状態になる高齢者の急増を見据えた高齢者保健福祉施策のあり方が問題になる。
　Ｘ市における2012年度の社会福祉関係予算（民生費）は2011年度決算より約７千万円増額（10
億8987万円）されている。2012年度予算額の内訳割合は、社会福祉費が4割、生活保護費が3割、
老人福祉費が２割となっており、ほぼ高齢者に関連する予算に割かれている注13）。しかしながら、
Ｘ市は転入以上に転出者が多い社会減地域であり、歳入減によって施策が廃止・削減されること
が危ぶまれる。
　自治体として人口流出を食い止めるための抜本的な対策を講じることは、まちの持続性を展望
するうえでも最重要課題である。

２）高齢単身者のソーシャルサポートについて
　自治体における公的福祉サービスを縮小することなく、高齢者が単身で生活を送る上で、身の
回りのことが自分で遂行できなくなることへの不安と緊急時に対応するには、地域の中のイン
フォーマルな関わり手が積極的に介入していくこともまた重要となる。
　高齢者に対するケアサポートは、家族、近隣住民や友人等のインフォーマルサポートと介護保
険サービスに代表される公的サービス等のフォーマルサービスの組み合わせ（冷水　2009）によっ
て提供されているが、社会資源や社会関係が減少している過疎地域では、これらのサポートが十
分に提供されにくい。今日にわたって単身高齢者の社会的ネットワークは確実に減少を続けてい
る。
　高齢者は自分と比較的年齢の近い相手とつながりを形成する特徴を有することから、近隣関係
に代表される非親族関係は切れやすくなる。それ故、親族関係と比べて変化しやすいことも指摘
されている（小林　2010）。別居していても介護や入院が必要なときに支援の担い手となるのは
子どもである（Cantor　1979；石田　2000など）が、現在80,90代の高齢者の子ども世代も60,70
代と高齢期を迎えており、子ども自身も心身の不調や配偶者側の親の介護等の問題と向き合って
いるため、いつでも親のもとへ駆けつけるということが困難になっていることも浮き彫りになっ
た。高齢単身者にとって、何よりも心のよりどころとなり、介護や看病が必要になったときに頼
りになるのは家族であることは自明である。だが、近隣関係は親族関係の代替機能を担う可能性
をも有している。これからは親族のみに援助を求めることは難しく、今後、ますます人口が減少
し、単身高齢者自身、別居する子ども、その他のインフォーマルサポートが高齢化していくなか
で、住み慣れた地域で暮らし続けることを支えるインフォーマルサポートはどのように機能する
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ことが可能なのかを見極めることが高齢者の単身生活継続支援に関する課題である。子どもを中
心とした家族のみに頼りきれない場合、どこまでその他のフォーマル・インフォーマルなサポー
トが代替的な機能を担うことができるのかが高齢単身者の在宅生活継続に重要となる。
　ライフストーリー事例分析からいえることは、「一人暮らしであるがゆえの不安」があること
である。「子どもに気兼ねすることのない、自由な生活」と引き換えに、緊急時のサポート依頼
や別居子の高齢化にともなって、住み続けることの不安を感じている。Ｘ市では体調の急変時な
どに電話機やボタンを押すと、予め登録している民生委員や近隣住民、消防署へ連絡が届く「緊
急通報電話設置システム」、市社会福祉協議会では既往歴や服薬、家族状況などが記された筒を
冷蔵庫内に入れ、救急車を呼んだときなどにその情報を元に病院へ搬送する「救急医療情報キッ
ト」がある。これらの支援により一命を取り留めた高齢者も少なくないが、高齢単身者の不安
は、「意識がなくなって助けを呼べないとき」にある。日頃から近隣住民とのつきあいがあると、
異変を感じたときに速やかな対応を取りやすくなるため、緊急時の対応を複数の近隣住民に依頼
している高齢単身者も多い。高齢単身女性の方が高齢単身男性に比べて交友関係が広い（Jim　
2003；西村　2004など）と言われており、そのような対応をしているのは女性に見られる。現在、
近隣住民とあまり関わりのない人も万が一の時の支援を依頼する関係を求めていることから、「関
係をつなぐ支援」が求められている。

※本稿は、筆者が参加しているＸ市と北星学園大学による共同研究（2008年〜現在）のデータの
一部を利用している。また、2010年度「日本興亜福祉財団ジェロントロジー研究助成」による
調査結果の一部をなすものである。

キーワード
　縮小社会　高齢単身者　福祉課題　継続居住

注
１）2011年「人口統計資料集」（国立社会保障・人口問題研究所）より。
２）2006年「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）より。
３）人が居住地を移動する場合、同市区町村内は「転居」、他市区町村は「転出」と区別される。
４）2000年に介護保険制度が施行されて以降、要支援・要介護認定者数は年々増加している。図５は、Ｘ市に

おける65歳以上74歳未満の前期高齢者と75歳以上の後期高齢者の要支援・要介護認定者数をあらわして
いる。

５）1980年代以降、高齢者のいる世帯数および高齢者のみで構成されている世帯数が増加している。単身、夫
婦のみおよび三世代世帯数の推移を見ると、三世代世帯はゆるやかに減少しているが、単独世帯と夫婦の
み世帯は2000年代にかけて急増している（国勢調査各年結果より）。

６）2008年３月推計「日本の世帯数の将来推計」（国立社会保障・人口問題研究所）より。
７）2012年版『高齢社会白書』（内閣府）より。
８）第６回人口移動調査結果（2006）より。
９）畠山明子（2012）「ライフストーリー分析による高齢転出者の社会関係に関する研究─過疎高齢地域とし

ての旧産炭地域をフィールドとして─」『平成22年度　ジェロントロジー研究報告』10, 7−16, 公益財団法
人日本興亜福祉財団.

10）ここでは、要介護認定を受け、介護保険サービスを利用している高齢単身女性8名を対象として2008年10
〜12月および2011年６〜７月に実施した半構造化インタビューのライフストーリー分析結果をもちいて
いる。
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　　筆者は、これまでＸ市でフィールドワークをおこなってきたなかで、高齢者がＸ市で住み続けることがで
きるためにはどのようなサポートが必要なのかという「縮小社会における継続居住に向けた高齢者支援」
に関心を持っている。特に、Ｘ市に住み続けている高齢者と転居予備群として住み続けている高齢者の属
性（社会関係）の違いを明らかにするため、おもに単身者に限定してインタビューをおこなっている（畠
山　2010）。単身高齢者を対象としている理由は、近年、わが国で単身高齢者数が増加していることと、
国の方針として、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう市町村ごとに構築され
る「地域包括ケアシステム」のもとでの高齢期の長期化を見据えた医療・福祉サービスの展望や単身高齢
者を孤立させることなく支えていく実践的な方策および研究課題について考察すること（山口ら　2011）
にある。

11）国民生活基礎調査（2010）より。
12）国民生活基礎調査（2010）より。
13）Ｘ市地域包括支援センター資料より。

引用文献
１）Cantor MH（1979）“Neighbors and friends; An overlooked resource in the informal support systems” 

Research on Aging , 1, 434−463．
２）畠山明子（2010）「旧産炭地における女性単身高齢者の社会関係の分析枠組みに関する一考察」『北海道地

域福祉研究』13, 19−31, 北海道地域福祉学会.
３）石田路子（2000）「単身高齢者の生活支援と親族ネットワーク─漁村における親族ネットワーク機能の変

化から」『日本の地域福祉』14，58−70，日本地域福祉学会．
４）Jim Ogg（2003）Living Alone in Later Life  , London: Institute of Community Studies.
５）小林江里香（2010）「２章４　社会関係　4.2　友人・近隣関係」大内尉義・秋山弘子編者『新老年学　第３版』

1684−1696, 東京大学出版会.
６）小池司朗（2006）「地域からみた人口減少のメカニズム」『オペレーションズ・リサーチ：経営の科学』51（1）, 

30-36,　社団法人日本オペレーションズ・リサーチ学会.
７）西村昌記（2004）「一人暮らし高齢者の生活課題─サポート・ネットワークの観点から─」『老年精神医学

雑誌』15（2），184−191，ワールドプランニング.
８）冷水豊（2009）『「地域生活の質」に基づく高齢者ケアの推進』有斐閣.
９）杉岡直人・木下武徳・岡田直人・畠山明子（2010）「縮小社会における地域包括ケアの課題─Ｘ市のCW

図５　Ｘ市における前期・後期高齢者別にみた要支援・要介護認定者数（単位：人）
（出所：Ｘ市地域包括支援センターによる集計結果より）



─　　─49

調査から─」『北星学園大学社会福祉学部北星論集』47, 77−93, 北星学園大学.
10）徳野貞雄（2010）「縮小論的地域社会理論の可能性を求めて─都市他出者と過疎農山村─」『日本都市社会

学会年報』28, 27−38,日本都市社会学会.
11）堤研二（2011）『人口減少・高齢化と生活環境　山間地域とソーシャル・キャピタルの事例に学ぶ』九州

大学出版会.
12）山口麻衣・冷水豊・斉藤雅茂・ほか（2011）「大都市独居高齢者の近隣住民・知人による声かけ・安否確

認に対する選好」『日本の地域福祉』24，21−32，日本地域福祉学会.
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１．はじめに

　わが国の高齢期の住まいは、「自宅」あるいは「施設」という二者択一であったといえる。80
年代以降、わが国の高齢者福祉の主流は、施設福祉中心から地域福祉の一分野である在宅福祉中
心へと変化した。しかし、特別養護老人ホームの待機者増大、社会的入院や孤独死の増加など社
会問題が山積している。これらの諸問題を解決していくためには、自宅あるいは施設の中間的役
割を兼ね備えた「あらたな居住生活環境」が必要となるであろう。そこでわが国でも1988年より
高齢者向け公的賃貸住宅である「シルバーハウジング」が当時の建設省と厚生省の連携事業とし
てスタートした。このシルバーハウジングは、居住する高齢者の安否確認等を行う生活援助員と
いう福祉人材を配置したものとして、わが国では初めて全国で供給が開始されたものである。こ
のシルバーハウジングは、1995年に発生した阪神淡路大震災後の災害復興住宅としても兵庫県下
で多く建設された経緯を持っている。阪神淡路大震災では、多くの仮設住宅が設置されたが、高
齢者の孤独死などの問題が起こり、新たにコミュニティ形成ができる災害復興公営住宅の建設が
必要とされた。このような背景のもとに、シルバーハウジングが兵庫県下に多く誕生することに
なる。本格的な復興住宅を供給するにあたって、兵庫県下に建設された多くのシルバーハウジン
グには、「コレクティブ」という新しい住まい方が導入され、高齢者向けに供給された。その後、
他の自治体においてもこのようなシルバーハウジングに「コレクティブ」という概念を取り入れ
た高齢者向け公的賃貸住宅の供給がわずかながら増加し、現在では全国で12箇所が供給されてい
る。そこで、本稿では、2006年度に北海道釧路郡釧路町に建設された「遠矢コレクティブハウジ
ング」の事例調査から得られた知見を参考にしながら、高齢者向けの公的賃貸住宅を選択した高
齢者が持つ住意識の特質を明らかにしたい。

２．シルバーハウジングの歴史

　わが国における高齢者向け住宅が、いつ頃から意識されはじめたのかについて、いくつかの先
行研究においては、厳密に定義することができないとの記載が見られる。しかし、国内研究とし
ては、「東京都中野区における老人アパート借り上げ事業」における研究が1974年に取り組まれ
ていること、建築学分野から海外の高齢者向け住宅に関する研究が1980年代前半から取り上げら
れるようになったことを考慮に入れると、70年代後半頃から高齢者向け住宅が多少意識され初め
ていたのではないかと推察できる。当時のわが国は、高齢化率が10%程度であり、また家族扶養
を前提とした在宅福祉サービスに力点が置かれた時代であった。また、わが国が他国よりも早い
速度で高齢化が進むことになるという認識による危機感が芽生えはじめていた時代であった。将
来の危機的な状況に備え、対応するために、施設ではない高齢者向け住宅として「住宅」と「福
祉」を一体的に提供することが必要であるとの認識が広まったと考えられる。
　このような背景をもとに考えると、わが国で最初に国策として取り組まれた高齢者向け住宅で
あるシルバーハウジング制度（建設省住宅局長および厚生省社会局長通達，1988年２月15日）が、
1987年度に誕生したことは時宜を得たものであったといえる。このシルバーハウジングは、旧建
設省および旧厚生省の２つの省庁の連携事業としてスタートしている。バリアフリーの住戸、緊
急通報装置、生活団らん室を備えているというハード的側面については旧建設省側が整備を行い、
生活援助員（Life-support adviser、LSAと略称）と呼ばれる人材を派遣する役割を旧厚生省が
受け持つという役割分担がなされている。シルバーハウジングがスタートした1987年当時までの
高齢者に対するわが国の住宅政策は、老人世帯向け公営住宅や一部の自治体による老人アパート
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借り上げ事業程度のもので非常に限られたものであった。さらに、当時のわが国には、シルバー
ハウジングのモデルとなる事例が存在していなかった。そのため、イギリスの高齢者向け住宅、
シェルタード・ハウジングを手本として検討が行われてきた。シェルタード・ハウジングは、デ
ンマークやフィンランドの高齢者向け住宅とは異なり、簡単な仕組みとなっており、わずかな共
同スペースと緊急通報装置、ボランティア的なよき隣人としてのワーデン（Warden）が配置さ
れているというものである。高阪（1985）は、「シェルタード・ハウジングには、住宅を支える
機能として先進的な地域医療と社会サービスのネットワークがあることを認識しなければならな
い」と指摘している。つまり、シェルタード・ハウジングは、イギリスの充実した社会サービス
の活用を前提としたものであった。しかし、1980年代のわが国の在宅福祉サービスは、イギリス
の水準には達していないものであった。そのため、事業実施にあたり「シルバーハウジング・プ
ロジェクト事業計画」や「推進計画」を策定することが求められ、LSAと呼ばれる生活援助員
により提供される福祉サービスと福祉施策との連携に関する事項を計画に含むことになった。
　1988年に建設された長野県軽井沢町シルバーハウジングが、シルバーハウジングの最初である。
次いで東京都板橋区、世田谷区などで建設が開始されていった。制度開始直後のわが国は、バブ
ル経済の時代でもあり、地上げや立ち退きなどの社会問題が生じていた。その被害者の多くが高
齢者で、中でも借家居住で生活基盤や家族機能も弱いいわゆる住宅弱者（米野，2010）とされる
単身や夫婦のみ高齢者世帯がその中心であった。そのため、特に都市部においては、こうした住
宅弱者のための受け皿としての住宅を大量に用意しなければならなくなった。シルバーハウジン
グの都道府県別の供給状況を見てみると、2011年度現在、全国で、858団地、２万2985戸が提供
されている。しかし、東京都下で212団地、神奈川県下で160団地と全体の半数を占めている。次
いで、阪神淡路大震災復興期に多く建設された兵庫県100団地、大阪府、愛知県と続き、大都市
部をかかえる都道府県に偏りがあることがわかる。また、シルバーハウジングの建設を年代別に
見てみると、その多くが90年代前半に偏っている。この２点から、シルバーハウジングは、単に
高齢者に配慮された住宅としての供給だけではなく、都市部において住宅弱者に位置付けられる
高齢者の受け皿としての切り札的存在になっていたと考えられる。

３．コレクティブハウジングの概念と歴史

　コレクティブハウジングとは、小谷部（2001）によれば、集合住宅の一タイプであり、居住者
により選択され、居住者自身で創り上げるライフスタイルであるとされている。また、住まい方
の特徴として、自由でプライバシーのある生活を基本とするが、日常生活の一部を共同化するも
のであるとしている。つまり、各住戸が独立した集合住宅ではあるが、たとえば、日常の夕食を
共同運営するなど生活空間を共有化する仕組みづくりがなされていることがコレクティブハウジ
ングであるといえる。さらに、このような仕組みづくりを居住者自身が自ら創りあげていくとい
う特徴を持っている。
　このようなコレクティブハウジングは、1970年代に、スウェーデン、デンマーク、オランダな
どの諸国を中心に発展し、これらの国では、公営住宅としてのコレクティブハウジングが、住宅
政策の一貫として積極的に建設されている。これは、1960年から70年代の画一的で大規模な住宅
供給や孤立的で非効率な戸建て住宅への批判、働く女性の家事労働の問題などから起きた居住運
動が背景にあった。また、住宅供給が社会保障の一部とされ、住宅供給は公的責任であるとの捉
え方が主流であったため、コレクティブハウジングは公営住宅として、あるいは非営利組織が運
営に関わる形で供給された。さらに、税制上の優遇制度や土地取得に関する融資などが得られる
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ことも発展の背景にあった。しかし、1990年代以降、スウェーデン、デンマーク、オランダの諸
国では、経済危機や新自由主義の影響を受け、公営住宅や非営利組織が運営に関わる公的な住宅
に対しての税制上の優遇制度などが廃止された。そのため、住宅供給は民間事業者に任せられる
ことになった。さらに、わが国同様に、持ち家主義化が進行した。これに伴って、公的な住宅と
してのコレクティブハウジングの供給は減少していくことになった。ただし、熟年者や高齢者を
対象としたコレクティブハウジングへの取り組みは継続的に行われている。このような取り組み
を参考として、わが国では、阪神淡路大震災復興住宅の建設に際し、高齢者の孤独死などを防ぐ
ことができる公営住宅としてシルバーハウジングにコレクティブハウジングの概念を取り入れた
住宅の供給が開始された。

４．シルバーハウジングおよびコレクティブハウジングの研究動向

　シルバーハウジングに関する研究は、90年代前半に大量のシルバーハウジングが建設されたこ
とと関連して、90年代後半より少しずつ取り組まれ始めた。先駆的な研究としては、菊澤・青野・
中島（1995）による研究、園田・古川（1995）による研究がある。上記２つの研究は、シルバー
ハウジングに付帯している生活支援システムに関する現状評価を行ったものである。その後、入
居者の生活実態からみた東京都シルバーピアのあり方に関する研究として石川（1998）により博
士論文（日本大学理工学研究科建築学専攻）が発表されている。この研究では、居住者のADL
や在宅福祉サービスの利用状況、退去理由、生活団らん室の利用状況、生活支援員の業務状況の
実態把握等がまとめられている。さらに、楊・小川（1998）による研究では、住戸空間の類型化
を行い、それと居住形態との関係を把握している。これら一連の研究により90年代のシルバーハ
ウジングにおける実態と課題が明らかにされている。
　その後、2000年代に入ってからの研究は、楊・沖田・小川（2000，2001）による研究、大塚・
定行（2007，2009）による研究がある。両研究は、東京都シルバーピア事業を取り上げ、現状評
価と既往研究との比較検討を行っている。さらに、佐藤・多治見（2010）による研究では、シル
バーハウジングにおける住宅と福祉の連携施策に対する評価が行われている。ここでは、各自治
体におけるシルバーハウジングの取り組み状況等の詳細な把握が行われている。この他には、建
築学会の学術講演で発表されたシルバーハウジングの研究が多数ある。
　コレクティブハウジングがわが国に初めて導入されたのが、1990年代であることから、わが国
におけるコレクティブハウジング研究の歴史は、20年程度である。小谷部（1994）は、阪神淡路
大震災以前からスウェーデンのコレクティブハウジングの研究をもとに、わが国における高齢社
会の新しい住まい方としてコレクティブハウジングの検討を行っている。その後、1997年から
1999年にかけて、阪神淡路大震災復興公営コレクティブ住宅に関する研究が、石東（2001）や大
江・佐々木・上野（2000）により取り組まれている。さらに2000年以降には、災害復興公営コレ
クティブハウジング以外の研究として、民間事業者の取り組みである「コレクティブハウスかん
かん森」を対象とした研究（桜井・小谷部，2006）が行われている。近年では、阪神淡路大震災
復興公営コレクティブハウジングの経年変化を追いかけた岸本（2010）による研究やいくつかの
自治体で事業化された公営コレクティブハウジングについての事業化の経緯を高齢者居住政策の
視点からまとめた稲見（2012）の研究があげられる。
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５．遠矢コレクティブハウジングにおける調査

（１）遠矢コレクティブハウジングの概要
　「遠矢コレクティブハウジング」は、北海道釧路郡釧路町に立地する公営住宅である。「釧路町
住宅マスタープラン」および「釧路町高齢者住宅整備計画・高齢者住宅安心確保計画」に基づい
て設立されたものである。１階部分のシルバーハウジングと上階部分の一般公営住宅を一体的に
整備したもので、その同一敷地内に福祉サービス拠点としての遠矢コレクティブセンター「ピュ
アとおや」を併設した地域密着型町営住宅であるという特徴を持っている。併設の「ピュアとお
や」は、地域住民による公益活動の推進と協働による地域社会づくりの実現にむけて、住民の主
体的な活動と交流の拠点として設立されたものである。また、まちづくり交付金を活用した人材
育成事業により地域住民の手によって設立された「NPO法人ゆめのき」が施設管理を行っている。
同センターは、公営住宅入居者および地域で暮らす高齢者の支援拠点としての役割を担っている。
　遠矢コレクティブハウジングの入居者は抽選により決定されたが、事前に準備された模擬事業
に参加した人のみが抽選に参加できた。遠矢コレクティブハウジングは二つの棟から成り立って
いる。模擬事業は、一棟目と二棟目では異なっている。一棟目入居希望者に対しては①説明会・
コレクティブハウジングについての講演②食事会・入居希望者交流③外溝環境についてのワーク
ショップである。二棟目の場合は、①コレクティブハウジングについての説明会・ワークグルー
プの作成②各テーマによるワークショップ③食事会・子どもの世話（昔遊び）である。二棟目の
模擬事業には、一棟目の居住者も参加している。このようなプロセスを経て居住者が選ばれてい
るところから、一般の公営住宅の入居者に比べてコミュニティづくりに理解のある人たちが入居
していると考えられる。

（２）調査の概要
　現在の住まいに対する意識と高齢期の住まいに対する意識を探るために、遠矢コレクティブハ
ウジングを事例として、アンケート調査を行った。調査対象としたのは、「遠矢コレクティブハ
ウジング」の居住者と遠矢コレクティブセンターにおいて介護予防を目的として開催されている
体操教室に通う高齢者である。調査内容は以下の通りである。一般的なフェイスシート事項とし
て、性別、年齢、居住年数、世帯構成などの基本属性を把握した。そして、住意識を探るため、
①現在の住宅の住み心地、②外出時における交通手段の便利性、③相談相手の有無、④住んでい
る地域への愛着、⑤近所との支え合い、⑥コレクティブハウジングの一形態である食堂などで一
緒に食事をとる仕組みについて、⑦公的住宅の必要性の７項目を中心にアンケート調査を実施し
た。本研究における倫理的配慮として、無記名自記式のアンケート調査とし、個人の特定が行え
ないよう個人情報に留意した。調査に対する承諾は、対象者への協力依頼文書により、研究活動
以外では使用しないことや研究内容の説明を行ったうえで、アンケート用紙に回答し、返送され
た時点で得られたと考えた。アンケート用紙の配布にあたっては、NPO法人ゆめのきのスタッ
フであり、シルバーハウジングの生活援助員でもあるＦ氏に協力をいただいた。配布期間は2012
年８月から９月で、2012年９月30日までに同封した返信用封筒に入れての返送を依頼した。

（３）調査結果
　調査対象とした回答者の属性と背景は、表１および表２、表３の通りである。シルバーハウジ
ング居住者では、12世帯中９名から回答を得た。上階部分の一般公営住宅居住者は、28世帯中９
名から回答を得ることができた。一方、体操教室参加者であるが、体操教室は釧路町が運営主体
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となっているものとNPO法人ゆめのきが運営主体となっているものと２通り存在している。そ
のため、本稿では、釧路町により運営され、介護予防事業の一環である体操教室を町営体操教室
と扱うことにし、NPO法人ゆめのきが運営するものをNPO体操教室とした。町営体操教室に通
う参加者からは14名の回答が得られ、NPO体操教室に通う参加者からは22名の回答を得ること
ができた。なお、集計表やグラフのなかでは下記の呼称を用いることにした。シルバーハウジン
グ居住者の回答者をSH、一般公営住宅居住者をCH、体操教室参加者で町営体操教室回答者を町
営、NPO体操教室回答者をNPOと記す。また、未回答のある項目は、未回答の人を除いて集計
した。
　次に、住意識について行った７項目の調査結果を示す。以下、質問項目ごとに集計した結果を
まとめた。

表１　性別

性別
SH CH 町営 NPO

（人） 　% （人） 　% （人） 　% （人） 　%

男性 1 11.1 2 22.2 3 21.4 4 18.2 

女性 8 88.9 7 77.8 11 78.6 18 81.8 

合計 9 9 14 22

表２　年齢

年齢
SH CH 町営 NPO

（人） 　% （人） 　% （人） 　% （人） 　%

30〜49歳 0 0.0 5 55.6 0 0.0 0 0.0 

50〜59歳 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

60〜64歳 1 11.1 0 0.0 0 0.0 6 27.3 

65〜79歳 7 77.8 3 33.3 5 35.7 14 63.6 

80〜84歳 1 11.1 1 11.1 7 50.0 2 9.1 

85〜89歳 0 0.0 0 0.0 2 14.3 0 0.0 

表３　世帯構成

世帯構成
SH CH 町営 NPO

（人） 　% （人） 　% （人） 　% （人） 　%

単身世帯（ひとりぐらし） 7 77.8 2 22.2 5 35.7 1 4.5 

夫婦二人世帯 1 11.1 2 22.2 1 7.1 16 72.7 

夫婦と未婚の子どの世帯 0 0.0 3 33.3 0 0.0 4 18.2 

本人と親もしくは子ども世帯 1 11.1 2 22.2 2 14.3 0 0.0 

三世代世帯 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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１）現在の住宅の住み心地
　「現在の住宅の住み心地はいかがですが」と質問した。結果は図１の通りである。

　町営とNPOには、現在の住宅の住み心地が、「あまり良くない」「悪い」という回答はあるが、
SHとCHには、住み心地が「あまり良くない」「悪い」という回答はなかった。SHの入居者に
ついては、７割近くが良いと回答している。

２）外出時における交通手段の便利性
　「外出時の交通手段は便利ですか」という質問を行った。結果は図２の通りである。SHは、「便
利である」あるいは「やや便利である」との回答が６割を超えているという特徴がある。

３）相談相手の有無
　「悩んでいることや困ったことがあったときにすぐに相談できる相手がいますか」と質問を行っ
た。結果は図３の通りとなった。相談相手の有無については、質問の中で、「すぐに」あるいは「身
近に」という言葉を補って質問項目にしていた。そのため、この質問では「すぐに」がポイントと
なった。

　これは身近に相談者がいることあるいは電話などで相談できる他者がいることを示している。

図１　現在の住宅の住み心地について

図２　外出時の交通手段の便利さ

図３　相談相手の有無
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CHは全員が「いる」と答えている。また、SHは「いる」と「まあまあいる」を合わせるとやは
り全員が「いる」と答えている。

４）住んでいる地域への愛着
　「現在のお住まいの地域について愛着を感じていますか」と質問を行った。結果は図４の通り
となった。どのカテゴリーの対象者も「感じている」「やや感じている」との回答が６割を超え
ているが、SHについては、７割以上が愛着を感じているという結果である。

５）近所との支え合い
　「ご近所の方々と支え合って生活をしたいと思いますか」と質問を行った。結果は図５の通り
となった。CHとSHは「思う」「やや思う」と回答した人がともに７割を超え、近所の人と支えあっ
て生活をしたいと思う人の割合が町営およびNPOに比べて高いことが伺えた。

６）コレクティブハウジングの一形態である食堂などで一緒に食事をとる仕組みについて
　「住戸は独立しているが、食事等は食堂で一緒にいただくような住宅に住みたいと思いますか」
と質問した。結果は図６の通りであった。SHが「あまり思わない」、「思わない」がどのカテゴリー
対象者よりも多かった。

図４　住んでいる地域への愛着

図５　近所との支え合いについて

図６　コレクティブハウジングの一形態である食事を食堂などで一緒にとる仕組みについて
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　また、CH以外は、「思う」「やや思う」との回答が４割を超えている。町営およびNPOにおい
ては、「思わない」「あまり思わない」という回答についても概ね同様の結果であった。

７）公的住宅の必要性
　「公的に保障されていれば、現在の住宅から住み替えを検討したいと思いますか」と質問した。
結果は図７の通りとなった。

６．考察

　住み心地についての回答結果から、SHおよびCHの入居者の多くが現在の住宅の住み心地に
ついて満足していることがうかがわれる。また、交通手段の項目では、遠矢コレクティブハウジ
ングは、都市部に比較して近隣に公共交通機関が十分に整備されているとは言い難い地域に立地
しているが、それにもかかわらず、便利との回答が多かった。
　相談相手の有無についての項目からは、SHおよびCHの結果から、コレクティブハウジング
に配置されている生活援助員や地域の福祉拠点である「ピュアとおや」が併設されていることが
影響している可能性があることがうかがえた。
　住んでいる地域への愛着についての項目からは、SHにとって現在の住まいのある地域が愛着
のある心休まる場所となっていることがうかがわれた。
　近所の支え合いについて、SHおよびCHともに「思う」「やや思う」との回答が7割を越えて
いることから、コレクティブハウジングにおいて居住者間のコミュニティが形成されているため
であると考えられる。
　さらに、コレクティブハウジングの一形態である食事を食堂などで一緒にとる仕組みについて
は、事前の仮説では、入居前模擬授業等を経て入居したコレクティブハウジングの居住者は共通
スペースでの食事に「理解がある」「希望している」と考えられたが、実際には、このような意
識ではなかったということが判明した。また、公的に保障されれば住み替えたいかという項目に
おいては、町営およびNPOにおいて、「思う」「やや思う」が４割を超えていることは、公的に
保障された住宅への関心があることがうかがえる。

７．結びにかえて

　遠矢コレクティブハウジングは、シルバーハウジングとしての機能にさらにコレクティブハウ
ジングの仕組みを付帯したユニークな高齢者向け公的賃貸住宅であるといえる。わが国のコレク
ティブハウジング研究の第一人者である小谷部（2001）は、シルバーハウジングにコレクティブ
の概念を取り入れた住宅は、シルバーハウジングのプロトタイプであると述べていた。つまり、

図７　公的住宅の必要性
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今後のシルバーハウジングの供給にあたっては、コレクティブ居住の仕組みが備わったものを供
給していくことが、居住者間および近隣住民とのコミュニティ形成を図り、安心安全に生活する
上でも望ましいとしたものである。少ない事例からではあるが、遠矢コレクティブハウジングは
この点に関しては十分な役割を果たしていると考えられる。さらに、コレクティブハウジングの
狙いには、様々な世代間交流を通じた支え合いがある。この点については十分な調査ができてい
ないが、相談できる人がいる等の質問への回答から、コミュニティ形成がうまくなされているよ
うに推察される。これらのことをより正確に把握するためには、居住者へのヒアリング調査が必
要である。
　本調査では、いくつかの検討すべき課題が残された。第１に調査対象である。今回の調査の有
効回答数は54名と決して多い数ではなかった。また、調査対象が「遠矢コレクティブハウジング」
の居住者と遠矢コレクティブセンターの利用者に限定されたものであった。そのため、今後は調
査対象を広げていくことで、得られた調査結果に信頼性や妥当性を検証できるものと考えられる。
　第２に調査項目である。今回は、高齢者の住まいに対する意識や高齢期の住まいに対する意識
を探ることを目的としたため、その内容は一般的なものにとどまった。今後は、「高齢者向け住宅」
の必要性と、その持つべき条件、機能を明らかにするため、今回の調査結果をもとに、質問項目
を再検討することにより研究を深められるものと考える。
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介護老人福祉施設入所者家族の
認識の変化と支援のあり方

─平成13年度と平成24年度の調査から─

　　　　　浅野　葉子（北海道医療大学リハビリテーション科学部）
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１．はじめに

　高齢者社会白書（2012年）によれば、平成23年10月１日時点の65歳以上の高齢者人口は過去最
高の2,975万人、高齢化率は23.3％とおよそ４人に１人が高齢者となった。そのうち要介護高齢者
は約423万人（約14％）に達している。従来、要介護高齢者の介護は主に家族がその役割を担っ
ていた。平成12年に介護保険が導入され、高齢者を社会全体で支える仕組みの整備が志向されて
いる。要介護高齢者からみた主な介護者の続柄をみると、6割以上が同居している人が主な介護
者となっている。その内訳をみると、配偶者が25.7％、子が20.9％、子の配偶者が15.2％となっ
ている。また、性別にみると、男性が30.6％、女性が69.4％と女性が多くなっている。「最期を迎
えたい場所」としてどの年代も「自宅」と回答する者が半数を超えている。また、「介護を受け
たい場所を自宅」と回答した60歳以上の男女の割合は、男性50.7％、女性35.1％となっている。「介
護老人福祉施設に入所したい」と回答した男女の割合は、男性17.0％、女性19.5％と介護老人保
健施設や病院（女性は、病院が19.6％）より多くなっている。１）

　一方、特別養護老人ホーム（以下特養）は、老人福祉法により設置され居宅において常時介護
が必要な高齢者が入所する施設だった。入所にあたっては、市町村へ申し込みを行い「措置」と
いう行政処分により決定された。平成12年４月より施行された介護保険法により、特養は介護老
人福祉施設に名称を変更し、利用者がサービス提供者を自由に選択して直接利用契約を結ぶ利用
者本位の仕組みが導入されている。
　わが国では、最期を迎えたい場所は、「自宅」と回答する者がどの年代も半数を超えており、
最期を迎える場所として「特養へ入所したい」と回答する者は２割に満たない。それだけ、特養
へ入所するということは、主たる介護者にとって自宅での介護が困難で限界に達した経過がある
ことが想像できる。また、入所する高齢者にとっても「介護を受けたい場所は自宅」が４割を占
め、同居している家族が介護している。しかし、自宅で最期まで療養することが困難な理由とし
て、「介護している家族に負担がかかる」と８割が回答している１）ことから、自宅での生活を望
んでいながらも家族に負担がかかる状況になったら入所することに承諾せざるを得ないという現
実があることが伺える。
　本研究の目的は、①特養への入所に至るまで主たる介護者の介護負担感（どんな介護がつらかっ
たか）について、②特養入所後の主たる介護者の介護負担の変化と施設サービスに関する意向に
ついて、平成13年と平成24年の調査結果の比較から明らかにすること、この２点を通して、③特
養入所者の主たる介護者の支援のあり方について考察することである。

２．特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）入所者の主たる介護者に関する研究

（１）介護者の介護負担に関する研究
　主たる介護者の負担や影響を検討した研究は散見され、介護者自らが介護をどのように考えて
いるか、あるいは感じているかによって、負担やストレスは大きく異なることを検証した研究も
ある。東野２）らは、主介護者の扶養義務感と介護継続意思との関連性を検討し、この両者の関
連性を示す構造モデルを示すこと、介護者の基本属性別に扶養義務感や介護継続意思にどのよう
な差異があるか分析している。また、在宅要介護高齢者の主介護者を続柄別に介護負担感と心理
的下位因子の関連性を明らかにしている。３）

　一方、中島４）らは家族介護者への支援向上に資することをねらいとして、高齢者の在宅家族
介護者を対象に、介護に関する困りごとと家族自身の援助要請によるニーズに即したサポートの
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受領、さらにその背景要因との関連性を検討している。筒井５）らは、要介護高齢者の主介護者
を対象に、彼らの受領的なソーシャル・サポートを測定し、その因子モデルのデータへの適合
ならびに外的基準との関連という２つの側面から構成概念妥当性を検討している。田中６）らは、
在宅要介護者高齢者を介護する家族介護者が、よりよい介護生活を継続させるにはどのように対
処すべきか、在宅要介護高齢者の身体状況およびＱＯＬを中心に調査を実施し、在宅要介護高齢
者の家族介護者の介護負担感やＱＯＬの現状と、それに影響を及ぼす要因について分析・検討し
ている。大島７）は、作業療法士として在宅支援を行うにあたり具体的に何が必要なのかを模索
する上で、現状の在宅援護高齢者の生活状況と支援状況を可能な限り把握するため、町在住の全
ての援護高齢者を対象に実態調査を行っている。ここでは、介護者の健康状態、自覚症状、住宅
の問題、介護研修受講の希望について調査し、「介護は人にまかせたくない家族の多い町」での
介護支援について考察している。權８）らは、介護保険制度施行後、在宅家族介護者の介護状況
がどう変わったのかについて、制度施行を基点として、制度施行前から介護を始めた集団（制度
前）と制度施行後から介護を始めた集団（制度後）に分け、比較しながらその実態を明らかにし、
現制度の課題を考察している。
　認知症高齢者の主たる介護者に関する研究として新名９）は、在宅痴呆性老人の介護者負担感
の研究は、おもにアメリカを中心としてさかんに行われているが、負担感の増減を規定する要因
を明らかにし、負担感軽減のために介護者自身とその家族、社会がなすべきことを具体的に示し
ている研究はきわめて少ないとしている。そのため、在宅痴呆性老人の介護者の問題をライフ・
ストレスの観点から検討し、研究の理論的および方法論的な問題点を指摘している。また、今井10）

はわが国の文化的背景から、痴呆性老人の家族がどのような意識と態度で在宅介護を実行し、さ
まざまな公的サービスを利用しているのかについて論じている。

（２）特養入所者の主たる介護者を対象にした研究
　特養入所者の主たる介護者を対象にした研究は、数少ない。杉澤11）らは東京都内の特養入所
高齢者の４割の家族介護者が、何らかの精神的な負担を感じていること、深堀12）らは精神的健
康の不良があると報告している。そこで、木村13）らは高齢者が施設に入所することは、必ずし
も介護者の精神的な負担の軽減につながっていないことを推察している。また、高齢者の入所に
よる家族介護者の身体的健康への影響について明らかにされた研究は、国内外においてほとんど
みられない。そのため、特養に入所し１年未満の高齢者を介護していた家族介護者を対象に、入
所による心身の健康状態への影響に着目し、身体的健康及び精神的健康の２つの側面を測定する
尺度ＳＦ−36を用いて、ＱＯＬの実態を把握しその関連要因を検討している。
　以上のことから、特養への入所に至るまでの主たる介護者である家族の介護負担感（どんな介
護がつらかったか）や入所後の家族の介護負担感や認識の変化、主たる介護者にとっての今後の
方向性に関する希望について研究されたものは見当たらなかった。

３．方法

（１）調査対象
　介護老人福祉施設Ａ（以下、施設Ａ）において主たる介護者を対象に調査を実施している。調
査対象は、平成13年４月１日に入所していた50名の主たる介護者と、平成24年４月１日に入所し
ていた60名の主たる介護者である。なお、平成13年の調査結果は介護保険制度が施行されて間も
なく措置制度の影響が残っている可能性があること、平成24年の調査結果は介護保険制度が施行
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され10年以上が経過し介護保険制度が浸透していることが考えられることから選択し、分析対象
とすることにした。
　施設Ａの概要は、以下の通りである。施設ＡのあるＢ町は、人口4,500人の町で隣接２つの町
と１つの郡（Ｃ郡）を構成している。施設Ａは、施設サービスの他に短期入所生活介護と通所介
護（予防含む）事業を併設している。Ｂ町には、介護老人保健施設が１事業所あるが認知症対応
型共同生活介護（グループホーム）やその他の介護保険施設はない。居宅サービスは、訪問介護
と通所介護・通所リハビリテーションはそれぞれ１事業所ずつある。訪問看護は、３事業所があ
る（北海道在宅ケア事業団１事業所、民間のクリニック１事業所、赤十字病院（町外）１事業所
となっている）。Ｂ町の医療機関は、民間のクリニック（在宅支援、訪問看護・短期入所療養介
護併設）１ケ所のみで開業して間もない。Ａ町のあるＣ郡内には、国保病院１ケ所、道立診療所
１ケ所、赤十字病院（99床）１ケ所となっている。

（２）調査内容
　調査内容は、以下の通りで選択式（複数回答）、一部自由回答となっている。
　①入所前の主たる介護者
　②入所前の家族（主たる介護者）の状況
　　「どんな介護がつらかったですか？」という設問に対して自由回答
　③施設へ入所を申請した理由
　④入所を希望した人
　⑤本人の入所承諾の有無
　⑥入所後の家族の状況
　⑦家族は世間体を気にしたか
　⑧家族の入所継続の希望について
　⑨入所者が退所を希望した場合の家族の受け入れ可否

（３）倫理的な配慮
　調査は、平成13年と平成24年に対象施設職員が実施した。施設職員は、主たる介護者に対して
調査の目的、内容について説明を行い、主たる介護者から調査協力の同意を得ている。これらの
調査結果は対象施設にて、保管されている。本研究では倫理的な配慮としては、調査結果を提供
していただいた施設に対して倫理的な配慮について説明を行い、同意を得た上で調査結果を提供
いただき、調査結果の一部について分析を行った。

４．結果

（１）特養への入所に至るまで主たる介護者の介護負担感について
　調査内容②入所前の家族の状況について、主たる介護者に対して、入所前の介護に対する認識
について選択肢で尋ねている。
　また、「どんな介護がつらかったですか」の問いに対して得られた自由回答について、１文章
毎に分類しカードに分類した。分類したカードを小分類、中分類、大分類と分け、表３（平成13
年）、表４（平成24年）に表に整理した。
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表１　特養入所前の介護者の認識（複数回答・平成13年）

カテゴリ 回答数 割合

①介護者の負担が大きかった 26 35.1%

②介護者の精神的負担が大きかった 27 36.5%

③住居が狭くてつらかった 3 4.1%

④同居の家族の雰囲気が良かった（要介護の高齢者がいて） 0 0.0%

⑤同居の家族の雰囲気が悪かった（要介護の高齢者がいて） 6 8.1%

⑥経済的な負担が大きかった（要介護の高齢者がいて） 6 8.1%

⑦特に何もなかった（要介護の高齢者がいて） 6 8.1%

⑧その他 0 0.0%

合計 74 100.0%

表２　特養入所前の介護者の認識（複数回答・平成24年）

カテゴリ 回答数 割合

①介護者の負担が大きかった 25 29.1%

②介護者の精神的負担が大きかった 33 38.4%

③住居が狭くてつらかった 0 0.0%

④同居の家族の雰囲気が良かった（要介護の高齢者がいて） 2 2.3%

⑤同居の家族の雰囲気が悪かった（要介護の高齢者がいて） 10 11.6%

⑥経済的な負担が大きかった（要介護の高齢者がいて） 4 4.7%

⑦特に何もなかった（要介護の高齢者がいて） 6 7.0%

⑧その他 6 7.0%

合計 86 100.0%
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表３　「どんな介護がつらかったですが」に対する自由回答（平成13年）

・自分も高齢なので（介護が）大変だった
・病院から離れていたので通うのがつらく、車いす、おむつ交換などが

つらかった
・日常生活のひとつ、ひとつが力づくですることが多かった
・自分も60歳を過ぎて着替えをしてあげる時が体力的に大変でした
・家と病院の看護では私の体が持たない
・ともに仕事をしていたので朝から夕まで留守にして、いない時その間

が苦痛でした

老老介護や介
護者の体調不

安（６）

心身両面の介
護負担の増加

（17）

・一人でおくことが案じられた
・一人でおけない状況だったので仕事中も絶えず気になっていた
・１時間でも気が許せない毎日、徘徊が日がたつにつれてひどくなって

きた
・用事があって外出しても気がかりで落ち着いていられなかった

一人にしてお
けず、気がか

り（４）

・夜眠ることができなかった
・寝不足、歩行が不安定なため心配、痴呆のため一人にはしておけず自

由な時間が持てなかった
・夜間に徘徊して睡眠不足

睡眠不足（３）

・（就労しているため）側で見てやることができず、経済面、これから
のこと、介護者自身の体のことで悩んでいた

・さまざまな問題行動を家族（夫、息子、娘）にわからないようにして
いたため、自分の内面が崩れていくような気がした

両立の困難さ
（２）

・腰痛のため 腰痛（１）

・時間的に余裕がなかった 余裕がない
（１）

・体が大きかったので移動に苦労した
・あまり歩けなかったので大変だった
・通院、入院時の移送に苦労した
・車の乗り降り

移乗や移動介
助が困難（４）

日常生活動作
等の介護負担
の増加（７）

・入浴の介護
・入浴、排せつ（特に夜間）、病院の通院

入浴や排せつ
介助が困難（4）

・入院中だったので付添いの負担が大きかった 付添い（1）

・（高齢者が）足を痛がって触れなかった 痛がる（1）

・自室で排泄し、自分ではないとがんばったこと
・汚れた下着をいろんなところに隠し忘れること
・食べ物に対する執着があり、何でも自室に運びしまいこみ、忘れ、腐

敗させ自分ではないと言い張ったこと
・病院職員（看護師）とのトラブルや、同室者とのトラブルが多かった
・（高齢者が）普通の状況ではなかった
・痴呆

認知症周辺症状への
対応の困難さ（６）

・ヘルパーさんの助言で最初に夫に打ち明け（７〜８割くらいの範囲で）
やっと楽になれた

・一人暮らしだったが、一人でいるよりはよいと思って
・今は（入所して）安心しています

介護からの解放と安心感（３）

・電気、ガスの扱い
・火災、身体の障害 生活関連動作への対応（２）
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表４　「どんな介護がつらかったですか」に対する自由回答（平成24年）
・一人で責任を背負うこと、目が離せない状態だった
・わたし一人で介護していたので
・一度に２〜３人の介護等重なって
・別世帯のため、娘たちが介護するのが大変だった
・三人姉妹とも家族に高齢者を抱え、介護が大変だった
・介護者と要介護者との二人暮らしで介護者が高齢であり負担が多かった
・二人の介護で負担が大きかった

介護の重複や介
護へ対する不安

（７）

体力の限界や介
護以外のことと
の両立の困難さ

（24）

・この介護がこの先いつまで続くのかと思うと不安でした
・何時も頭から離れず、気が休まらない
・常に時間に追われている感じ
・気持ちの休むときがなかった
・自分ができないことを介護している者や、他の家族に要求することなど

先の見えない介
護（５）

・働きながら介護するのが疲れて、限界だった
・仕事があるので充分な介護もできず手が足りなかった
・仕事上遠方の泊りの仕事があったときそれができない

仕事との両立の
困難さ（３）

・私自身、高年齢のため
・身体的負担については、わたしの年齢が70歳を超えていることと、夫

が他界してすべてがわたしの肩にかかっていることです
・（高齢者住宅に）入居する前は、妻が介護しており、自分も持病があっ

たため何をするにもつらかった

介護者の体力の
限界（３）

・一日中夜昼がない
・夜間介護の睡眠不足 睡眠不足（２）

・一人で住めない
・家に一人でいられない

見守りが必要
（２）

・ストレス
・けがをせぬよう絶えず注意していた 心配（２）

・トイレ
・夜間のトイレと、トイレおよび寝床の清掃・汚物処理
・日常生活（食事の準備・病院通い等）トイレおよび入浴の介護
・毎日３度の食事の世話
・入浴
・食事・身の回りの介助

入浴や排泄・食
事の介助（６）

日常生活動作や
転倒に関する心
配と介助負担の

増加（12）
・ベットから車いすへの移動
・からだが不自由なこと
・足が悪くて立てなかった

移乗の介助（３）

・骨折したので身体的・精神的負担がつらかったです
・けがが多く、よく転ぶことがあった
・要介護者がトイレに行き、転倒するなどして骨折するなど深夜でも気

が抜けなかった
転倒（３）

・介護している者を嫌になったこと、わかっていても、ノートに名指し
で嫌だと書かれたこと

・何回か同じことを言うと痴呆扱いされていることに怒り出すこと（自
分はいない方がよいと）

・何でも反発する言葉
・言葉の暴力

介護者が受け入
れがたい言動

（４）

認知症症状への
対応が困難さ

（11）
・物忘れが多く家事をしたがって困った
・畑・庭などで、倒れていたり、ベットの隙間で動けない状態とか階段

から落ちたりしていた
・どこにでも行き、目が離せなかった
・物がなくなったと騒ぐ、勝手にどこへでも行ってしまうこと

徘徊（４）

・物忘れ
・認知（症）の進行
・何を言っても理解されず、辛かった

物忘れ（３）

・妻がいたとき、相手の気持ちが合わなかった
・家庭内の雰囲気が悪いわけではないが、介護している者の精神的スト

レスが他の家族に影響が出ていた
・義母は嫁ではないので（家付娘）嫁のことはわからない

家族関係の困難さ（３）

・短い期間のため、それほどの負担にならなかった
・病院から直接入所しました
・本人の希望のところに入れたのでよかった

希望する所に入所できた安心感
（３）
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（２）特養入所後の主たる介護者の介護負担の変化と施設サービスに関する意向について

１）特養入所後の主たる介護者の認識
　調査内容⑥について、主たる介護者に対して、入所後の介護に対する認識について選択肢で尋
ねている。

　その他については、「近くなったので安心した」「本人が嬉しそうで安心した」「別居家族とし
ばらく悪い雰囲気が続いた」「寂しさと手放した自分への責めがあった」「（介護者の）子供の話
をろくに聞いていない時があった。母（入所者）の親戚など付き合いのあるところに事後報告し
たが、８割は納得してくれたが、２割は親を捨てたと責められた」という自由回答が得られた。

　その他については、「同居以外の家族が入所したことにより心配がなくなった」「介護していた

表５　特養入所後の主たる介護者の認識（複数回答・平成13年）

カテゴリ 回答数 割合

①介護者の身体的苦痛が緩和された 32 31.1%

②介護者の精神的負担が軽減された 35 34.0%

③住居（部屋）に余裕ができた 5 4.9%

④同居家族間の雰囲気が良くなった 7 6.8%

⑤同居家族間の雰囲気が悪くなった 0 0.0%

⑥経済的負担が軽くなった 11 10.7%

⑦経済的負担が重くなった 4 3.9%

⑧同居以外の家族との雰囲気が良くなった 4 3.9%

⑨同居以外の家族との雰囲気が悪くなった 0 0.0%

⑩その他 5 4.9%

103 100.0%

表６　特養入所後の主たる介護者の認識（複数回答・平成24年）

カテゴリ 回答数 割合

①介護者の身体的苦痛が緩和された 33 33.0%

②介護者の精神的負担が軽減された 37 37.0%

③住居（部屋）に余裕ができた 1 1.0%

④同居家族間の雰囲気が良くなった 12 12.0%

⑤同居家族間の雰囲気が悪くなった 0 0.0%

⑥経済的負担が軽くなった 6 6.0%

⑦経済的負担が重くなった 3 3.0%

⑧同居以外の家族との雰囲気が良くなった 5 5.0%

⑨同居以外の家族との雰囲気が悪くなった 0 0.0%

⑩その他 3 3.0%

100 100.0%
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者の病状がよくなった」「急に病気になりお願いしました」という自由回答が得られた。

２）入所継続の希望
　調査内容⑧について、入所継続の希望についての回答は、平成13年と平成24年ともにすべての
主たる介護者が、「入所継続を希望する」という結果だった。

３）入所者が退所を希望した場合の受け入れの可能性
　調査内容⑨について、入所者が、退所を希望した場合の受け入れの可能性について選択肢で尋
ねている。

５．考察

（１）特養への入所に至るまでの主たる介護者の介護負担感（どんな介護がつらかったか）
　平成13年と平成24年のいずれの調査（表１・２）でも「介護負担が大きかった」「精神的負担
が大きかった」と回答を合わせるは７割前後であった。
　具体的に「どんな介護がつらかったか」については、平成13年（表３）の調査では、「心身両
面での介護負担の増加」が半数近くを占めていた。老老介護であることや介護による睡眠不足・
腰痛など体調への不安から、心身両面での介護負担が増加していることがわかった。また、「日
常生活動作や生活関連動作」に関する介護負担を挙げていたが介護保険が始まって間もない時期
で介護を代替えできるサービスが利用されていなかったことが伺える。さらに「認知症症状への
対応」の困難さが挙げられており、認知症の正しい理解や対処法、適切な受診など入所に至るま
での支援の必要性が考えられた。平成24年（表４）の調査では、「体力の限界や介護以外のこと
との両立の困難さ」が半数近くを占めていた。介護者が高齢であることや持病があること・睡眠
不足などの体力の限界や仕事との両立の難しさが多かった。また、特養に入所した高齢者以外に
も介護が必要な高齢者がいるなど二重三重介護の現実や「この介護がいつまで続くのか」という
拘束感を感じている回答もあった。また、平成13年の調査と同様に入浴や排泄・移動の介護など

表７　入所者が退所を希望した場合の受け入れ（平成13年）

カテゴリ 回答数 割合

可能である 3 4.5%

不可能である 56 83.6%

条件が整えば可能である 8 11.9%

合計 67 100.0%

表８　入所者が退所を希望した場合の受け入れ（平成24年）

カテゴリ 回答数 割合

可能である 0 0.0%

不可能である 42 95.5%

条件が整えば可能である 2 4.5%

合計 44 100.0%
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代替えが可能と考えられる介護についても負担感を感じていることがわかった。介護保険制度が
施行され10年が経過しても、身体介護についての負担はあまり減っていないことが考えられた。

「認知症症状への対応」も言葉の暴力やノートに名指しで嫌だと書かれるなど、高齢者と介護者
との関係性に影響する内容が挙げられていた。また、「家族関係」についても触れられ、認知症
の中核症状だけではない周辺症状から生じる対人関係の問題が介護負担へ大きく影響しているこ
とがわかった。
　１割と少数ではあるが、介護に関する肯定的な意見「入所し安心した」「一人でいるより良い」
などもあり、全ての入所者が介護の限界あるいは極限まで達して入所しているとは限らないこと
もわかった。広瀬14）らは、介護に対する家族介護者の「認知的介護評価」を開発している。こ
の評価では、介護に対する否定的側面「社会生活統制感」「介護継続不安感」「関係性における精
神的負担」と肯定的側面「介護役割充足感」「高齢者への親近感」「自己成長感」があるとしてい
る。以上から、主たる介護者の介護に対する否定的側面だけに目を向けず、肯定的側面について
も評価していくことや、この「認知的介護評価」等を活用することで、介護の限界や極限に達す
る前に主たる介護者の介護に対する認識を把握しておくことも重要と考えられた。

（２）特養入所の主たる介護者の介護負担の変化と主たる介護者の入所継続の希望
　平成13年の調査では、身体的な苦痛や精神的な負担などほとんどの回答者の負担が軽減してい
た。また、自由回答でも「近くなったので安心した」「本人が嬉しそうなので安心した」という
ように、入所者と主たる介護者双方の「安心」と感じていることがわかった。「経済的負担が重
くなった」と回答した人が４名（3.88％）いるが、この点については、措置制度から介護保険制
度への移行期であることから、自己負担がなかった場合には介護保険開始とともに1割負担が生
じたためと考えられた。一方、入所後「別居家族としばらく悪い雰囲気が続いた」「母（入所者）
の親戚など付き合いのあるところに事後報告したが、８割は納得してくれたが、２割は親を捨て
たと責められた」等直接介護にあたっていない家族から主たる介護者へ否定的な言葉がかけられ
ており、家族関係の複雑さを感じるとともに、介護負担が軽減したにも関わらず新たな精神的な
負担が生じる場合もあることがわかった。また、「寂しさと手放した自分への責めがあった」「（介
護者の）子供の話をろくに聞いていない時があった」等、精神的に落ち着いた後に気づかされる
ことがあり、それらとどのように向き合っていくかを考えていく必要があると思われた。
　平成24年の調査では、「経済的負担が重くなった」と回答した人３名（３％）以外は、負担が
軽減し肯定的にとらえていることがわかった。また、自由回答でも「心配がなくなった」「介護
者の病状が良くなった」等と相反する回答はなかった。入所前の介護負担感については、「体力
の限界や介護以外のこととの両立の困難さ」「家族関係」等、介護を継続しがたい理由が多くあ
げられていたが、特養への入所を契機に負担を感じることなく過ごされていることがわかった。
　平成13年と平成24年ともにすべての主たる介護者が入所継続を希望されていることから、施設
Ａでの施設ケアに満足されていることがわかった。入所者が退所を希望した場合の受け入れにつ
いては、平成13年は83.6％が「不可能」であったが平成24年は95.5％が「不可能」と回答している。
介護保険制度となり特養は「在宅復帰」も一つの役割として挙げられているが、入所者が退所を
希望した時の受け入れは「可能」「条件が整えば可能」と回答した人は、平成13年16.4％、平成
24年4.5％と現実的には「在宅復帰」の難しさを表していると考えられた。

（３）特養入所者の主たる介護者への支援のあり方について
　今回の調査では、入所に至るまで在宅での介護期間や介護に従事していた介護者がどのくらい
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いたのか、在宅か病院・施設にいたのか等について十分に調査できなかった。そのため、入所に
至るまでの経緯による介護負担の違いについては明らかにすることはできなかった。また、調査
対象者をそれぞれの年の4月1日に入所していた者としたことから、入所してからの期間について
はばらつきがあるものとなった。
　以上のように、調査内容に関する限界はあるものの、特養への入所を契機に主たる介護者の介
護負担や介護に対する認識を明らかにした。また、特養入所後には主たる介護者の介護負担の多
くが軽減されていることから、介護する家族の負担を考え入所した入所者本人にとっても特養へ
の入所は満足のいく選択肢であると考えて良いのではないかと思われた。
　特養入所者の主たる介護者への支援のあり方として、次の３点が挙げられる。
　第一には、「日常生活動作や生活関連動作等について主たる介護者以外でも対応可能な介助に
ついては、積極的な居宅サービスや生活支援サービスの活用」が望まれる。訪問介護や訪問看護
以外にも地域の生活支援サービスを取り入れていくことにより、介護負担の緩和や軽減を期待し
たい。
　第二に、「認知症に対する理解と適切な対応」である。負担と感じた認知症状は「物忘れ」等
の中核症状から生じる「言葉の暴力」や「介護に対する抵抗」等の周辺症状が多く挙げられていた。
家族であればこそ、「頭では理解できても、割り切って対応すること」ができない難しさもある。
しかし、今回の結果から主たる介護者のみならず地域住民への「認知症」に関する啓発や教育の
必要性が強く感じられた。それと同時に、調査結果の回答だけでは不明な部分もあるが、専門医
への受診等適切な対応が本人にとっても主たる介護者にとっても必要であると考えられた。
　第三に、「主たる介護者の介護に対する認識は否定的な側面だけではない」ことを理解した上で、
支援にあたることである。広瀬12）らの「認知的介護評価」を参考に、主たる介護者の「介護役割感」

「高齢者への親近感」「自己成長感」について評価していくことが、主たる介護者と一緒に特養入
所者へのケアの質の向上につながるのではないかと思われた。
　今回の調査結果から、地方の町の特養では家族との緊密な関係を活かし、特養入所により介護
負担が軽減した家族に対して新たな介護役割構築のための働きかけを行うことにより、高齢者に
対する施設ケアの向上につながるのではないかと考えられた。

６．まとめ

　本研究では、特養施設Ａの入所者の主たる介護者に対して調査を行った。その調査結果から、
第一に、特養への入所に至るまで主たる介護者の介護負担感（どんな介護がつらかったか）につ
いては、平成13年は「心身両面での介護負担の増加」、平成24年は「体力の限界や介護以外のこ
ととの両立の困難さ」がそれぞれ半数を占めていた。負担感ばかりではなく、介護に対して肯定
的に捉えている回答も１割程度あった。
　第二に、特養入所後の主たる介護者の介護負担の変化は、ほとんどの主たる介護者の身体的苦
痛や精神的な負担は軽減していたが、中には入所させたことへの後ろめたさを感じることや他の
家族から否定的な言葉がかけられることが負担になっていることがわかった。主たる介護者の施
設サービスに関する意向については、すべての主たる介護者が入所継続を希望しており、入所者
が希望した場合に退所することに対して、８〜９割は「不可能」と答えていた。
　第三に、特養入所者の主たる介護者に対する支援のあり方については、①居宅生活中の場面で
は、日常生活動作や生活関連動作等などで主たる介護者以外でも対応可能な介助に関しては積極
的な居宅サービスや生活支援サービスを活用すること、②認知症に対する理解と適切な対応を強
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化すること、③主たる介護者の介護に対する認識は否定的な側面だけではないことを理解した上
で対応すること、が考えられた。
　また、地方の町の特養の場合は、特養入所後も緊密な家族との関係を活かし、新たな役割や関
係を構築するための働きかけを行うことが、施設ケアの向上につながるものと考えられる。
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１．はじめに

　地域コミュニティとの関係が希薄化し孤独死する独居高齢者、職に就けず家族・親族や友人と
の交流もない未婚の中年、ニートからホームレスへ移行する若年者、仕事をしていても経済的に
困窮するワーキングプアのなど、近年、さまざまなタイプの生活困窮者が見いだされ始めている

（高崎経済大学附属地域政策研究センター2010）。これら多様化、複雑化、深刻化する生活課題
に対して既存の福祉制度では対応に限界がみられる。
　このような状況の中、既存組織から独立した形態で活動する独立型社会福祉士の実践に期待が
寄せられている（小川2008）。独立型社会福祉士は、高い自律性を背景にアウトリーチ、地域で
のネットワーキング、社会資源の開発、制度政策の改善などの役割を担い、福祉政策にもとづく
制度から排除された人々に対して有効な実践を展開している（高良2012）。しかし、安定的な対
価確保の難しさ、個人対応の限界、社会的認知や信用の低さ、リスクマネジメントの未整備など、
多くの課題も指摘されている（小川2012）。高木（2011：52）は、「独立型社会福祉士事務所につ
いては、まだまだ実践が少ないのと同時に、その数も少なく、運営面におけるモデルも示されて
いないため、現在、『社会福祉士』として勤務している者がリスクを冒してまでの転職は躊躇せ
ざるを得ないだろう」と述べている。現時点における独立の選択は多くのリスクを抱えながら活
動することを迫られる。
　しかし、これまでの調査から日本社会福祉士会会員名簿で所属先種別コードが独立型社会福祉
士に該当する社会福祉士は、2007年に442名であったのが2012年には693名と５年間に251名増加
しており、多くのリスクがある中で独立を選択する社会福祉士は増加傾向にある（高良2010a：
小川2013）。

２．研究の目的と用語の定義

　独立型社会福祉士が、多くの課題を抱える中でソーシャルワークを継続していくことを可能と
する力として、①志、②自己スーパービジョン力、③交渉力があげられている。その中で、高良

（2010b:12）は志について「最も助けを必要としている人の支援をするという明確で強い志を持
ち続けていることである」とし、「志こそ、未整備の環境下であっても、ソーシャルワーク実践
を継続していく原動力になっていると考えられる」と、独立型社会福祉士における志は必要不可
欠な要素であると指摘している。
　これらの研究は、独立型社会福祉士の実践を支える要因について論じている。しかし、どのよ
うにして高い志や専門的知識が形成していくのかというプロセスに着目した実証研究はほとんど
みられない。そのため、独立へ向かうプロセスと独立を促す要因を明らかにすることにより、倫
理的実践を担保する環境整備に向けての知見が得られると考えた。
　そこで、本研究では独立型社会福祉士として活動する社会福祉士への調査から得られたインタ
ビュー・データから、独立スタイルの形成過程を明らかにすることを目的に社会福祉士が独立を
選択する過程について検討した。また、本稿では紙数の都合上、独立スタイル別の活動内容や課
題の報告は、次稿で行う予定である。
　本研究における独立型社会福祉士とは、日本社会福祉士会の定義である「地域を基盤として独
立した立場でソーシャルワークを実践するものである」とし、「ソーシャルワークを実践するに
あたって、①職業倫理と十分な研修と経験を通して培われた高い専門性にもとづき、②あらかじ
め利用者と締結した契約に従って提供する相談援助の内容及び、その質に対し責任を負い、③相
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談援助の対価として直接的にもしくは第三者からの報酬を受ける、という方法で仕事をしている
社会福祉士」とする（日本社会福祉士会2006：17）。

３．研究方法

（１）調査協力者
　調査協力者は、独立型社会福祉士として実践を展開している社会福祉士とした。調査協力者は、
インタビューを終えた調査協力者に調査の目的に沿う独立型社会福祉士を紹介してもらった。紹
介された独立型社会福祉士のうち調査に同意が得られた独立型社会福祉士42人を対象とした（表
１）。

（２）調査方法
　調査は調査対象者の実践地域を訪問し事務所またはプライバシーが確保できる喫茶店などで
行った。インタビューは、半構造化インタビューを用いた。インタビューの内容は、「独立する
プロセスにおけるジレンマ経験について」「現在の実践内容と課題について」「独立型社会福祉士
として実践する上で意識していること」「今後の展望」などを中心にインタビューした。不明確
な点は確認したが、話の流れを重視するよう意識して行った。インタビューはそれぞれ、１回１
時間半から２時間実施し、2007年８月から2012年２月の期間に実施した。すべてのインタビュー
はICレコーダーで録音した。

（３）データの分析方法
　データは修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（M-GTA）を用いて分析を行った。
M-GTAは、データの切片化を行わず文脈依存的なプロセスを明らかにするためには適応性が高
い。また、分析を行った調査対象者の職域がヒューマンサービス領域であることや組織との相互
関係性の視点を重視すること、結果は概念とカテコリー（複数の概念のまとまり）の統合された
関係として全体の相関図を示すため、社会福祉士の独立プロセスを明らかにする本研究の目的に
有効と考え、M-GTAを分析方法として採用した（木下2007）。
　録音をしたデータはすべて逐語録に起こし、それを基に時系列に沿って活動や意識の変化を整
理した。また、作業効率を高めるため質的データ分析ソフトMaxqda2010を使用した。分析は１
行ずつ読みまとまりごとにコード化を行い共通する概念名を生成した。そして、概念名、定義、
コードとデータの一部、解釈を記載し、概念生成と解釈を繰り返し分析ワークシートとしてまと
め、概念のまとまりをカテゴリーおよびサブカテゴリーとして形成した。そして理論飽和化に到
達した段階で、概念やカテゴリーの関連性を全体関連図に書きだした。

（４）倫理的配慮と研究の質的担保
　本研究では、インタビューを依頼する際には調査の目的を伝えるとともに、可能な限り事前に
インタビューの依頼文書をはじめ質問項目やこれまでの調査結果などを送付し調査内容について
確認をとった。
　また、インタビューの際には、再度研究の目的および話せる範囲で構わないこと、プライバ
シーの厳守について伝え、データの扱い（録音・逐語記録・分析手順と方法,結果の公開・論文
化）については文書および口頭で説明し、了解が得られた場合に承諾書に署名してもらいインタ
ビューを開始した。
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　研究の質の担保のために、分析作業は調査者である筆者に加えM-GTA法を理解している第三
者との検討を行った。

 表１．インタビュー協力者の属性

　　　　　　　　　　　　、SA：ソーシャルアクション、ヘルパー：ホームヘルプサービス、相談：相談支

援、地域：地域福祉
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４．ストーリーラインおよび結果

（１）ストーリーライン
　42人のデータ分析の結果、【独立への促進要因】【ソーシャルワークの文脈での解釈】【限界認
識からの問いの保持】の３つのカテゴリーに分類した。また、本研究での独立スタイルの形成プ
ロセスの全体関連図は図１に示した。ストーリーラインは以下のとおりである。
　既存組織でのジレンマの蓄積から〈限界の認識〉に至っていた。自らの限界への対応として独
立が意識化される中、【独立への促進要因】によって〈地域貢献スタイル〉と〈ビジネススタイル〉
が形成されていた。これらの過程の中で自らの限界を手放さず問題意識として昇華させた【限界
認識からの問いの保持】が【ソーシャルワークの文脈での解釈】を促し〈社会変革スタイル〉の
形成がみられた。以下、独立スタイルの形成過程におけるストーリーラインの詳細をカテゴリー
ごと説明する。
　なお、【　】はカテゴリー、《　》はサブカテゴリー、〈　〉は概念、→は変化の方向、…は影
響の方向、とした。また、以下の文中の「　」はインタビュー・データからの引用であり、引用
内の括弧は筆者の補足である。

（２）【独立への促進要因】:《個人要因》《環境要因》
　【独立への促進要因】とは、既存組織におけるジレンマの蓄積と自らの能力の限界の認識を契
機に、現状への強い怒り、土地への愛着といった個人要因と収益や仕事の見通しがつくといった
環境要因が重なりあい独立へ踏み出す環境が整うことである。サブカテゴリーとして、《個人要因》

《環境要因》の２つがみられた。

図１．独立スタイルの形成プロセス

【独立への促進要因】
【実践スタイル】

《個人要因》
　〈土着意識〉
　〈現場主義〉
　〈ワークライフバランス〉
　〈開拓精神〉

《環境要因》
　〈収益確保の見通し〉
　〈仕事のイメージ〉
　〈仲間の獲得〉
　〈モデルの発見〉

〈地域貢献スタイル〉

〈ビジネススタイル〉

〈社会変革スタイル〉
【限界認識からの問の保持】

〈限界の認識〉
〈問の保持〉

既存組織での
ジレンマの蓄積

【　】：カテゴリー
《　》：サブカテゴリー
〈　〉：概念
　　：変化の方向
　　：影響の方向
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１）《個人要因》：〈土着意識〉〈現場主義〉〈ワークライフバランス〉〈開拓精神〉
　《個人要因》とは、性格特性を背景に土地への愛着や現場へのこだわりなどの個人特性をいう。
概念として、土地への愛着を持ち地域に根ざした活動に惹かれる〈土着意識〉、自らの仕事の場
をひととの関わりを前提とし現場にこだわる〈現場主義〉注１）、排除と権利侵害への深い怒りを
背景に変革に向けて道を切り拓く〈開拓精神〉、仕事とプライベートとのバランスを図り状況に
応じた働き方を模索する〈ワークライフバランス〉の４つがみられた（表２）。

２）《環境要因》：〈収益確保の見通し〉〈活動のイメージ〉〈仲間の獲得〉〈モデルの発見〉
　《環境要因》とは、収益や仕事の見通しを持つことが可能となったことに加えサポートを期待
できる仲間の存在や自らが目指す活動を展開しているモデルを発見することである。概念とし
て、独立後の収入確保として制度活用や相談援助に加え年金収入などから収益確保の見込みがつ
く〈収入確保の見通し〉、自分の目指す活動が実現可能であるとの感覚を得る〈活動のイメージ〉、
自らの感覚や目指す方向の確認やサポートを得ることが可能な仲間を獲得する〈仲間の獲得〉、
身近に具体的活動をイメージできるモデルを見つける〈モデルの発見〉の４つがみられた（表３）。

（３）【実践スタイル】:〈地域貢献スタイル〉〈ビジネススタイル〉〈社会変革スタイル〉
　【実践スタイル】とは、社会福祉士の資格を背景に自らが目指す活動スタイルを形成すること
である。概念として〈地域貢献スタイル〉〈ビジネススタイル〉〈社会変革スタイル〉の３つがみ
られた（表４）。

　  表２．個人要因
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　 表３．環境要因

独立後の収入確
保として制度活用
や相談援助に加
え年金収入といっ
た収益確保見込
みがつく

自らの感覚や目
指す方向の確認
やサポートを得ら
れる仲間を得る

　　 表４．実践スタイル
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　〈地域貢献スタイル〉とは、これまでの経験や知識を生かして第二の人生として地域に貢献す
るスタイルである。ある社会福祉士は、「社会福祉士で地域のために役立つかなってのがメイン
にある」と述へており、社会福祉士の資格を活かした地域貢献が意識されていることが伺える。
　〈ビジネススタイル〉とは、社会福祉士という専門職として利用者への支援から対価を得てい
くスタイルである。「そういう人たちの希望っていうか望みを叶えてくれるサービスがないんで
すよ。そこは僕はとってもビジネスとしてのマーケットでもある」と、既存の制度やサービスで
は対応が困難な地域課題をビジネスチャンスとして提え支援に対価をつなげていくことやビジネ
スとして成立するかを重点に置いた実践が意識されている。
　〈社会変革スタイル〉とは、ソーシャルワークの価値を背景に活動の延長線に狭間課題や地域
ニーズへの対応に向けた社会変革を視野に入れたスタイルである。ある社会福祉士は、「世の中
変えていかないといけない。個人としても出来ることはやってもいいかなと思う」と述べている。

（４）【限界認識からの問の保持】：〈限界の認識〉〈問の保持〉
　【限界認識からの問の保持】とは、ジレンマの蓄積による限界の認識を契機に独立へ向かうプ
ロセスの中で、ジレンマからの解放の機会を得ながらもジレンマを手放さず自らの限界を受け入
れ、問へと昇華させ問のまま保持することである。概念として、〈限界の認識〉〈問の保持〉の２
つが見られた（表５）。〈限界の認識〉とは、利用者主体を日指す中で蓄積させたジレンマを手放
さず自らの限界と向き合い認識することである。ある社会福祉士は、「権利侵害みたいなことが
実際に行われているんだったらば社会福祉士がそこにいる存在意義がない」と述べており、権利
擁護を使命とするのが社会福祉士であると自覚しているにも関わらず目の前の権利侵害に対応で
きない現実に無力感を感じていることが伺える。

　  表５．限界認識からの問の保持
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　〈問の保持〉とは、自らの限界を受け入れ独善的な実践に陥らないよう常に反省的実践を意識
することである。ある社会福祉士は「どういうソーシャルワークをしようかみたいなことを常に
悩んできた結果、得られるというかね」と、悩むことに肯定的な意味付けをしていることが伺える。

５．考察

　以上、社会福祉士の独立スタイル形成過程について検討した。上記の結果から、ジレンマの蓄
積による自らの限界の認識を契機に個人要因と環境要因が重なりあう中で、「地域貢献スタイル」
と「ビジネススタイル」の形成がみられた。また、これまでの体験や学習をソーシャルワークの
文脈で解釈する作業をとおして「社会変革スタイル」の形成がみられた。独立スタイル形成過程
の特徴として、ジレンマの蓄積を契機とした限界の認識からの問の保持が鍵となっていることが
示唆された。
　「地域貢献スタイル」は、これまでの経験や社会福祉士の資格を活用して地域社会に貢献した
いという情熱や“第二の人生”を価値あるものにしたいという想いに支えられたスタイルといえ
る。また「ビジネススタイル」は、隙間にある課題への対応をビジネスチャンスと捉え制度やサー
ビスにつなげ収益を発生させることができる幅広い知識と高い技術に支えられたスタイルといえ
る。
　これらの熱意と専門的知識・技術の双方に支えられたスタイルとして「社会変革スタイル」が
形成されていた。「社会変革スタイル」は、熱意と専門職としての知識・技術を背景に社会的排
除の状態にある方々への継続可能な支援スタイルといえる。高良（2012：324）は、「独立型社会
福祉士の実践を可能にしていたのは、社会福祉の価値に強固に根付いたゆるぎない志とそれを可
能にしようとする情熱であり、その想いを確実に実践に移すだけの柔軟な発想を可能にする幅広
くかつ専門的知識と技術も兼ね備えていた」と述べており、独立型社会福祉士の実践において高
い志と専門的知識・技術の双方が揃っていることが不可欠であるとしている。
　この志と専門的知識・技術をつなぎ社会変革への意識を醸成していたのが「問の保持」である
と考えられる。「問の保持」はジレンマを解消に向かわせるのではなく、限界の認識を問いのま
ま保持することである。この「問の保持」は、いわゆる“ゆらぎ”にあたると考えられる。樋口
ほか（2008：254）は、「ソーシャルワーカーの『ゆらぎ』に対して、ソーシャルワーカーは完全
に解消すべき方向に向かうのではなく、必然の状態としてある『ゆらぎ』をソーシャルワーカー
が常に認識することが必要と述べている。独立形社会福祉士は、ニーズに応じて柔軟的・即応的・
創造的な支援を可能とする高い自律性を備えるが、他者からの評価が受けにくく独善的な実践に
向かいやすい環境にある。そのため、誰の利益を護りどこに向かう活動であるのかを常に自らに
問い続けることが必要であり、問を保持しつづけられる環境の整備が求められる。

６．おわりに

　本研究では、社会福祉士が独立を選択するプロセスから独立形社会福祉士の実践スタイルを形
成するストーリー・ラインを示した。また、本研究のオリジナルな点として、独立型社会福祉士
に期待される社会変革を意識した実践スタイルの形成には、①独立への促進要因、②限界認識か
ら問の保持、が鍵となることを明らかにした。独立型社会福祉士の高い自律性はニーズに応じた
創造的な支援を可能とする一方で、クライエントの利益よりも自らの自己実現や事業収益を優先
させることも可能とする。そのため、自らの実践の限界を認識し問いとしての保持を促す機会と
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して、定期的なスーパービジョンや実践報告が活動の中に明確に位置づけられることが必要と考
えられる。
　今回の調査の主な限界としては、第一に独立以前の職務内容や相談援助経験によってジレンマ
の蓄積や限界の認識の内容が異なることが予想されること、第二に調査協力者への依頼を紹介に
よって行ったため、調査協力者に偏りがみられること、第三に一部の独立型社会福祉士の実践の
検討であること、第四に「地域貢献スタイル」と「ビジネススタイル」が「限界からの問の保持」
の影響をどのように「社会変革スタイル」へ促されるか不明であることなどがあげられる。今後
は、これらの課題への対応に向けて今回抽出した実践スタイルの有効性と課題の検討を予定して
いる。

※本研究は、JSPS科研費20730372、23730536の助成を受けたものです。
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メゾ・システムを基盤にした
北海道ひきこもり生活支援
アンケート調査と考察

田中　　敦（NPO法人レター・ポスト・フレンド相談ネットワーク）
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１．調査目的

　長期高年齢化するひきこもりに必要不可欠とされる情報には、大別して①両親のひきこもり者
へのかかわり方、②ひきこもり者の社会参加への手立て、③親亡き後のひきこもり者の生活支援
が挙げられよう。
　当法人にもすでに両親を亡くしたひきこもり者が存在するが、親亡き後のひきこもり者の生活
関係力形成が今後の大きな課題になっている。今回私たちは迫り来るこれら課題や不安を少しで
も解消していくために、平成24年度独立行政法人福祉医療機構社会福祉振興助成を受け、北海道
内の存在するひきこもり者とその家族への質問紙アンケート調査とグループ・インタビュー調査
を行った。
　そこでは長期高年齢化するひきこもり者のおかれた①生活状況を把握すること、そして、②今
必要とされるニーズを明らかにし、③彼らの生活を支えていくことに必要な支援方法や社会資源
を明らかにすることや、④すぐに地域の公的支援を受けられない場合、どのような生活の工夫に
よって日々の彼らの暮らしを営んでいくかなど、インフォーマルな資源としてのひきこもり者や
その家族ならではの生活の知恵袋を明らかにすることを主たる目的とした。

２．調査方法

　ひきこもり者とその家族が地域のどこにいるか分からない状況のもとでは家庭へのダイレクト
な調査方法は困難を有するため、本調査にあたっては、これまで当法人として地方圏で悩むひき
こもり者本人とその家族の発見と掘り起こしの実績のある「サテライトSANGOの会」と称する

「ひきこもり地域拠点型アウトリーチ支援」の集まりを北海道内の14振興局所在地を一つの拠点
にして開催し、各調査地域に存在するひきこもり家族会をはじめNPO支援団体、保健所などの
公的支援機関からの協力や新聞等のマスメディアへの掲載告知を依頼して、そこからの誘いかけ
によって集まったひきこもりで悩むひきこもり者本人とその家族に対して、質問紙アンケート調
査を行うと同時にグループワークを通した聴き取り調査を行った。
　このような「ひきこもり地域拠点型アウトリーチ支援」調査法による「サテライトSANGOの
会」開催は、調査目的ではあるが、その意図とは別に互いに悩みを出し合い、勇気をもらい、ま
たひきこもり支援に必要な情報や支援のヒント等を出し合う機能を併せ持つ。こうした構造化さ
れない普段状況場面での調査法は当事者グループがもつ通常例会機能をフルに活用することで参
加者の本音に迫る調査活動を行うことができるメリットがあるところに一つの狙いがあった。
　また調査方法の基本は「サテライトSANGOの会」開催時に配布した質問紙アンケート調査法
と小グループ分けによって得られるグループ・インタビュー調査法とし、可能な限り参与観察法
を用いて声なき声にも耳を傾けてリサーチするよう努めた。
　なお、調査者数は一つの「サテライトSANGOの会」につき３～４名単位とし、当法人の理事
者を含めた正会員であるひきこもり経験者が担当した。本調査の集計と編集行程は、その作業に
あたる者が定期的に集まる「北海道ひきこもり生活支援ガイドブック編集委員会（構成員4名）」
を設置して、調査から明らかにされた課題等を整理考察し、ガイドブックに掲載するべき内容や
その編集作業、進捗状況等の確認を行った。
　各調査地域には、開催される「サテライトSANGOの会」が少なくとも開始１カ月前までには
案内が周知できるように準備を整え、会場の選定を行った。調査活動は、2012年７月から同年12
月にかけて調査者が役割分担して行った。
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　なお、調査実施における倫理的配慮については、調査時に「サテライトSANGOの会」の参加
者に対して調査者が開始前に本調査の趣旨をじゅうぶんに説明したうえで、個人のプライバシー
や人権が損なわれないよう配慮することを伝え回答者に了解を得た。また本調査で得られた情報
は、本調査目的以外には許可なく使用しないことで理解を得た。

３．質問紙アンケートの調査結果

　本質問紙アンケート調査は、北海道内14振興局内の12箇所で実施した「サテライトSANGOの
会」の参加者に配布し、総数106通の回答を得た。それぞれの調査地域での回答者数は、石狩地
区24通、宗谷地区７通、オホーツク地区７通、釧路根室地区４通、十勝地区４通、胆振地区６通、
渡島檜山地区24通、後志地区８通、上川地区12通、留萌地区１通、日高地区３通、空知地区６通
である。地域事情や会場選定に難航した渡島・檜山地区と釧路・根室地区については諸事情で合
同開催としたため、当初予定していた14箇所より少ない12箇所開催となった。なお人口が多い石
狩地区では、複数箇所で開催し、全国引きこもりKHJ親の会家族会連合会北海道「はまなす」、
ひきこもり親の会スペース「からころ」、発達障害の親の会ランチミーティング参加者のひきこ
もり者とその家族の協力を求め回答を得た。また同様に後志地区では、小樽不登校ひきこもり家
族交流会の参加者から回答を得た。「サテライト事業」の参加者数延べ176名のうちアンケート回
答者数は106名、回答率は60%であった。以下は、回答における各質問項目ごとの調査結果である。
なお、図表は紙幅の都合上割愛する。

１）回答者の続柄
　「アンケートの回答者」のひきこもり者との続柄について尋ねたところ（Q01）、今回実施した
12地区のアンケート調査のなかで、一番多かった回答者は母親70人（66%）。次いで多かったのは、
ひきこもり者本人15人（14%）、父親の13人（12%）と続いた。その他の回答欄では、姉、伯父、
保健師、子どもと記載された以外は、すべて無回答（N.A）だった。また石狩地区で実施したア
ンケートでは、母親の欄を選択した欄外に「ひきこもり傾向」と書かれていたものがあった。ひ
きこもり者本人との接触がままならない現状と同時に支える家族までもがひきこもり傾向にある
ことが伺える。

２）ひきこもり者の性別
　ひきこもり者本人の性別は（Q02−1）、男性が81人（72%）と全体の約７割を占めた。一方、
女性は23人（20%）にとどまり無回答も９人（８%）もいた。また今回の調査では世帯に複数人
のひきこもり者本人がいる家庭も明らかになった。石狩地区、宗谷地区、空知地区には、兄弟２
人でひきこもっている世帯が各１世帯ずつ見られ、上川地区には２世帯あった。

３）ひきこもり者の年齢
　ひきこもっている本人の年齢については（Q02−2）、一番多かったのは30代で42人（37%）。
次いで20代33人（27%）、40代18人（16%）と続き、10代は14人（12%）にとどまった。またすで
に50代も２人（2%）おり、全体的に高年齢化が進行していることが改めて理解できる。また今
回の調査からひ無回答者N.Aを除くひきこもり者本人の平均年齢は、30.3歳（男性平均年齢29.8歳・
女性平均年齢27.8歳）、最年少は13歳、最高齢は55歳だった。続柄（Q02−3）では、長男が多く
53人（47%）で全体の半数を占めている。次いで二男19人（17%）人、長女18人（16%）、三男、
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二女各４人と続く。三女はいなかった。

４）ひきこもり者の居住形態
　ひきこもっている本人の居住形態（Q03）で最も多かったのは、親と同居で86世帯（81%）と
全体の約８割を占めている。一方、一人暮らしは８人（７%）と全体の１割にも満たなかった。
少数ではあるが下宿２人（２%）、入院中1人（１%）というものもいた。その他の項目４人（４%）
では、働きながら学校へ通う友人との同居、グループホーム、伯父や叔母との同居、兄弟と同居
がそれぞれ各１件あった。

５）ひきこもるきっかけ
　ひきこもるきっかけ（Q04）で多かったのは、「その他」の項目で20件（16%）。続いて「親子関係」

「職場での不適応」がそれぞれ18件（14%）。次いで「友人関係」が17人（13%）、「就職進学での失敗」
「「病気」各15人（12%）、学校教師との関係も12人（10%）と１割あった。「なんとなく」６人（５
%）という傾向もみられた。
　全体的の割合からみて、極端に多い項目はなく様々な要因が絡んでいることが挙げられる。今
回の調査で一番多い「その他」では、「わからない」と書かれたものが４件で多く、それ以外に
は発達障害２件、いじめ３件、パニック障害や強迫神経症、離婚などの家庭環境、不登校を含め
た学校への不適応３件、一人っ子、高校中退、思春期のつまずき、学校での人間関係、対人関係
による退職、また複合的要因と書かれていたものが１件あった。

６）ひきこもり開始時の年齢
　ひきこもりを開始した本人の年齢について（Q05）、一番多くみられたのは10代の51人（41%）、
次いで20代の43人（38%）で、思春期から青年期にかけてのひきこもり発生率が全体の８割以上
を占め、今回の調査におけるひきこもり開始平均年齢は20.6歳だった。しかしその一方で30代９
人（８%）も見られ、最高齢は47歳という現状から、ひきこもりが幅広い年代層において発生し
ていることがわかる。

７）ひきこもりの期間
　ひきこもっている期間では（Q06）、ひきこもり者の平均期間は9.2年（無回答者N.Aを除く）。
１年～５年が32人（28%）、６年～10年が28人（25%）と多く、全体の半数以上を占めている。また、
11年～15年21人（19%）、16年から20年13人（11%）、21年以上４人（４%）と10年を超えている
ひきこもり者も全体の約３割に達し、全体的に長期化の傾向である。

８）ひきこもり者の学歴
　ひきこもっている本人の学歴では（Q07）、「大卒・短大卒」が23人と全体の20%と多い半面、「高
校中退」19人（17%）、「大学・専門学校中退」16人（14%）など学校を途中でやめてしまってい
るひきこもり者も全体の３割に達する。中退はまた学歴上は「中卒」17人（15%）と同様である。
その他の項目では、現役中学生や高校生のほか「高等養護学校」「大学院修士卒業」という回答
もあった。

９）ひきこもり者の不登校経験
　ひきこもり者で不登校経験について（Q08−1）、あると回答した人は56人（50%）で、全体の
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半数に及ぶ。その一方で不登校経験がないとしたひきこもり者は35人（31%）、全体の約3割に達し、
無回答N.Aも22人（19%）となっている。不登校がひきこもりにすべて直結するものではないが、
学校時代に何らかの諸事情で不登校を経験している人がひきこもり者には多いことがわかる。

10）不登校の開始時期
　不登校の開始期間では（Q08−2）、小学校低学年５人（９%）、小学校高学年９人（16%）、中
学校と義務教育段階25人（45%）と全体の7割を占める。また高校生も11人（20%）と全体の２
割に達し、少数ではあるが大学生３人（6%）、専門学校生１人（２%）がいる。自由記述では、
不登校の期間を具体的に示した回答者が見られるが、数か月の期間から10年間に及ぶものまで
個々様々である。とりわけ、５年間というのが自由記述で顕著にみられた。

11）家庭内暴力の有無
　ひきこもっている本人の家庭内暴力については（Q08−3）、「ない」と答えたものが46人、全
体の40%を占めている。しかし「ある」と回答したものも40人、全体の３割を超えている。この
うち器物破損による暴力は24人（21%）、家族への暴力は16人（14%）を占め、物に対する暴力
のほうが対人暴力を上回ったことに加え、家族が判断しがたい無回答者も28人（25%）いる。

12）ひきこもり者の通院歴
　ひきこもっている本人の通院歴では（Q08−4）、「通院歴がある」と回答した者は55人（49%）、
全体の約半数に通院歴があり、「通院歴ない」と回答した者は34人（30%）の３割、無回答N.A
も24人（21%）あった。またその病名内訳（Q08−5）では、うつ病が一番多く11人（17%）で一
番多く、次いで統合失調症７人（11%）、発達障害５人（15%）、強迫神経症４人（6%）、対人恐
怖症４人（６%）と続いた。ひきこもり者本人には様々な精神疾患の病名がつけられていること
がわかる。
　さらに、ひきこもっている本人が病院へ通う通院期間は、「１年未満」13人（24%）が全体の
２割を超え一番多く、次いで「１年以上」８人（15%）、「２年以上」「３年以上」各４人（７%）、「４
年以上」３人（５%）、「５年以上」「７年以上」「８年以上」各２人（４%）と多い。20年以上に
及ぶものが３件（６%）あり、長期に渡って病院に通院し続けるひきこもり者がいる。

13）ひきこもり者の保護者の年齢
　ひきこもり者を持つ保護者の年齢は（Q09）、父親、母親ともに60代が多く、父親が36人（34％）、
母親が40人（38％）を占める 。次に多いのが50代で父親、母親ともに30人（28％）であった。
親全体の平均年齢は61.1歳（父親の平均年齢は、62.8歳。母親の平均年齢は59.6歳）だった。す
でに父親では、70代17人（16%）、母親では7人（７%）、80代は父親母親共に３人（３%）いるな
ど支える親の高年齢化が進行していることがわかる。

14）世帯構成
　ひきこもっている家族の世帯構成では（Q10）、一番多かったのは、３人世帯で49件（46％）。
次いで４人世帯23人（22%）だった。二人世帯と回答した者は10人（９%）にとどまった。その
他では、５人世帯が４件あったほか、６人世帯も２件あった。
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15）保護者の収入状況
　ひきこもり者をもつ保護者の年収は（Q11）、「300万以上～400万未満」20件（19％）が一番多く、
次いで「200万以上～300万未満」16件（15％）となり、この２項目で全体の34％に達する。また、

「わからない」と回答した者も19人（18%）いたほか、年収200万円に満たない生活困窮者世帯も
10人（９%）いる一方で、年収が1,000万以上回答する者も２人（２%）いた。

16）経済面の生活状況
　前項と関連して.ひきこもりを持つ本人との生活度合いでは（Q12−1）、「何とかやっている」
48件（43％）が一番多く、「支障はない」と回答した者は19人（17％）にとどまった。生活をな
んとか維持し続けているようだが、しかし、「大変苦しい」13人（12％）、「やや苦しい」18人（16％）
を合わせた割合も約３割に及ぶ。「その他」では、「このままひきこもったままだったらどうなる
のだろう」「本人は困っていないが、両親に介護が必要となり、妹も収入がないため、経済的課
題がある」「年金生活になると苦しくなると思う」と今後の生活度合いに不安を抱く回答があった。
　また、生活上の困っていることの自由記述では（Q12−2）、親からの回答では「父親が本人と
の生活時間が違うと休まらなくて身体がつらいと言っています」という回答や、当事者本人から
の回答では、「親の介護が心配な年齢になった」など先々の不安を訴える回答がみられた。

17）ひきこもり者の兄弟姉妹
　ひきこもっている本人と兄弟姉妹との関係では（Q13−1）、「姉」がいる25人（21％）、「弟」
がいる23人（19％）、「兄」がいる22人（18％）、「妹」がいる21人（17%）で、大きく差はなくほ
ぼ同数となった。一方兄弟姉妹なし、と回答するいわゆる一人っ子は、15人（12%）であった。
　また、兄弟姉妹から本人または親への支援状況の自由記述では（Q13−2）、「特になし」とい
う件数が多くみられる一方で、「長女に月２万円入れてもらっている」など、経済的支援状況が
みられたほか、「兄、姉とは絶縁状態」という当事者の回答もみられた。

18）ひきこもり者の交友関係
　ひきこもっている本人の交友関係の状況について（自由記述）の設問では（Q14）、「月に１~
２度お茶や食事などにでかける」など、ごくたまに友人と交流があるひきこもり者本人の回答が
みられるが、その多くは交友関係なしという回答によって占められている。

19）ひきこもり者の小遣い
　ひきこもっている本人へのお小遣いについて（Q15−1）、全体の半数以上の59件（53％）の世
帯でお小遣いを支給していると回答した。
　支給金額については（Q15−2）、一番多かったのは「10,000円以上11,000円未満」で15人（25％）。
次いで「5,000円から6,000円未満」「20,000円以上21,000円未満」が各７人で同数（12％）を占めた。
支給金額については、1,000円～80,000円まで幅広くみられる。
　金額設定方法では（Q15−3）、「本人の希望とする金額」は５人（８%）にとどまり、「親の指
定した金額」が25人（40％）、「親子協議による設定」が、16人（26％）と続いた。その他では、
祖父母からもらっている、車の維持費など必要なものに対して、足りなくなったら渡す、なんと
なく、などの回答がみられた。
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20）ひきこもり者の買い物の方法
　ひきこもっている本人の日常生活用品の買い物はどのようにしているのかについては（Q16）、

「本人が外出し買物に行く」が51人（40％）。「本人がインターネットで注文し、親が受け取り料
金を支払う」18人（14%）、「親が本人から言われた物を買ってくる」17人（13%）と全体の27%
は親が対応していることがわかる。「その他」では、「親と一緒に買い物に行く」「本人の意思に
関係なく親の判断で買ってくる」など親が必要だと思うものを用意する回答が目立った。

21）ひきこもり者の購買意欲
　ひきこもっている本人の購買意欲度は（Q17）、「限られたお小遣いの範囲内で購入している」
が42人（37％）で一番多く、次いで「節約し、必要最小限のものを購入している」39人（34％）
と８割弱を占め、「ほしいものを購入し、買物依存傾向である」と回答する者は８人（７%）に
すぎなかった。「その他」では、「食材など必要最小限のものを買う」など節約まではいかなくて
も無駄遣いは控えるという傾向が理解できる。

22）本人または家族による預貯金
　ひきこもっている本人の将来の為に本人または、家族が預貯金等をしているのかについては

（Q18−1）、「特に何もしていない」が、51人（46％）を占め最も多かったが、「将来に備えた預
貯金をしている」32人（29％）は約３割に達する。「その他」では、「少しでも貯金をして、残し
てあげたいができない」「年金を払いたいが生活が苦しい」「備えがないが、先の心配はしている」

「最も頭が痛い問題です」など将来に不安を抱える家族が多いことがわかる。
　親なき後の具体的な対策についての自由記述では（Q18−2）、「親としては生活保護になる」
という回答や、「後見人を付けようと思う」「グループホームか施設の検討」といった回答がみら
れた。当事者本人からは、「親がいないと困る」「遺書を書いておくようにとそれとなく親に伝え
る」という回答がみられた。

23）ひきこもり者の居室環境
　ひきこもっている本人の自室と、ひきこもっている本人の生活環境については（Q19）、「個室
である」と回答した者が83人（32％）と最も多く、次いで「パソコンがある」56人（22％）、「テ
レビがある」50人（19％）「電話がある」26人（10%）と続く。また自室に「冷蔵庫がある」や「スマー
トフォンやタブレット型端末がある」各11人（４%）とおり、多くの当事者が個室を持ち、パソ
コンやテレビ、冷蔵庫等の家電製品に囲まれた環境で生活していることがわかる。「その他」では、

「DVDプレーヤー、ラジオ、CDプレーヤーがある」という回答や、「パソコンは親のものを使用
している」「個室ではないが寝るときは一人で寝る」という生活状況がみられた。

24）ひきこもり者の日々の過ごし方
　ひきこもっている本人の日常生活状況について該当するものは何かについて（Q20）、「パソコ
ンをしている」が最も多く60件（27％）。続いて「ゲームをしている」48件（22％）、「読書をし
ている」38件（17％）「体力づくりをしている」15人（７%）、「勉強している」12人（５%）と続く。

「わからない」と回答した者も12人（５%）いた。「その他」では、「テレビや携帯を見ている」「散
歩」「デイケアに通う」「家事手伝い」などがみられた。
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25）ひきこもり者の家事行動
　ひきこもっている本人が掃除・洗濯・食事づくりなどの実施状況について（Q21）、「その他」
が一番多く31人（26％）、次いで「親が出来ない時のみ本人が行なう」が30人（25％）、「役割分
担があり一部本人が行なう」が24人（20％）。その一方で「全て親が行なう」17人（15％）と「全
く本人が行なおうとしない」６人（５％）で全体の23%占める。「その他」では、「自分の関係あ
る物以外行おうとしない」「仕方なく自分でしている」「本人の意欲が出た時、（気が向いたとき）」
などがみられるが、おおむね本人自らが何らかの家事を行っている回答がみられた。

26）ひきこもり者の来客対応状況
　ひきこもっている本人は、来客に対しては対応が可能かについて（Q22）、「不可能である」と
回答した36人（35％）が一番多いが、「可能である」と回答した者は30人（30％）に、必要が迫
られ「親が不在の時のみ対応可能」と回答した20人（20％）の件数を合わせると、「不可能である」
を上回る。「その他」では、「いつもパジャマを着ているので対応できない」「集金の方には対応
できる」「特定の人の訪問のみ可」「一部知り合いは、可能である」という回答もあり、時と場合
により対応が可能な方がみられる。

27）ひきこもり者の食事
　ひきこもっている本人の食事頻度と家族関係について（Q23）、「家族と共に食べる」が50人

（43％）と最も多く、「自室にて一人で食べる」22人（19％）と「家族がいない時に食事をとる」
17人（14%）で全体の33%を占め、家族と食事をとっていないことになる。ただし、複数回答により、
その両方を選択している場合もみられ、その時々の家庭内の状況により食事を取る形態に変化が
あると思われる。「家族のつくったものではなく、コンビニ等の弁当等で食事を取る」は４人（３
%）にとどまった。「その他」では、「家族とともにたまに外食する」などがみられた。

28）ひきこもり者の外出頻度と他者との交流
　ひきこもり者本人の外出頻度と交流人数について（Q24−1）、「ほとんど外出しない」が40人

（36％）で一番多く、「常に家にいる」13人（12%）を含めると約半数の48%に達する。これに対
して「週何回か外出する」が37人（33％）、「毎日外出する」は11人（10％）にとどまった。
　外出する際の人の交流人数は（Q24−２）、「人との接触、会話はない」が最も多く44人（50％）
に達し、会う人数では、「２～３名」が14人（16％）、次いで「１名以下」８人（９%）と少人数
のかかわりにとどまる。「10名～11名」３人（４%）、「４名～５名」「６名～７名」各２人（２%）
も少なく、人数不明も３人（３%）あった。

29）ひきこもり者の外出範囲
　ひきこもり者本人の行動範囲については（Q25）、「その他」が最も多く33人（29％）。「近所の
コンビニ可」など自身の買物や、「図書舘など一人で行けるところへ出て行いく」傾向や、「札幌
や東京など居住地外のところが好き」などがみられる。また「居住地周辺は見られるのが嫌なの
で可能な限り避けて行動する」が27人（24％）おり、近隣など狭い範囲への警戒心も根強くあ
ることがわかる。その一方で、「宿泊するような地方圏へ行くことは不安で行動できない」13人

（12%）、「居住地以外など見知らぬところは不安で行動できない」９人（８%）傾向もみられる。
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30）ひきこもり者の行政等手続き行動能力
　ひきこもり者本人の諸手続き行動について（Q26−1）、「ひきこもり者本人が一人で支払いや
行政手続きのやり取りができる」が約４割の46人（41％）、「ひきこもり者本人が一人で支払いや
行政手続きのやり取りができない」が45人（41％）存在し、ほぼ同数の結果だった。
　諸手続きができないひきこもり者本人に対して家族が今から準備・検討していることは何かに
ついて（Q26−2）、「親亡き後については、特に考えていない」が29人（30%）「親亡き後については、
ひきこもり者本人に任せている」11人（12%）と全体の41%を占めている。「親亡き後について
は、本人に代わりて手続きの行使を兄弟姉妹や親戚に頼んでいる」「親亡き後については、第三者、
任意後見人制度の活用等を検討している」各５人（５%）にとどまる。「その他」では、「考えな
ければならないが、まだ取り組めていない」とするものが多くみられた。

31）本人や家族と支援団体の関係
　ひきこもり者本人と家族の支援団体機関とのつながりについて（Q27−1）、最も多かったのは

「家族会」44人（28％）、次いで保健所24人（15％）、医療機関21人（13％）、NPO法人14人（９%）、
精神保健福祉センター７人（４%）と続いている。児童相談所や教育センターは年齢的なものが
あるだろう、各１人（１%）と少数だった。「その他」では、「発達障害支援センター」「デイサー
ビス」「適応指導教室」「当事者研究会」と回答したものがあった。また、相談機関への対応不備
の指摘もみられ、相談対応は「最終的には人柄によるところが大きいような気がいる」という回
答を代表するような意見も出されていた。
　「特になし」以外を選択した回答者の内、相談対応で良かったところ、悪かったところを具体
的に書いて下さいという（自由記述）の設問では（Q27−2）、「手帳は取ったが、その後どこに
もつながっていない」など行政機関への不満がみられた一方、「家族だけの空間に第三者が入る
事は風穴を開けるという意味でたいへん良かった」という回答もみられた。特に「専門家、カウ
ンセラーなどを自宅に派遣してくれると良い」という訪問支援のニーズもあった。また、家族会
の役割では、気兼ねなく話し合える機会がみられるという利点があるのと同時に、家族会だけで
は将来の展望が見えにくいという傾向がみられた。

32）本人と家族の会話の度合い
　ひきこもり者本人と親との親子の会話の度合について（Q28）、「必要なことは話せる」36人

（27％）が最も多く、次いで「気兼ねなく話せる」25人（19％）、「気を使いながら話せる」24人
（18％）あり、この３項目で全体の６割を占め、会話は一応できる状況が伺える。一方、「会話が
難しい」14人（11%）「会話が成立しない」10人（８%）は全体の２割にみられる。なんとか「メ
モなら話せる」も７人（５%）あった。「その他」では、「話しかけても返答がない」「父親とは
会話なし」「仕事の話になると本人は腰がひけてしまう」という回答があった。

33）本人と親との親子行動
　ひきこもり者と親との親子での行動について（Q29）、「親子で外食ができる」が39人（21％）、

「親子で買物ができる」38人（20％）と多く、「親子で冠婚葬祭に参加できる」26人（14％）、「親
子で親戚等の集まりに参加できる」23人（12％）を加えると67%が、親子で行動ができる状況で
あることが理解できる。しかし「親子での行動はできない」21人（11%）「親子で自宅にいるこ
とが多い」20人（11%）と約２割あるほか、地域との関係性としての「親子で近隣の集まり・行
事に参加できる」と回答する者は２人（１%）と少なかった。「その他」では、「医療機関だけ」「お
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墓参りだけ」とする回答があった。

34）ひきこもり者を持つ父母間の協力関係
　ひきこもり者を持つ父母夫妻はお互い理解があり、協力できる関係性にあるかについて（Q30）、

「父母夫婦は理解があり協力できる関係にある」51人（46％）と最も多く、「父母夫婦は理解があ
り協力できる関係にはない」11人（10％）大きく上回っているが、「何とも言えない」18人（16%）
と2割弱いる。また「その他」では、「母子家庭」「父が死去し片親世帯」「離婚している」と回答
した者や、「ひきこもりが原因で離婚した」と回答した者もあった。

35）親とひきこもり者の意思疎通
　ひきこもり者本人に親は頼みごとを言えるか、またはそれを受けいれるかについて（Q31）、「言
える・受けいれる」が55人（49％）で全体の約半数を占めた。「言いづらい、受け入れにくい」
22人（18％）、「言えない・拒否する」９人（８％）あり、２割以上の世帯で、本人と家族間の意
思疎通が難しい現状もみえる。「その他」では、「遠慮しながら頼まれているような感じはある」「そ
の時とその内容による」「言えるけど拒否される」などがみられた。

36）家族の不安や悩み
　ひきこもり者とその家族がかかわるうえでの不安・悩みについて（Q32）、第一に挙げられた
のが「就労自立」で65人（33％）、次いで「親亡き後の生活」55人（28％）、「対人関係の対応」
42人（21％）「日常生活の対応」26人（13%）と続いた。

37）親戚や近隣に知られることへの抵抗感
　ひきこもり者がいることを親戚縁者や地域の近隣に知られることについて（Q33）、「知られる
ことに抵抗はない」が一番多く40人（33％）を占めるが、「地域の人に知られることには抵抗がある」
が、33人（27％）、「親戚縁者知られることに抵抗がある」11人（９％）、「職場の人に知られるこ
とに抵抗がある」９人（８％）の割合を加えると44%となり、世間体を意識する者が多い。「その他」
では、「本人が抵抗がある」という回答が多くみられ、「地域に噂等が知らないうちに広がっていっ
た」という回答もみられた。

38）親から見た就労自立の可能性
　現在のひきこもり者本人を見て、親が亡くなるまでに就労自立することが可能であるかについ
て（Q34−1）、「非常に不安である」が34人（30％）、「やや不安である」が29人（26％）、「不可
能である」も13人、（12％）と、この３項目の割合が、「可能である」の13人（11％）を大きく上
回り、親亡き後の自立に大きな不安感を残す結果となったが、「その他」の項目では、「何かきっ
かけがあれば、可能ではないかと思う」、「希望を持っている」といった前向きな考えも提示された。
　「就労自体が不可能」と判断される具体的な理由としては（Q34−2）、まず、ひきこもり本人
の要因として「本人が社会へ出る意欲がない」「働く意欲がない、働く能力が低い」「プライドが
高く、これがなければダメだと言って難しい」「対人とのコミュニケーションをとるのが難しい」
などがみられた。家族側の要因としては、「一度も働いたことがないので、たぶん無理だと思う。
年月がたちすぎているので、社会も受け入れてくれないと思う」などあきらめてしまっている実
態もうかがえた。社会側の要因としては、「現在同居の親子が地域で孤立した状態である」、当事
者の回答では「ハローワークで門前払いをくらった、地域生活支援センターでもあまりいい対策
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をもらえなかった」など、当事者本人と家族を取り巻く環境の問題も理解できた。

39）将来に向けて必要な支援
　今後の将来の万が一に備えて、ひきこもり者に必要とされるものは何かについて（Q35）、最
も多かったのは「就労・働き場の支援」59人（25％）、次いで「仲間づくり・セーフティーネッ
トの構築」39人、（17％）、「地域の見守り・訪問支援の充実」23人（10％）、この３項目が上位を
占めた。「生活保護の申請手続きの支援」も20人（９%）あったほか、「ひきこもりの共済年金制
度の創設」18人（８%）、「障害年金申請手続きの支援」17人（７%）、「ファイシャンナルプランナー
等による親亡き後の生活設計」12人（５%）、「入所生活できる施設の支援」11人（５%）もいた。

「その他」では、「すべてともいえる」「地域の見守り・訪問支援の充実につながるパーソナルサポー
ター」という回答もあった。

40）自助組織や家族会に期待すること
　今後、自助組織・家族会に期待するものは何かについて（Q36）、「情報提供」が最も多く47人

（23％）を占め、続いて「新たな働き方としての中間労働支援」41人（20％）、「居場所づくり」
39人（19％）となった。施策して近年重視されてきた「訪問支援」については26人（10%）にと
どまった。このほか「学習会の拡充」12人（６%）、取り沙汰される「農業体験・自給自足の生
活づくり」も10人（５%）と少数だった。このことから「情報提供」「中間的労働」「居場所」の
３点が必要不可欠なキーワードとも言える。
　「その他」として、「ひきこもりの最終目標は、自立だと思うので、それを自覚できる様に当事
者会でも親の会でも、それとなく促していくことが、大事」「訪問支援→居場所づくり→中間労
働支援の段階が必要」等の意見がだされていた。

41）国による「ひきこもり地域支援センター」への期待
　国の行なうひきこもり地域支援センターの推進については（Q37）、「充分な政策である」と回
答した者は３人（３%）しかおらず、45人（40％）が「まだまだ不十分」であると回答。「まだ
不安が残る」14人（12％）を加えると半分以上が、充分な政策に至っていない考えを持っている
ことがわかる。また、「別な施策が求められる」も７人（６%）、「その他」では、「わからない」
と回答する者が散見される一方で、「どれだけ国に任せられるものか。親の努力はどうすれば良
いのか分からない」「管轄、担当者の充分な人材育成」「年金制度がほしい」という回答もあった。

42）ひきこもり者と発達障害について
　ひきこもりと発達障害の関係については（Q38）、無回答N.Aが最も多く28人、全体の23％あり、

「すでに発達障害であるという診断を受けている（発達障害の疑いを含む）」は12人（10%）にと
どまり「発達障害ではないと思っている」が、27人（22％）。「発達障害ではないかと思うところ
がある」26人（21％）でほぼ同数あり、「機会があれば受診して診断を受けてみたい」の23人（19％）
を含めると40%となり、全体的に発達障害であるのかどうかがわかりにくい者が多いといえる。

「その他」の回答では、「受診をして相談をしたいが、本人が受診しようとしない」など、当事者
本人が医療機関に繋がれない回答がみられた。

43）自助組織や家族会への参加状況
　これまでに、自助会・家族会に参加したことがあるかについて（Q39）、68人（61％）が「参
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加したことがある」と回答した。とくにこの傾向は自助会・家族会のような社会資源が充実して
いる地域での回答率は高い。「今回がはじめて」と回答する者も14人（12％）いた。「こうした集
まりがあること自体知らなかった」６人（５%）や「参加しようとしたが躊躇した」２人（2%）
も少数ながらいた。「その他」では、「自助会、家族会が存在しない地域もある」という回答もあ
り、北海道内において社会資源が特定の地域に集中している現状を述べる結果となった。

44）ひきこもり者の今後の生活志向（就労・社会参加以外）
　ひきこもり者本人を支えていく方策として従来の就労支援・社会参加以外の選択可能な方向性
指標について（Q40）、最も多く選択されたのは、「在宅ワーク」で40人（30％）を占めた。続い
て無回答39人（29％）。「共同住宅・ルームシェア」が22人（16％）、「社会的起業」が18人（13％）
であった。「婚活・主夫」「資産活用」は各６人と少数にとどまった。この結果から、一般就労だ
けではない新たな働き方などの方向性の模索が必要といえるだろう。
　「その他」の回答では、施設の入所など、行政に頼るか、当事者同士の居場所という程度の回
答しかみられなかった。

45）自由回答の記述
　その他、自由記述では（Q41）、「ひきこもりの人がまた社会にカムバックできるように長い時
間かけて、ゆっくりとしたペースで就労できるような技術資格を教育してくれる学校ができてく
れればと思う。今の就労支援や、就労訓練する場に行っても一般の企業で働けるようにはなりづ
らい。就労支援と一般就労の間に入る訓練できる場がほしい」という当事者からの切実な回答が
みられた。

４．考察 ～「サテライトSANGOの会」の事業を振り返って

（１）ひきこもり地域拠点型アウトリーチ支援の意義
　今回の調査結果で総数106通のアンケート調査を回収することができたことは、私たちの日常
取り組んできた活動の役割、具体的には特定非営利活動法人レター・ポスト・フレンド相談ネッ
トワークで2007年から実施してきた外出が可能となったひきこもり者が集える当事者グループ

「SANGOの会」を2010年度から地方圏に拠点を移す、「サテライト事業」として「ひきこもり地
域拠点型アウトリーチ支援事業」を調査手法として取り入れた意義は大きかった。

注）「SANGO（さんご）」とは35歳を意味し、35歳を起点にした初心者向け例会を含め月２回開催している。
35歳前後のひきこもり者・経験者が毎回10名前後参加し、若者の範疇から外れ支援制度の谷間に陥りや
すい成人期以降のひきこもり者にとって重要な居場所となっている。

１）家庭訪問とアウト・リーチ支援との相違点 
　アウトリーチ支援は家庭訪問（home visits）とは異なる。ところが日本ではアウトリーチと
家庭訪問が混同して議論されているところが見られる。また、理念なきアウトリーチ支援は危険
性もはらむところがある。 
　アウトリーチ支援とは、包括型地域生活支援プログラム（ACT）、精神障害者アウトリーチ推
進事業や訪問看護などで知られ、相談機関や医療機関などの援助提供機関に来ることかできない
か、あるいは、来ることを好まない人たちに対して、サービスや情報を提供したり、助言をした
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りする活動として、ケース・マネジメントの機能の一領域として理解される。 
　今日的なひきこもり状況を見た場合、長期・高年齢化の進行が続いている家庭が多く見られる。
こうした家庭には単に待ちの姿勢では適切な支援に結びつかず、家族対応の限界性から親子が地
域で孤立化するケースも多い。これら予防策として積極的に地域に出向き適切な支援につなぐひ
きこもり地域拠点型アウトリーチ支援事業が求められる。 

２）メゾ・システムを基盤にしたアウト・リーチ支援の有効性
　Robert sunleyは、ひきこもりがちな親が親切な住民の誘いを受け家族コミュニティセンター
のミーティングに参加することで、日頃打ち明けられないでいた悩みを相談員に表出することが
できた事例をあげて、個人に焦点をあてて働きかけるアウトリーチではない、近隣や地域など利
用者を取り巻くメゾ・システムを基盤にしたアウトリーチの有効性を説明している。１） 
　ひきこもり地域拠点型アウト・リーチ支援とは、このようになかなか会うことのできない消極
的になりがちなひきこもり者とその家族に対して社会資源が不足している地域を拠点にサテライ
ト事業をアウト・リーチ支援として実施することにより、地方圏に潜在する悩めるひきこもり者
とその家族の発見と掘り起こしを促進でき、情報交換や交流等によって長期・高年齢ひきこもり
者とその家族の孤立を予防し、社会への第一歩の力をつくりだす。

（２）ピア・サポーターの視点と役割
　ひきこもり地域拠点型アウトリーチ支援員は、こうしたひきこもりを経験した理事者や会員で
チーム構成され、自らの経験知と当事者性を活かしたピア・サポーターとしての役割を持ってい
る。 

１）リカバリー・ストレングス・レジリアンスの視点 
　支援の受け手は対象ではなく、主体であり、支援という営みは関わる人たちが協同的に課題を
解決するプロセスを示すものである。そこには支援する側、される側という対極的な関係性を超
えた協同的関係性が必要となる。
　人間の人生とはよく旅にたとえられる。一人ひとりの旅は異なっていてもかけがえのない一人
の人間として尊重され、さまざまな生き方が大切にされなければならない。その意味でピア・サ
ポーターは、リカバリーとストレングス、そしてレジリアンスの視点に立つ。Deeganによれば、
リカバリーとは旅であり、生き方であり、構えであり、日々の挑戦の仕方である。平坦な一本調
子の直線的な旅ではない。時には道は不安定になり、つまづき、旅の途中で止まってしまうこと
もある。けれど、再び旅は気を取り直してもう一度始めることができる。２）

　この旅で必要とされるのは、障害への挑戦を体験することである。障害による制限の中、ある
いはそれを超えて、健全さと意志という新しく貴重な感覚を再構築することなのである。リカバ
リーの旅で求めていることは、地域の中でふつうに「暮らし」、「働き」、「愛し」、そこで『自分
が重要な貢献』をすることである。 
　ストレングスを知ることはたとえ障害や弱さがあっても、あなたの生活をあなたらしく生きて
いくことである。あなたの生活の中で弱い部分ではなく、普通に成し遂げられる部分にスポット
ライトをあてることは、そのストレングス（強み）の部分をさらに膨らませていくことにつながる。
　そしてさらにアウトリーチ支援の理念で重視したいのは、「レジリアンス（resilience）」の考
えである。レジリアンスは、困難な状況や心理的ストレスなどの精神疾患への環境的なリスク因
子に対抗できる力であり、逆に環境的な保護因子はレジリアンスを高めると言われている。人間
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は常に困難にぶち当たるが、そうした状況下にあっても切り抜けられる力もまた本来人間がもつ
力でもある。「肯定的な未来志向性」「感情の調整」「興味・関心の多様性」「忍耐力」の諸要因が
レジリアンスの状態にある者にある特徴的な心理的な特性であるという。その意味からも、アウ
トリーチ支援は無理なくこうしたレジリアンスを涵養することが大切である。 

２）苦労を共にしてきたパートナーシップとしての役割
　ピア・サポーターが行うアウトリーチ支援は、優しく、温かい眼差しをもって、無理なく、当
事者の目線で同じ苦労を共にしてきた者の伴走的他者として、積極的に粘り強く、地域社会の中
で、包括的にかかわることである。そして積極的に粘り強く関わるためには、その人の可能性を
信じることにほかならない。
 
（３）波及効果としての利用者ニーズの優先と、問題解決に適した介入方法
　何らかの理由で傷ついた心身を癒し、ひきこもりからの一歩を踏み出すきっかけもまた人との
関係性の影響が大きい。人から傷つけられるが癒されるのもまた人である。その人がそこにいる
だけでほっとすることができる。親から何回も言われた言葉よりも他人から言われた言葉によっ
て心を打たれたということもある。この人なら、安心できる、会ってもいいと思えることが大切
であり、有意義な他者との出会いがそこには大切であることから、心を許せる関係性がつくりや
すいピア・サポーターの役割が大きい。
　アウトリーチ支援は、自宅にひきこもる当事者にとっては生命の危機にかかわる危機介入は別
にしても招かれざる客であり、遠ざけたい侵入者を意味することが多い。しかし、ひきこもりと
いう旅には必ず転機があるとするならば、今の状態から一歩踏み出そうと思う時勢にかなう転機
にかかわるアウトリーチ支援の意義がある。
　いきなり家庭訪問をすることが困難であっても、手紙や電子メールなどを活用し間接的で緩や
かなアウトリーチ支援をもって接触を試み、「サテライトSANGOの会」に誘いかけ地域資源を
活用して家族支援を通したひきこもり当事者を支えるというアウトリーチ支援の発想からは、利
用者のニーズ充足を優先して、問題解決により適した介入方法を用いるというソーシャルワーク
方法論の統合についての包括的で総合的な支援の重要性を改めて波及効果として認識することが
できる。

１）サテライト事業のメリットとは何か
　サテライト事業の意義には具体的には次のようなものが挙げられよう。

①訪問支援が難しい家庭でもサテライト事業には誘いかけやすく当事者もまた比較的参加しや
すい。

②地域拠点型のサテライトSANGOの会をつくることによって孤立しがちなひきこもり者とそ
の家族を発見することができる。

③ひきこもり者とその家族が同じ悩みを持つピア（仲間）とつながることで孤立を予防するこ
とができる。

④ピア・サポーターも他者の役に立つ経験を積むことによって自信回復過程を形成することが
できる。

⑤ひきこもりに関心を寄せる地域ボランティアの出会いの場にもなり新たな地域資源の開発の
力をつくりだし、ひきこもり当事者グループを地域につくるきっかけにもなりうる。
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２）サテライト事業実施時の参加者アンケート結果から
　本事業では、「サテライト事業SANGOの会」の開催時に参加者から回答を求める参加者アン
ケートを行い、回答を得ることができた。最後に、この参加者アンケートの回答結果を提示して
考察のまとめとしたい。
　まず、サテライトSANGOの会をどうようにして知ったか?（複数回答）では、「ひきこもり等
の支援団体からの情報提供」が一番多く、次いで「新聞掲載のお知らせ記事」、「ダイレクトお知
らせ案内チラシ」と続き、その他の知人等からの誘いかけを除けば、行政機関からの情報提供が
一番少なかった。いかに地域の人や支援団体の協力が大きいかを理解することができた。
　サテライトSANGOの会のグループワークに参加した感想では、「非常に良かった」、「良かった」
を含めると、全体の80%の人が参加して良かったと回答し、「悪かった」と回答した者は一人も
いなかった。これに関連して、サテライト事業集会に参加する前と、参加した後では心境がどう
変化したかを自由記述で回答を得たが、参加前では、「苦しい」「気が重い」「体調が悪くなった
ら心配」「緊張した」「どういう集会なのか不安」「前向きになりたい」「突破口を得たい」と回答
したものが、参加後では、「心が軽くなった」「楽なった」「共感できた」「励まされた」「勉強になっ
た」「参考になった」などの変化がみられた。
　また、こうした「サテライトSANGOの会」の継続開催について聞いたところ、86%の人が「継
続してほしい」と回答していた。開催頻度については、年１～２回が多く、春夏秋冬の季節に応
じて開催してほしいなどの回答もみられた。その一方で、「続けたくない」、N.Aの無回答を含め
た14%の中には、「多忙のため」「70代後半で高齢のため」など、高年齢化するひきこもり者の家
庭事情でサテライト事業に参加できない理由も浮き彫りとなった。
　全体的な感想、今後の要望などへの記述回答の中では、「親身になって話してくれた」「とても
誠意を感じる受け答えをされ、この会に参加できたこと、お話を聞いていただいたことすべて貴
重な時間だった」「当事者の生のお話を聞くことで希望をもっていこうと思った」という回答が
見られ、本事業の意義を改めて感じることができた。 

注
１）New Dimension in Reaching-out Casework,social work,13（2） メゾ・システムとはソーシャルワークの

視点のひとつで、マクロ・システムとミクロ・システムの中間にあるシステムのこと。地域社会や学校、
団体機関などがこれに相当する

２）Deegan,Patricia, Recovery and the Conspiracy of Hope,Presented at There's a Person in Here,The 
sixth Annual  Mental  Health Services  Conference of Australia and New zealand,Brisbane,Australia
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１．はじめに

（１）問題の背景〜現代社会における買物弱者問題の位置
　杉田（2008）の『買物難民』（大月書店）をきっかけに、高齢者を中心とした買い物が困難に
ある人の問題と対策に注目が集まってきている注１）。杉田（2008）は買物が困難に陥っている高
齢者を「買物難民」として、買物弱者問題を社会問題として告発した。その後、経済産業省（2010.5）
の『地域生活インフラを支える流通のあり方研究会報告書』でも買物問題が取り上げられ、「流
通機能や交通網の弱体化とともに、食料品等の日常の買物が困難な状況に置かれている人々」で
ある買物弱者が600万人もいると推計され、行政の取り組み課題としても強く認識されるにいたっ
た。その後、経済産業省（2010.12）は買物弱者問題に対する官民連携の取り組み事例とポイン
トをまとめた『買い物弱者応援マニュアル（第１版）』を公表し、国・地方自治体・民間企業・
非営利団体・地域住民の各主体が連携をとってこの問題を取り組む必要を示した。他にも、農林
水産省は「食料品アクセス問題」、岩間ら（2011）は「フードデザート（食料砂漠）」問題として
買物弱者問題に取り組んでいる。
　買物に関する問題は、生活問題の基幹的な問題を占める。現代社会の生活基盤は基本的に労働
による賃金収入により、必要な飲食物資を購入し、消費することにある（副田1967等）。特にこ
れまで焦点になってきた生活問題は、働くことができない高齢者や障害者、児童等の生活をどう
保障するかであった。それは賃金収入が見込めないため、必要な飲食物資を購入できず、生活が
困難に陥ったからである。そのため、社会保障政策としては、所得保障として年金や手当等の整
備がなされてきた。
　しかし、今日の買物弱者問題が提起することは、生活問題解決のためには、所得保障のみならず、
得た収入をどう使うことができるのかにまで配慮が必要になってきたことである。その背景には、
近年農村部を中心に高齢化と過疎化が進むなかで、買物人口が減少し、また年金暮らし等の購買
力の低い高齢者が増加する一方、購買力の高い若い世代は車で遠くにある大型店舗に買物に出か
けるため、地元商店が衰退・廃業し、車のない高齢者等が買物をすることが困難になってきてい
る。特に、1998年大店舗法が廃止され、大型店舗が郊外を中心に各地で出店されるようになり、
その影響で地元商店街が廃業に追い込まれてきたことが追い打ちをかけている（杉田2008, 鶴坂
2011）。
　そもそも買物は生きていくために必要な日々の食料品や生活必需品を手にいれるために必要不
可欠であるばかりでなく、人の暮らしを豊かにするテレビや文房具等といった生活用品や娯楽品
を入手する手段でもある。買物ができなくては、生きていけない、健康で文化的な暮らしもでき
ない。生きて生活をしていくために、どのように買物問題に取り組むのかが問われてきているの
である。

（２）買物弱者問題についての先行研究
　買物弱者問題に関する先行研究としては、高齢者の買物の困難を具体的に明らかにして買物問
題を提起した杉田（2008）や中国・四国地方の商工会議所への質問紙調査により買物問題への取
り組み実態を明らかにした鳥越（2001）、大阪府八尾市で都市部の買物問題を明らかにした鶴坂

（2011）、アンケート調査により都道府県・政令市の買物問題認識状況とその取り組み状況を明ら
かにした市川（2011）、地理学の視点からフードデザート問題として調査研究を行った岩間（2011）
等がある。特に、農林水産省（2012）は、2011年に全市町村を対象に質問紙郵送調査をして各自
治体の取り組み現状について明らかにした（有効回答61.7％）。それによれば、買物問題について、
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「現時点で対策が必要である」27.9％、「現時点である程度必要である」47.4％であった。それら
のうち、すでに「実施している」割合は56.8％で、「対策を検討している」は16.2％であった。買
物問題の背景要因としては、「住民の高齢化」96.5％、「地元小売業の廃業」72.8％、「中心市街地、
既存商店街の衰退」50.1％、「単身世帯の増加」42.8％が上位を占めた。実施されている対策は、「コ
ミュニティバス、乗合タクシーの運行に対する支援」72.8％、「空き店舗対策等の常設店舗の出店、
運営に対する支援」27.2％、「宅配・御用聞き・買い物代行サービス等に対する支援」24.1％と続
いた。こうした全国レベルの調査研究は全体の動向を見るために非常に重要である。

２．本研究の目的と方法

　さて、北海道は広大な土地に町（集落・商店等）が点在し、近年の（特に若い世代の流出による）
過疎化・高齢化、地元産業・商業の衰退、経済的な不況、さらに冬季の豪雪による外出困難を想
起すれば、この買物弱者問題は全国の中でも北海道では非常に大きな問題となる。しかし、先行
研究では必ずしも北海道の動向について明らかにしたわけではない。そこで本研究では、北海道
内の各自治体を対象に買物弱者問題がどの程度広まっているのか、また買物弱者問題についてど
のような取り組みがなされているのか実態を把握することを目的とした。
　調査対象は道内全179市町村（行政）とし、調査方法は質問紙郵送調査であった。調査期間は
2011年11月21日から督促を含めて2012年１月11日までとした。回収数は114自治体であり、回収
率は63.7％であった。主な調査項目は、各自治体の基本情報に加えて、買物問題の認識状況、買
物問題の背景要因、買物問題への取り組み状況、取り組みの課題等であった注２）。

３．調査結果の概要

（１）買物弱者問題の有無とその原因についての認識
　まず、買物弱者問題があるかどうかについては、71％の自治体が買物弱者問題を認識している。
また、買物弱者問題が生じる原因（複数回答可）については、「高齢者世帯の増加」が86.7％と
最も高く、次いで「買物に行く手段がない」74.5％、「まちの商店街の衰退」54.1％、「スーパー
の撤退」18.4％と続いた（図１参照）。

図１　買物弱者問題が生じる原因（N=98）
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（２）買物弱者問題への取り組み
　買物弱者問題については、45％と約半数の道内の自治体が取り組んでいた。なお、先の結果と
合わせると、26ポイントの自治体が、問題はあるが取り組みが行われていないことになる。
　では、具体的にどのような取り組みが行われているのか（表１参照）。第一に、最も多い取り
組みは、「宅配サービス」であり、27自治体において、生協（トドック）や商店を中心に実施さ
れている。特徴のある事例としては、行政の業務委託者に住民が商品を注文して宅配を週２回実
施している自治体（６）注３）や高齢者、身体障害者を対象として商品の無料配達等を行っている
商工会のある自治体もある（109）。
　第二に、購入したものを配送する「配送サービス」であり、26自治体において生協や農協、商
店街、個人商店が実施していた（購入金額の条件を付けるところもある）。
　第三に、移動販売車等を利用した「移動販売」であり、17自治体で生協や個人商店により実施
され、２つの取り組みに対して公費が支出されていた。その公費支出のある取り組みとは、一つは、
１週間のうち４〜５日、町内無店舗地域を巡回販売しているスーパーであり（46）、もう一つは、
町内３区域を週１回（火・水・木）訪問し、生活用品等を販売しているNPO法人である（88）。
　第四に、自治体等が運行する「コミュニティバス」の運行であり、16自治体で実施されている。
ほとんど公費により運営されるが、１自治体のみ公費支出なしで社協により運営がなされている

（４）。
　第五に、「買物代行」サービスであるが、13自治体で実施され、そのうち６自治体で公費支出
がなされている。特徴ある事例としては、一つに、高齢者居住施設入居者を対象に毎月町内商店
街に限り代行サービスをし、年１回町外の商店街へ買物ツアーをしているボランティア団体があ
る（46）。もう一つに、電話注文で指定店舗で買物をし、自宅まで配達するハイヤー会社がある（料
金は片道運賃分）（10）。
　第六に、「無料送迎バス」であり、９自治体で主に大規模店舗が実施している。ただ、１つの
自治体は高齢者、障害者を対象に市街地区循環及び農村部−市街地間送迎の無料バス運行を行政
から民間委託で実施している（87）。
　第七に、「市場の開催」であり、６自治体で実施され、そのうち３つで公費支出がなされている。
例えば、カルチャーセンター駐車場にて毎日曜日の朝、農家や野菜栽培者が販売をしたり、漁港
にて、４月〜11月の毎週土曜朝、母ちゃん朝市を開催しているところがある（112）。
　第八に、「その他」として、12自治体で実施されていた。例えば、80歳以上の高齢者や障害者

　　　　 表１　買物弱者問題に取り組んでいる内容（複数回答可）

実施数 公的支出・助成

宅配事業 27 3

配送サービス 26 1

移動販売 17 2

コミュニティバス 16 15

買物代行 13 6

無料送迎バス 9 1

市場開催 6 3

その他 12 11

合計 128 42
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に対し、年間12,000円分のタクシーチケットを交付している自治体（45）や市街地区以外の地域
から市街地区までドア・トウ・ドアで乗り合いのオンデマンド・タクシーを無料運行している自
治体（49）等がある。特徴的な取り組みとして、宅配等の支援をしてくれる商店等を紹介した「高
齢者のための買い物マップ」の作成・公表している自治体（114）等がある。

（３）買物弱者問題についての課題
　買物弱者問題についてどのような課題があるのかを問うた質問では、最も多いものから、「関
係者の合意形成が難しい」34.9％、「行政の対策に関する財源がない／少ない」33.3％、「買物弱
者ニーズの把握が困難」31.7％、「取り組みを担う人手が足りない」20.6％、「取り組み自体が民
業圧迫と批判される」14.3％と続いた（図２参照）。

３．結果の考察と地域福祉の課題

（１）北海道の買物弱者問題の課題
　本調査結果から、北海道の７割もの自治体が買物弱者問題を抱えていることが分かった。買物
弱者問題が生じる背景として、高齢者世帯の増加が９割弱を占めていること、また、買物に行く
移動手段がない、まちの商店街の衰退などが挙がっていた。これらを踏まえると、少子高齢化と
人口流出・過疎化が進むと推測されるなかで、今後、買物弱者問題はさらに深刻になると考えら
れる。
　一方、道内でも、生協や農協、商工会、NPO・ボランティア団体、行政など様々な買物弱者
問題への取り組みが行われている。宅配サービス、配送サービス、移動販売、コミュニティバス、
買物代行、無料送迎バス、市場の開催など様々な取り組みが行われている。このような取り組み
を参考に、地域の高齢者や障害者、車を持たない人等の買物弱者とされる人々が安心して買物を
し、生活をすることができる地域づくり、まちづくりをしていくことが、今後ますます求められ
てくるだろう。
　買物弱者問題に取り組んでいくために特に重要なことは、課題から分かるように、①買物弱者
のニーズの把握、②関係者の合意形成、③財源確保が重要であろう。高齢者等が買物ができず困っ
ていることは各地域での見守り活動や町内会の話し合い、福祉サービス事業者の専門職との話し

図２　買物弱者問題についての課題（N＝63）
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合い等で見えてくるはずである。また、行政がコミュニティバスを走らせると地元タクシー業者
が経営困難になる可能性もあることなど、さまざまな地域の利害関係を調整しないと買物支援を
することはできない。またせっかく作ったコミュニティバスや市場も実際に地域住民が利用しな
ければ維持できない。そのため、地域住民を中心に、タクシー業者やバス会社、個人商店、スー
パー、行政などとの話し合いが必要である。そのなかで、買物支援のための費用負担、財源をど
うするのかを調整していかなければならない。

（２）買物支援と地域福祉
　買物について、新鮮な食料品は頻繁に必要とするので近くの商店で、衣服等の生活用品は品物
の豊富で選択の自由の利く商店で買うなど、購買動機も多様である（岡本1958、瀬戸1977等）。
そもそも買物も生きていくためのもの、生活を豊かにするためのものを購入するなど、その人の
生活のありように直結するものである。そのため、買物弱者の買物支援をどのようにしていくの
かは社会福祉の問題でもある。したがって、買物弱者の買物が安心してできる地域づくり・まち
づくりは、地域福祉の問題でもある。
　ただ重要なことは、この買物問題は単に買物だけの問題にとどまるものではないことである。
岩間（2011）が指摘するように、買物弱者問題は「無縁社会が生む」という認識が重要である。
つまり、生活問題の一つとして買物問題が現れているのであって、買物問題だけを解決すること
はできない。買物弱者は、病院の通院、市役所の手続きなどでも不自由になっている可能性が高
い。また、家族や近隣などとも縁の薄い社会的孤立となっている可能性も高いのである。
　したがって、買物問題だけを解決するのではなく、買物弱者の生活全体と、地域生活全体を見
ていかなければ本当の問題解決につながらない。こうした買物弱者問題を買物問題以外の生活問
題の中に位置づけて検討していくことを今後の研究課題としたい。
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パーソナル・アシスタンス制度利用における
セルフケアマネジメントの課題

─札幌市PA制度３年間の利用実態から─

梶　　晴美（北翔大学人間福祉学部）
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１．はじめに

　パーソナル・アシスタンスは、障がいのある人が自分の介助を自分でコントロールし、マネジ
メントすることを基本とするサービスで、介助の「自律」を可能とする自立生活支援の手段の一
つである。国連の障害者権利条約第19条にも明記され、その必要性が共通認識になりつつあるが、
我が国では障害者制度改革推進会議での検討から、昨年末に出された「新『障害者基本計画』」
の障害者政策委員会の意見においても「パーソナルアシスタンス制度の創設」が記載されたが、
まだ制度化には至っていない。
　そのような中で、平成22年４月より札幌市が先駆的にパーソナルアシスタンス制度（以下「PA
制度」）を独自事業として導入した。重度訪問介護の支給決定を受けている方を対象とし、利用
する障がい者自身が「セルフケアマネジメント（以下（「セルフCM」）」をすることが基本である。
従って、PA制度は自分に合った−それは単なる"好み"ではなく、性別、嗜好、性格、ライフス
タイル、価値観などを含む−介助者から継続して介助が受けられることが大きな利点である。反
面、介助者の募集、面接、採用決定などの人事関連、介助者のシフト調整、スケジュール管理等
の労務管理、介助者に対して自らの介助方法から家事のやり方まで生活の一つ一つに教育と指示、
毎月の介助実績記録と介助日誌の管理、PA費の請求事務、介助者への報酬支払い注＊1等の一連の
事務作業を自分で行う必要がある。
　こうしたマネジメント業務は、しかしながら、経験も情報も無い中では困難であり、札幌市が
制度導入前に行ったモデル事業に参加した当事者からは、セルフケアマネジメントの支援体制の
整備が要望として出された注＊2。そこで、札幌市はPAサポートセンター（以下「サポートセン
ター」）を設置し、PA制度利用のための研修をはじめ、介助者探しや書類作成等セルフCMをサ
ポートする機関を設けた。現在は市内１カ所注＊3で、市内の自立生活センターに運営委託している。
そこではPAに関する相談はもとより、サポートセンターに登録をしている登録介助者の管理と
利用者とのマッチングなど介助者探しの支援、利用者･介助者への研修、申請／請求書類のチェッ
ク、利用者交流会や介助者講習会等も開催している。
　さて、満３歳を迎えたPA制度であるが、この３年間の利用実態はどのようなものであったか、
PA制度はどのような方に利用され、どのような課題があるのか。PA制度はセルフCMが可能な
障がい者を主な対象として考えられた制度だが、実際には、意思疎通が困難な最重度障がいの方
などでは、家族等本人以外がマネジメントしているケースもある。また、利用者が最初に直面す
る「介助者探し」は、PA利用にあたっての重要課題の一つであり、介助者探しのルートにどの
ような特徴があるのか。そこで、本稿ではまず、利用者の動向からPA制度３年間の利用実態を
把握する。その中から利用者像を改めて整理し、本人によるCMと本人以外によるCMの特徴と
課題を探る。また介助者の動向から介助者探しの手段と特徴について検討する。これらを通して
今後のセルフCM支援について検討することとする。
　来年４月より、重度訪問介護の対象が、知的障がいや精神障がいの方にも拡大されることにな
り、今後PA制度の対象の拡大も検討することになった場合には、セルフCMの問題は避けて通
れない。PA制度を代表するセルフCMについて検証することは、今後の利用者支援に役立つば
かりでなく、将来PA制度の対象拡大を検討する際の基礎資料となるであろう。
　研究方法は、サポートセンターのスタッフへの聞き取り調査および提供資料をもとに検討と考
察を加えた。調査は平成25年２〜３月に行った。
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２．PA利用者の動向

（１）利用者数の推移
　平成22年４月の導入時は４名で
スタートした。その後時折辞退者
を出しながらも、少しずつ新規利
用者や再登録者を得て、１年経過
時には20名、２年経過時に24名、
平成25年３月末で29名が利用して
いる（図１）。新規利用者数は導
入翌月が最も多く７名で、最初の
３ヶ月で15名と集中し、その後は
０〜３名で経過、平成23年度、24
年度は多くても月２名で推移して
いる（図２）。
　このように、３年間のPA制度
利用者数は微増ではあるが、着実
に伸びている。大幅な伸びが見ら
れないのは、制度の周知不足や辞
退者の存在の他、介助者探しや書
類作成等のセルフCMを敬遠して
いることも考えられる。

（２）年代、性別
　平成22年８月の年代別利用者数
は、20代が16名中７名と最も多く、
10〜30代までが10名、40〜50代
２名、60代以上が４名、うち高齢
者が３名とやや二極化傾向にあっ
た。平成25年４月時点では、10代
〜30代が15名、40代〜50代が７
名、60代以上が７名となり、若年
層が半数を占めるものの中高年層
の利用者が増加傾向にある（図
３）。男女別では開始直後は男性
３名女性１名であったが、その後女性が増えて若干優位で経過している。
　このように、当初想定された若年層だけではなく、高齢者を含めて幅広い年齢層で利用されて
おり、利用者像が多様化していることが窺える。

（３）マネジメントの担い手
　PA制度はセルフCMが原則であるが、重度の重複障がいや筋や神経疾患などで発語が出来な
いなど本人の意思伝達が極めて困難な場合、本人に変わって家族等の本人以外の人がマネジメン

図１　PA利用者数の推移

図２　新規利用者数の推移

図３　利用者の年齢層の変化
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トするケースがある。３年間の推
移を見ると、開始直後は「本人」
が多かったが、次第に「本人以外」
が増え、半数前後で経過している

（図４）。
　H25年２月時点の年齢別マネジ
メントの担い手は表１の通りであ
る。利用者の家族状況と合わせて
見ると、29名中一人暮らしをして
いる方が16名、重度心身障がいの
方が７名、介護保険併用の高齢者
が６名である。重度心身障がいの
うち６名は母親が、１名は、母親
から介助者の中から設定したキー
パーソンへケアマネジメントの担
い手が移行している。また高齢者
は子どもがマネジメントしている
ケースがほとんどである。混合の
ケースは、介助者への指示は本人
が行っているがシフト調整や事務
作業は家族が行っているケース、
本人が基本的には行うが家族が手
伝っているケースなどである。最
近の変化は、家族によるマネジメ
ントから、介助者の中からキー
パーソンを選び、マネジメントの
一部を任せるケースが出てきたこ
とである。同様のケースがさらに１事例25年４月から増える予定であり、本人によるマネジメン
トが困難な場合にキーパーソンによるマネジメントがどの程度可能なのか追跡する必要があろう
が、こうしたケースは一つの選択肢として動向を見守りたい。

３．PA利用者像

　PA制度の出発点は、一人暮らしをする重度障がい者の介助時間不足解消と介助の自律への要
望であった。しかし、上記のデータにもあるように、制度導入後に明らかになったことの一つに、
PAは一人暮らしの障がい者のみならず、家族介助で在宅にいる重度心身障がいや難病の方、ま
た在宅の寝たきり高齢者にも少なからず利用されているということだ。
　その理由として、１）彼らの多くは医療的ケアも必要な最重度であるため、ケアの個別性が高く、
慣れるのに時間を要すること、２）PAが一定の範囲注＊4で医療的ケアが可能なこと、３）コミュ
ニケーション支援として入院時も利用出来ること、４）不足する介助時間を増やすことができる
こと、５）介助者を育てることで安心して慣れた介助を継続的に受けられること、などが考えら
れよう。自薦登録ヘルパー制度がなくなった今、特に重度心身障がいの方の親御さんにとっては、

図４　ケアマネジメントの担い手

表１　年齢別マネジメントの担い手
（2013年２月現在）

本　人 本人以外 混　合 計

10代 0 1 0 1

20代 3 5 0 8

30代 2 2 1 5

40代 2 0 1 3

50代 4 0 0 4

60代 1 2 1 4

70代 1 2 0 3

80代 0 1 0 1

65歳＞
（再掲） 1 5 0 6

計 13 13 3 29
（サポートセンター資料から筆者作成）
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最終的には親離れ／子離れをして自立生活を可能にする魅力ある制度に映ったのだろう。事実、
現在１名の重度心身障がいの方がPA制度を利用して親元から離れて自立生活をされている。
　従って、３年間の変化というよりは制度設計段階と導入後の違いと捉えた方がよいが、PA制
度の利用者は大きく、
　１）一人暮らしで自立生活する若年〜中年層の方
　２）（将来自立生活をすることも含めた）家族が介助する重度心身障がいの方
　３）在宅で家族が介助する寝たきり高齢者　
　４）入院時コミュニケーション支援としてPAを利用する意思疎通に障害のある方
に分類できよう。
　１）以外の方々の利用が約半分あるということは、そうした方々のニーズとPA制度のメリッ
トが合致したということは勿論、現行の制度では賄えない、在宅の重度障がい者のニーズがPA
制度によって顕在化したと言えるだろう。特に２）の重症心身障がい児者の介助問題は、多くの
親が密室化された家庭の中で介助を抱え込み、我が子の将来に不安を抱えつつも、自分が倒れる
まで頑張ってしまうところにある。こうした家庭のニーズや生活課題は、親が声を上げない限り
外部から掘り起こされることは少ない。従って、PAという専属介助者を育てて、安心して介助
を任せられるようになれば、こうした親子の介助関係も変化し得ると考えられる。良い意味での
想定外の効果と言えるだろう。

４．PAからの辞退理由から見たセルフCMの課題

　利用者の動向でも触れたように、一度PA制度を利用しても継続せずに脱退していくケースが
ままある。ここでは、その脱退理由からセルフCMの課題を探ってみたい。
　この３年間の辞退理由（表２）を見ると、１年目は「事業所の立ち上げ」の他、「マネジメント困難」
が４件であった。このうち、マネジメント能力不足として、市からのPA利用取り消しが１名あっ
た。「マネジメント困難」の内容は「介助者調整がうまくいかない」「介助者がみつからない」「自
分でマネジメントするのが大変」などである。２年目になると、「入院時のみ利用注＊5」が４件と
増え、新たに「介助者のトラブル」のケースが出現した。３年目も同様にトラブルケースが見ら
れている。また、３年目の辞退者数は１年目より半減し、「事業所立ち上げ」「マネジメント困難」

「時間数が延びない」「PA不適合」のケースは見られなくなっている。
　サポートセンタースタッフによ
ると、１年目の導入当初はサポー
トセンターも初めての事業で模索
していた時期であり、また、短期
間で多くの新規利用があったた
め、十分なサポートが出来ていな
かった。２年目以降は、サポート
センター自体が業務に慣れ、利用
者自身も時間をかけて制度利用を
検討するようになったという。つ
まり、１年目は、サポートセンター
がその機能を十分に発揮しきらな
いうちに、利用者がセルフCMの

表２　脱退理由

理　　由 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 合　計

介 助 者 と の ト ラ ブ ル 0 1 1 2

入 院 時 の み 利 用 1 4 4 9

利 用 者 の 死 亡 1 2 0 3

事 業 所 の 立 ち 上 げ 2 1 0 3

マ ネ ジ メ ン ト 困 難 4 1 0 5

時 間 数 が 延 び な い 1 0 0 1

P A 不 適 合 1 0 0 1

そ の 他 1 0 1 2
（サポートセンターの資料をもとに筆者作成）

複数回答あり
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負担を大きく感じて辞退していったものと推測される。それが２年目以降は、サポートセンター
のセルフCM支援が徐々に機能するようになったことに加え、利用者の方もじっくり検討して心
の準備をした上で制度を利用するようになったことが、セルフCMが困難で辞退するケースが少
なくなったと考えられる。ただ、サポートセンターでは、利用者がいずれひとりでマネジメント
できるように支援しているが、請求書類などで毎回同じ支援を繰り返す方もいて、どこまで支援
したらよいか迷うとのことであった。
　サポートセンターの支援が奏功する一方で、数は少ないが２年目以降に「介助者とのトラブル」
での辞退ケースが出現していることは憂慮すべき点と考える。サポートセンターによると、２件
とも知人や親族などの近親者を介助者にしたケースで、「不適切な行動を注意できない」、「利用
者家族と介助者が揉める」などが原因であった。筆者がこれまで行ったフィンランドのPA調査
の中で、「重度障がい者が介助を『自律』するには、（中略）雇用者であることを常に自覚し、雇
用者−被雇用者関係を守ること」であることを強調している注＊6（梶2012：p73）。札幌市PA制
度も障がい者自身による介助の自律を実現する制度であり、介助者と適切な関係を築くことは介
助生活を維持する上で必須事項である。この２件の辞退ケースでは、介助者との適切な関係、す
なわち、あくまでも仕事上の関係を保つべきところ、それが維持できずに関係崩壊したと推測で
きる。近親者を介助者にすることには"気心が知れている"というメリットもあるが、反面、何
か不適切なことがあったときに、それまでの関係が壊れることを恐れて注意したり改善を求めた
りすることが出来なくなってしまうというデメリットがあることを、利用者は良く理解しなけれ
ばならない。また、介助者との良好な関係を維持するには互いのコミュニケーションが重要なこ
とは言うまでも無いが、そのために介助者の不満を聞く場や定期的に話し合う場を持つなどが有
効である（同上：p68）。
　また、１年目･ ２年目にあった「事業所の立ち上げ」による辞退については、PAでは介助者
の確保が困難なことが原因のひとつとなっている。介助者の確保については制度開始前より課題
があったが、特に１・２年目は、登録介助者だけでは若年の障がい者に合う年齢層や勤務条件の
人が見つからないなど、利用者とのマッチングがうまくいかないことが多かった。そのため、友
人知人などの個人的な繋がりの人を介助者にする場合も少なくないようだ。最近では、PAを募
集できる求人誌を増やして利用者に活用を勧めるなどの多様な募集方法の提示、登録介助者との
マッチング方法の見直し、サポートセンターによる集団面接会や介助者講習会の開催などにより、
介助者探しの問題は多少改善しているようだ。しかし介助者募集の困難性は、PAの契約形態に
も原因があり、労働基準法が適応されない契約形態で、社会保険の加入もないため、働く側から
すれば労働条件は良くない。それが適用されれば介助者には良いが、反面、雇用者となる障がい
者により一層厳しい管理能力が問われることになり、一長一短である。
　この他、２年目・３年目の「入院時のみの利用」の増加は、前述したとおりPA制度の新たな
利用者像であり、利用目的の拡がりと捉えられる。意思疎通が困難な重度の障がい者にとって、
入院時のコミュニケーション支援としてPAを利用できることは大きなメリットである。入院時
のみの利用は当初の想定ではなかったかもしれないが、既存の制度ではまかなえない部分をPA
制度が補っていることは、この制度の存在価値の一つであると言えよう。ただ、彼らにとっては、
入院時以外での利用価値は低いということになるので、利用しづらい理由を今後精査する必要が
あるだろう。
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５．PA介助者の動向

（１）介助者数
　2013年２月現在、実稼働しているPA介助者の数は男性30名、女性75名の延べ105名、実数で
は男性27名、女性71名の98名である。性別では女性の方が2.5倍多い。一方、この間（２年11ヶ
月）で辞職したPA介助者は男性32名、女性80名の112名である。従って、現在までの総数（延べ）
は217名となる（サポートセンター資料）。このほか、９つの事業所とPA契約をしている。

（２）登録介助者
　サポートセンターは利用者から登録介助者での介助者探しの依頼があると、利用者の希望に見
合う登録介助者を探し、相互と連絡を取りながらマッチングをする。残念ながら、制度開始当初
から、利用者と登録介助者との
マッチングがスムーズに行ってい
るとは言いがたい。サポートセン
タースタッフも「紹介してもなか
なか決まらないのが課題」という。
　そこで、利用者の希望の一つで
ある介助者の年齢と性別につい
て、登録介助者を見てみよう。性
別年齢別に平成22年４月と平成25
年２月を比べたのが図５、図６で
ある。
　平成22年（初年度）４月の登
録介助者数は計96名で男性25名

（26％）、女性71名（74％）であっ
た。女性の年齢は、50歳代が34％
と最も多く、次いで60歳代31％、
70歳代も合わせると７割以上にな
る。男性は20代が最も多かったも
のの、50歳代以上は４割以上だっ
た。図３に見るように、平成22年
８月時点の利用者年齢では30代ま
での若年層が６割おり、年齢だけ
で見ると特に女性はマッチしてい
ないといえる。男性は数が圧倒的
に少なく、開始当初は男性が多
かったことから、マッチングが困
難だったことが推察される。
　平成25年２月になると、登録介
助者数は270名と増え、男性80名

（29％）、女性190名（71％）であ
る。女性は20代30代を合わせて３

図６　登録介助者の年齢（男性）

図７　介助者の採用経路

図５　登録介助者の年齢（女性）
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割、40代３割、50代２割弱、それ以上２割弱である。男性は20代30代
を合わせて５割弱、40代２割、50代と60代以上がそれぞれ１割強であ
る。初年度と比較すると、全体数が増加し、男女とも40代までの比較
的若い層の登録者率が大幅に増えている。年齢だけで評価することは
できないが、少なくとも、初年度と比較において、若年層と男性登録
者数が増えたことは多少なりとも有効に働いたのではないかと推察さ
れる。

（３）採用経路
　利用者が個人契約をするPA介助者を探す方法は主に三つある。一
つは自分の友人・知人などインフォーマルな関係の者を自己推薦する方法（これをサポートセン
ターは「持ち込み」と呼んでいる）、二つ目は上記で述べたサポートセンターの登録介助者の中
から紹介を受ける方法（「登録介助者」）、三つ目は一般のアルバイト情報誌等に求人広告を掲載
する方法（「求人誌」と称す）である。
　平成25年２月現在の実稼働者105名の採用経路を見ると、「持ち込み」が70名（66％）、「登録介
助者」26名注＊7（25％）、「求人誌」９名（９％）である（図７）。平成22年７月時点の札幌市のデー
タ注＊8では、「友人･知人に依頼」（持ち込み）56％、「登録介助者」34％、「求人情報誌」10％となっ
ており、比較すると「登録介助者」の割合が減少し、「持ち込み」が増加している。筆者が開始
半年で実施したインタビュー調査から、登録介助者では希望に合う人が見つからないため、結局
インフォーマルな関係の中から探すことになっていることを指摘した注＊9。３年経過し、数字上
でみればその傾向が強くなっているといえる。
　求人誌による募集については、これまで１誌しかできなかったが、今年度はもう１誌可能となっ
た。ただ、求人誌を利用する場合は広告費を一旦は立て替えなくてはならないため、利用者の負
担が大きい。特に、最初にPAを利用する時は、市から支払われるのが２ヶ月後になるため、立
て替え費用が生活を圧迫する場合もあり、気軽に利用できるとは言いがたい。この点が改善でき
れば求人誌の利用は増えると思われる。

（４）辞職者の採用経路と辞職率
　ところで、辞職した112名はどの経路でPAに採用されたか。図８の通り、「持ち込み」が56名

（50％）、「登録介助者」が40名（36％）、「求人誌」が16名（14％）である。辞職率に換算すると、「持
ち込み」が44％と最も低く、「登録介助者」は61％、「求人誌」は64％と高い。辞職率から見ると、「持
ち込み」が比較的「長く続けてもらえる」率が高いということになる。これは、友人知人は気心
が知れていることや障がいのある人の生活や介助について事前にある程度承知していることが考
えられる。
　求人誌での募集は、多くの人の目に触れるので人集めには力を発揮するが、障がい者の生活や
介助については全く知らない人も時給の良さで応募してくる。事前知識の無いことがむしろプラ
スに働く時は良いが、マイナスに働くと持続しないのだろう。登録介助者にも同様のことが言え
るが、彼らに対しては、介助者講習会を開いて障がい者の生活や実際の介助場面を体験するなど、
障がい者の生活支援や介助について知る機会をい作っている。求人誌ではそうしたことできない
ので、採用時の研修と日頃のコミュニケーションが大事であろう。

図８　辞職者の採用経路

（サポートセンター提供）
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６．考察とまとめ

　以上、ＰＡ制度の利用者と介助者の３年間の動向を見てきた。ＰＡの利用者数は年々少しずつ
増加し、利用者の約半数は一人暮らしの障がい者であるが、半数は重度心身障がいの方や寝たき
りの高齢者であり、年齢層も幅広い。利用者像としては、１）一人暮らしで自立生活する若年～
中年層の方、２）（将来自立生活をすることも含めた）家族が介助する重度心身障がいの方、３）
在宅で家族が介助する寝たきり高齢者、４）入院時コミュニケーション支援としてＰＡを利用す
る意思疎通に障害のある方、と拡がりが見られた。利用者はサポートセンターの支援を受けなが
らセルフＣＭをしているが、いかに利用者のエンパワメントを図るかが課題となっている。いず
れにせよ、現在のＰＡ制度の利用方法（手続きや煩雑な書類）や介助者探しが容易ではない現実
からすると、何の支援もなしに最初から“セルフ” ＣＭを行うのは困難であるといえる。そのよ
うな中で、家族ではないキーパーソンによるマネジメントという新しいスタイルが出てきたこと
は必然ともいえ、今後の可能性が拡がるものと考えられる。
　介助者に関しては、登録介助者は若い人が増加傾向にあるが、利用者の多様な希望とマッチさ
せるには十分ではない。求人誌の利用は、募集効果は良いがコスト面と離職率が高いことが難点
である。最近、利用者の中から求人広告を共同で出すアイデアが出されたそうだが、いろいろと
工夫の余地はありそうだ。離職率の高い求人誌と登録介助者のルートでは、介助者との関係づく
りが重要であろう。反対に、友人知人を介助者にする場合は、適切な指示や教育をするには友達
関係ではなく明確に仕事としての関係を作ることが重要である。介助者との適切な人間関係づく
りもＰＡを利用するには重要な要素であり、トラブルを防ぎ、長く働ける環境を作ることが利用
者の役目となろう。
　ＰＡ制度は重度障がい者の自立生活には不可欠と考える。しかし、これまで見てきたように現
在の札幌市ＰＡ制度においては本人か否かにかかわらずケアマネジメントに何かしらの課題があ
る。利用者をエンパワメントしながら「セルフケアマネジャー」として育てていくには時間も労
力もかかる。それは本人以外がケアマネジャーであっても同じことである。今後さらなる利用者
増加に備え、サポートセンターの増設や人員増加が必要であろう。そして、本人を含めてPAの
ケアマネジャーには、セルフCMであることの意識を高め、自律心を養っていく必要がある。一
方で、サポートセンターには介助者探しや介助者との関係構築への支援などケアマネジメント支
援のより一層の充実を、また実施主体の市には書類の簡素化など積極的に行ってもらい、三者の
協力でPAをより使いやすくしていくことが重要であると考える。
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注
＊１　介助者への報酬支払いは、ダイレクトペイメントか代理受領にするかを利用者が選択できる。
＊２　平成22年３月札幌市PA制度担当係長安田氏（当時）の制度説明聞き取りメモ（筆者）より。我が国で

はこれまで公的なPA制度は無く、自立生活センター等が提供している、以前の自薦登録ヘルパーのス
タイルを継続した場合でも、介助者の採用面接やシフト調整を自分で行うことはあっても、請求事務ま
で利用者が行うことは普通はない。

＊３　PAはそもそも障がい者の自立生活のためのものであり、サポートセンターは障がい者の自立生活につ
いて理解・促進できるところでなければ意味をなさない。従って、当初から障がい当事者が主体となっ
て運営するCILに委託している。市の予算的には２カ所委託できるようになっているが諸事情で一カ所
しかない。全業務が集中しており、業務過多になりつつある。

＊４　医療的ケアの取り扱いは、「ALS（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について」（2003年７
月17日付医政発第0717001号厚生労働省医政局長通知）および「在宅におけるALS以外の療養患者・障
害者に対するたんの吸引の取り扱いについて」（2005年３月24日付医政発第0324006厚生労働省医政局
長通知）の実質的違法性阻却通知に基づく。

＊５　札幌市の場合、地域生活支援事業のコミュニケーション支援を利用して入院時にコミュニケーション支
援として介助者が入ることが可能ではあるが、その時間数はきわめて少なく限定的である。PA制度で
は、入院時もコミュニケーション支援としてPAを通常と同じ時間数で利用することが可能であるため、
重度の障がいのある方が入院する際のメリットは大きい。但し、月１時間は重度訪問介護サービスを利
用しなければならないという条件は変わらない。

＊６　フィンランドのPAは３つのモデルがあるが、そのうち雇用主モデルが最も障がい者の意思決定権が保
障される（梶･高波2012：p8−9）。障がい者はPAと直接雇用契約を結び、労働基準法に基づいた雇用
主となり、雇用主としての義務と責任も負う。

＊７　求人誌を見て問い合わせのあったうち、その求人がすでに決まっていた場合に他の利用者を紹介した
ケースを含む。

＊８　札幌市、2010、「札幌市パーソナルアシスタンス（PA）制度説明資料」p7
＊９　梶晴美『パーソナルアシスタンス制度に見る全身性障がい者のケアの自律の課題』2011年11月５日北海

道社会福祉学会第50回大会発表資料
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